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メキシコ誘拐事件に学ぷ①
ーーー何のためのマニュアルか?^

8月10日午後7時(日本時聞11日午前企業,セキュリティ.コンサルテ'ング

11時)頃,〆キシコのティフナナ市で, 全牡と契約している企靈が于恕以上に事

三洋電機米国現地法人のサンヨ【・ピデいことである.=た.日本企業がこんを

オ'コンポーネンツの金野牡長が誘拐さに熱Dに海外安全対策を行「てぃたのだ

れ,身代金を支払い,9日後の19日未明ろ5か?そして,いウたいEむた力井旦

に無事に解放されるという事件が発生し当されているのだろうか?とい3疑問
た。 である。これらの企業の多くは,マニュ

今回の事件は,数々の問題点や靴飢をフルを作成.配布したη,安全対輩研修

残し,改めて白本企業の海外における安の降間を設けたり,七キュリティ.コン

全対策,危機管理,寸応能力が問われていサルティング会杜と契約さえすれぱ'安

る0 とりわけ,最火の問題点は,身代金全対策を実施してぃると勘違いしてはい

の支払い事実及び支払い金額まで明らか女いだろうか。

と立ったことである。これ1止,3巳罪者に そこで,本禧で社,とηわけ?ニュア

贊金を供与したことを公に認めたことにルにういて考えてみ捻いと思う。マニュ

女り,類似の犯罪を誘発する契因を作うフルには大きく分けて2種類が寿えられ

てL字うたとい6ことである。事件のーる。ーウは,駐在員や宗族に対して,留

連の経緯は,世界中のテロリスト,犯罪意事項や緊急連絡先等を竪理した「安全

者の目にも触れている.メキシコにおいの手引き」で高る。そして,もう一0は

ては外国人を狙0た,世界巾においては不幸にして事件.事故が発生Lてしま。

日本人を狙った類似の犯罪を誘発,る要た場合の対劇旨封や対応要領を整理した

仭を0くウたことに立る。これに対し「危機対応マニュアル」である.

て,企業としてどのようを責任を果たす 前岩の「安全の手引き」は,駐在員や

のか,注視して行く必要がある。 モの家族をどの使う側に,安全に対tる

ところで,事件モのものに関する分折マインドやセルフ.ディフェンスの意識

ほ,改めて行うことにしたいが,今回のがをけれぱ役に立た女い。殆どの場合,

事件の報道を見ていて,大変鷲き,疑問配布しても机の咽にしまわれてしまって

に感じたことがある、それは,マニュアいたη,時問がた0たり、普段何亭も無

ルを作成していたη,研修を行0ているいと注意して行動することを忘れてしま

「治安フォーラム」(立花書房弔D
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う.逆に,安金に対するフインドやセル

フ.ディフェンスの意識がしっかりして

さえいれば,自然に注意Lて行動,るよ

うにをη,マニュアルをど必要が女く女

るのである.このためには.貴任ある担

当者が安全教青をし0かηと行い,自杜

独自の最新の清報分折に基"プき常に本牡

サイドから注意を喚起し,り・マインド

を行うことが重要である.

また,「危機対応マニュプル」も,対

応者に専門的女知識や経験,ノウハウ,

センス、そして椛限が無けれぱ役には立

た女い。女ぜ女島,事態がマニュアルの

想定通りに展閲することはまれであ1),

飢機応変女対応を求められるからであ

る。す女わち,誰が作業を行っても均一

女型品製造や事務処理が行えるためのマ

ニュフルとは柤本的に興なり,「危機対

応マニュアル」仕対応者にとっての手順

では女く,対劇昔針であη,チェ.ソク・

リスト,あるいはーつのシナリオに過ぎ

女いことを理解する必要がある。もちろ

ん,マエユアルを作成することは重要で

ある.女ぜをら,作成の過程で種々の想

定を行い,問題点を抽出し,分析,検討

を行うことで,専任担当者等に知識やノ

ウハウが鴇横される.また,対劇旨針に

より基本的左考え方を共有でき,チェッ

ク・りストがあることにより,混乱時に

も適切立対応が可能とをる。そして,日

頃の小き女事件,畢故・トラプル対応や
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シミュンーション訓練を通じて,常に専

任担当老等の対応能力を向上させること

が重要である.

今回の事件を契機に.3くの企業が上

司からの指示で,マニニアルの作成や見

直しを行うようであるが,フニュアルそ

のものを作ること雌非常に簡単である.

現在では,声くの妻考図書や資料もあ

0,1日もかけれぱ立派女マニュアルが

て'きるであろう。でも.このマニュフル

が本当に役嵩0のであろうか?企業に

よ0て,扱0ている製品も異をれば,組

轍形態も異女る,社風や牡員の気質も異

立る.これらを考慮した,自牡独自の,

ニュアルの作成が必要である。

また,何れのマニュアルも作うただけ

では無意眛である、「安全の手引き」は

使う側に安全に対tるマインドやセル

フ・ディワエンスの意瞰をいかに持0て

もらうかであη,「危機対応マニュアル」

は中心とをる対応者(専任担当考)をい

かに育てるかが大き女ポイントである.

す女わち,,ニニアルの問題は人の問題

である。

まだ多くの企業で「安全対策=マニュ

アル」と勘違いしているところがあり,

マニニアルを作ることモのものが冒的と

女0ているように見之る.改めて,何の

ために?ニュフルを作るのかを考える必

要があるように思う。

〔助公共政策鯛査会研究室長〕

メキシコ誘拐写辨に学ぶ②
セキュリティ.コンサルティング会社は駆込寺か?

今回の三洋倦機金野牡畏誘拐事件にお

いても,解決に際Lて,米国の中小のセ

キュリテ',コンサルティング会牡がア

ドパイスを行「たと言われている.

海外で誘拐事件が発生する度に,コン

サルティング会牡がクローズアップされ

るが.興味本位で誤解を招きかねない報

遭が多い.そのため,多くの日本企業で

は,コンサルティング会社に対する正し

い認俄が不足Lているように恕、う。

今回の亭件を契棲として,私のところ

にも多くの企業の方■如駛に見えたが,

「何かあうた時に全てお任せすれぱ事件

を解決してくんる会牡」,「米国のC IA

やFB I,英国のSAS とい弓た,軍の

特殊部隊や情報機関等出身の強者揃い

で,栽出作戦を行0てくれる会社」と勘

違いしている企業が事い。硫かに,コン

サルティング会社のスタッフには,軍の

特昧部隊や情報機闘の経験者が多いが,

これはいざという時に武装して救出作戦

を行うために殘者を揃tているのではを

い。これ巧の接閉は,倩報の分析におい

てもたけているため,優れた今析者が

揃っており,それゆ之にコンサルティン

グ全牡にこれらの出身者が数多(いるの

であり,決Lて武装して,強硬を手段で
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人質を叡出するためでは左い.

また,セキニリティ,コンサルティン

グ会杜は,誘拐亭件が発生Lた場合で

も,全て披らが対応してくれるわけでは

ない.このよう女稟件の対応には,極め

て専門的女知織やノウハウが必要とされ

るため,惰勢の分析や適宜適切なアドパ

イスは行うが,あくまでも対応の主体は

企業であり'意思快定を行うのも企業自

身である。全て役らが対応Lて,人質を

救出Lてもらえると考えているのなら,

大き女問違いである。誘拐事件が発生し

た時に.駆込寺的に依頓,れば引き受け

ても島えると恩.0ていたら,モれは火き

女問違いである.このよう女微妙む事件

の場合,その企業の風土や幕業内容等も

ある程度把握Lてい左けhぱアヤパイス

力瑛能しい。ようて,日頃からお刊'き合い

のある企業でむいと引き受け々いのが讐

通である.

モして,セキュリティ・コンサルテ'

ング会牡は,誘拐事件が発生した場合の

アドパイスだけを行ウているわけでは立

<,こnけ,彼らの業務のほんの一端に

しか過ぎ左いのである。欧米には、中小

を含めて多歓の七キュリティ・コンサル

ティング全牡があるが,火手のコンサル

板橋
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ティング会牡の場合,概ね次のような

サーピスを提供Lており,ピちらかとい

うと事件・事故等に巻き込まれ女いため

のチ防的対策に主眼が置かれている。

1)情報援供サーピス

世界各国の政情や治安情勢,犯罪組

織やテロ・ゲリラ組織の動向,最近晃

生した犯罪の椛要等について,コン

ビュータ・オンライン(2"寺間】,週

報,月報,差報女ピにより提供を行う。

の進出畔の調査・安全対策の策定

企業が海外に拠点や工場施設を設置

する場合に,現地の情勢,治安等につ

いて詳細女翻査を行い,安全対策

(ハード及ぴソフト面)案を策定L,

指導・助言を行う。

3)安全対策の診断及び策定,改誓

既股の海外事務所や工場施設,駐在

員の住居等の安金対策の状況を点検

L、モの地城や施設に最も適した安全

対策案を策定したη,改善のための指

導・助言を行う。

0 危機管理計画の策定・シミュレー

ション訓純

事件・事故が発生した場合の企業の

対応計画【危機管理)案を策定し.ア

ドパイスを行うと共に,実際に発生し

た場合を想定して模捉(シミュレー

シ,ン}訓練を実施し.指導・助言を

1テう。

5)散育・研修サービス

企業の安全対策担当老を対故にした

研修や一般牡員等{企業幹部,駐在員や

その家族)を対故にした研修等を行う。

6)危推時の指導・助言

熨鼻に亭件・亭故が発生した場合

に,指導・助言を行う。

力その他

その他,職争や革命が発生した場合

の避難計画の策定やVIPのポディー

ガードの派遣,ディワエンシプ・ドラ

イピング・テクニックの指導等を行0

ている会壮もある.

すな1コち.セキュリティ・コンサル

ティング会杜はあくまでも指埠・助言を

行う会牡である。各企粲が細織改革や新

製品の阪売を行う際に,組線や財務,

マーケティング等を専門とtるピジネ

ス・コンサルティング金牡に調査を依顛

したη, T ドパイスを受けることがある

が,セキュリ手イ・コンサルティング全

社もこのピジネス・コンサルティング会

社の一租であη,セキュリティという分

野を専門としている金牡であると理解し

た方がよい。コンサルティング全牡と契

約しさえす北ば,安全対策は万全と勤述

いしている企業が多いが,惰報の提供や

アドパイスは行ウてくnるが,それをど

う使うか,また何か起こ0た時に対応や

意思、決定を行うのは,あくまでも企業自

身であることを忘れてはなら女い。

[硝公共政策甑査会研究皇長]
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コラム企業の安全対藁旧j

三洋電雄金野社長誘拐事件は,世間で

は,もうすウかり忘れ去られ,過去の出

来事とをっむ感がある。この事件の解決

までの経隷や対応,身代金支払いの是非

左どに0いては,時間をかけて分折.検討

を行う必要があると考えているので,本

稿では解放までの対応そのものにういて

は敢て触れ女いが.解.放後の企業の対応

にっいて,教訓として,ピうしても指摘し

ておか女けれぱをら女い点が3点ある.

第一点目は,辨放後に行われた金野さ

んの記者会見についてである。解散から

一夜明けた8月20日午後0時30分【日本

時間21日午前 4時30分),サンディエゴ

の三洋電桜現地法人本牡で金野さん自ら

が記者会見を行うた.私自身,この中継

をテレピで見ていたが,俄かに信ヒがた

い光景が目に飛び込んできた。会牡側が

設定した全見に,をんと金野さんの:子

を.が同席しているでは左いか。このよう

女事件の場合,ご家族の心労捻計1〕知れ

女いものがあη,むしろマスコミの取材

攻勢からこ家族を保姪tるのが企業の貴

務では女いだろうか。

全見は,冒頭,会杜側から「ただ今よ

り.金野衛よりですね,皆様方に一言'

お言葉をとい5 ことで,記者会兇を,と

いいますか,はじめさせて項きたいと思,

い佳す。*日はですね,金野は非常に疲

1治安フォーラム」(立花書肩刊)

メキシコ誘拐事件に学ぶ③

れておりネtので,クエスチョン.フン

ド・アンサーといいますが, Q&Aは無

しということで,ひとぅこ理解のほピを

賜ηたく存じます。」との発言で始三り.

約2身半の金野さんのコメントがあり.

次いで,ご子恵.より「事件解決にあた「

て,女の安全を第一にこ尽力下さうた関

係者の方全員に心より御礼申し上げま

す.こうして再び女に全うことができ

て,家族全員非常に専んでおります。本

当にありがとうごさいました。」と1果々

と頭をさげた。通訳を含め,約7分の会

見であうた.ご〒息、のコノントは,約15

秒ではあるが,非常にしウかりとした,

胸を打たれるものであうた。しかし,何

とも駅然としをい全見である。確かに,

金野さんご自身が元気女姿を見せること

には非常に意味があるし,鯉康状態を考

慮して、企野さんご自身が質問に応じを

いというのは理解できる。しかし,この

会見を見る限り,何ゆえにご子恵、を伺席

させたのか,理解に苦しむ対応である。

この誘拐事件は,企業の問題であり,企

業が貴任を持うて対応すべきものでは女

いだろうか。

第二点目は,身代金の支払いにっい

て,金社自らが認めてしま「てぃること

である。金野さんが解放された19日正午

(日本時問20日午前4時)か島,メキシ

板橋
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コリし、カリフォルニア州の検事総長が

記者会見を行い,解放に際Lて身代金

200万ドルを支払0たことを明らかにし

た。そして'伺日午後1時半(日*時問

20日午前5時半)には,サンヨー.ノー

スアメリカ,コーポレーションの井植牡

長が記者会見を行った.報道によ丸ぱ,

この会見で同牡墨は,200万ドルの身代

金について,「直接支払うたのは捜査当

局だと忠うが,出所はもちろん三洋側

だ」と支払いを認める発言を行ってい

る.但し,日本時問午前5時半から行わ

れた大阪の三洋電機本牡での高野三洋電

接牡長と山田対策本都長(三洋電子部品

社長)の会児では,身代金については,

「現地対策本部にすべて一任している」

(高野牡長),作盲認していむいので,コ

メントは控えたい」(山田本部長),Π身

代金の支払いに0いては)他にも影婁す

るのでコメントは差L控えたい」 f高野

牡長)としτ,支払いの事実に0いは明

らかにしてい女い、

身代金の支払い亭実と金額について

は,現地当局がどのように発言L,マス

コミがどう報道しようとも,企業自らが

明巧かにするべきではむい。扮86年の三

井物産マニラ支店長誘拐事件でも,1991

年のコロンビアでの東芝技師誘拐事件で
、、 、

も「数億円の身代金力伎払われたと言h
、、、、

れている」のであη,両企粲とも支払額

や支払い事実については明らかにしてい

女いのである。何故なら,まさに高野キ士

96 コラム企業の安全対策 『治安フォーラム」(立花書肩〒D

長が奇しくもコメントした通り,「他に

も影響する」からである。支払い事実を

認めることは犯罪者に資金を供与Lたこ

とを企業自ら認めることであり,支畆い

金類を朋らかにすることは,ーつの相場

を作ってしまうことにをる。現在のよう

女メディアが発達した時代において社,

このよう女犯卵の経緯は,世界中のテロ

リストや犯罪者が注視しているといって

も過言では左い.類俄の犯罪を誘発する

斐固を作り,日本企業等に対するりスク

を高め,他牡にも影響を与tてしまウた

こと仕否め女い。これに対する杜会的責

任を果たす必要がある、

第三点目は,この杜全的貴任の問題で

ある.三洋電機は9月Ⅱ日付で「海外危

機誓理センター」を股置し.海外危棲管

理体制を整備tることを発表した。これ

は非常にすぱらしいこ七であり,粛早い

対応に敬意を表Lたいが,自杜の体制整

箭を行う前に,行うべきことがあるよう

に思う.それは,少女くともティフフナ

に進出Lている臼果企業に対して,一連

の経緯を説明することである.これが,

少女からず他牡にも影響を与之てし含う

た企業が果たすぺき,最低限の杜全的貴

任であるように忠、う.モ・して,是非とも

三洋電機には,今回の教訓を生かし,海

外安全対策推進のりーダー企業的存在と

女うて頂き,誓及,啓雛を通ヒて牡会的

責任を果たして頂きたいと思う。

〔財公共政策調査会研究室長〕

コラム企業の安全対策④
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メキシコにおける三洋電機米酋現地邦

人子会社社長誘拐事件は,巽が国海外展

開企業にピのような影響を与えたのであ

ろうか.確かに,この事件を契機とし

て,海外安全対策を考え始めた企業や見

直しを行おうとする企業も見られた。

財団法人公共政策胴査会では.この事

メキシコ誘拐事件に学ぶ④

113

日本企棄や日本人駐在員は,現地にお

いて,経済大国日本の象徴的女存在であ

η.目立った存在であるということを改

めて認識する必要があります。そして,

今回の亭件を契機として,ピの企業も狙

われる危険性は常に存在するということ

を認餓し,自牡の問盟として捉え,海外

安全対策,危機管理体制の整備に取η組

む必姿があると考え*オ。まさに,杜員

の安全対策は経営上の重契課鶏でありま

す。そこで,以下の4点を,海外展閏企

業の経営者の皆様方に提言いたします.

1 専門組繊,担当考の設置

企業が海外安全対策や危機管理体制の

整備を行うためには,専任の担当者や担

当部暑の股置が不可欠であり.これが第

一歩であηます。これまでにも専門組織

を設置し,奪任の担当名を置いている企

メキシコにおける邦人社長誘拐事件を契機とした
海外展開企業の社長に向けての緊急提言

件が解決した直後に,海外農闘企業約

700社の社長に向けて繋急提言を行った,

そして,この提言に封LT,企業からさ

まざ字な問い合わせや相談が寄せられ

た。以下,この提言の内容をご紹介す

る.また,次昏は二の提言に対する企或

の反応についτビ紹介する予定である。

,97.2月号より
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鰐発する女ど,企業として大き女杜全的

左貴任を負うもので島りまt.

したが0て,このよう女亭態を発生さ

せ女いことが企業の責務であη,子肪対

策を充分に行うこと力哩まれます.

4 コーポレート・セキュリティの推進

日本企業を取り巻く現境は,急速に変

化しておηます。その大き左一つは,犯

昨のポーダレス化であη告オ。従来は,

国内で起こる犯罪と海外で起こる犯罪と

は,比,立的セノ゛レートでありましたが,

最近でけ,国内で発生する犯罪も,多分

に海外話国の情勢を反映Lてぃますし,

海外で起こる犯罪も日本国内の諾事情が

絡んでおり含す.特に,企業を対叡とし

た犯罪等は,国内の事情と海外の情勢と

が複雑に絡み合うて発生する時代に女う

てきておη.自牡を守るには複雑に絡み

合,国内の状況と海外の状況とを的確に

把握し,総合的に判断Lていくことが必

要であηまt.

そこで,吸が国企棄においても,国

内,国外を問bず企業のあらゆる安全を

確保するための,コーポレート.セキュ

リテ'を真剣に考えることが必要左時代

にを0てきました。そして,海外のテ

ロ.過激派,犯罪起織の動向や治安の状

況から,暴力団や総全屋の状況に至るま

で,企業の安全に係わるあらゆる情殺を

一元的に把握,分折し,企業や牡員を守

るための安全対策を謡ずる必要がありま

t。〔働公共政策胴査会研究室長]

功
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業もありますが,今くの場合,被害の教

訓をもとに設置されておη,一度按害に

遭0た企業で女いと専門組ず'の設匿を行

うことは極めて雛しい状況にあります。

これは,ひとえに安全に対するトップの

意識の問題であります.

しかし,海外安全対策の推進や危拙管

理体制の整備は,被害に遭b女いために

行うのが主たる目的であり,一度被害に

遭0てからでは遅いのが現疾であηま

す。被害に遭った企業は.一度発生Lて

しまうと,いかに対応が大変であるか,

損失が火きいかを経験上学んでいるから

こそ被害に遭う危険性を可能を限り少女

くするために,資金と人材を投入して専

門組織を設けるわけであη富す。

モこで,本亭件を契接として,句'及的

速やかに,本杜に国内外の企業に係る危

-2-

険を総合的に分析・管理し,また閲連企

業を含めたグループ全体の安全対策を総

括的に指導,助言できるよう女コーボ

レート・セキュリティを行う専門組織を

設置し,さらに各支店,現地法人,事業

所,関連企業に正,副2名の安全対策担

当者を指名tることを提言いたします.

2 ポリシーの明確化

企業がB頃から安全対策を推進し,予

防対策を行うためにも,また危機発生時

の対応を行うためにも,安全対策のポリ

シーを明確にしておくことが重要であη

*す。

日頃の安全対策の"りシーにっいて

は,「牡員の安全確保を最優先亭項とす

る」とか,「セルワ・ディフニンスを基

本とする」等を詮定して,この基本指針

に基dいて,杜員全員の安全対策意識の

徹底や高揚を図η,個々の海外安全対策

を真施する必要があηミす.す'女わち,

トゥプ自らが,自杜が日頃から継続的に

安全封策に力を入れ,社員の生命'身体

の安全を第一に考えていることを明随に

示し,この考え方に基グいて実際に安全

対策を箭じて"ることを具体的を形で示

すことが量要であり立す.こうしたこと

から,企業としての安全対策,危機対応

のポリシーを明確化tることを提言いた

します。

3 企業の社会的責任

身代金の支払いは,犯罪老に対して資

金を供与することになり,次左る犯罪を
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12月17日午後 8時(日本時問午前10

時),またしても海外で日本に係わる大

き女事件が発生した.ペルーの日本火使

公邸に反政府ゲリラ組織トゥパック・ア

マルのネストル・セルパをりーダーとす

る武装ゲリラグループが襲撃L,沢皇誕

生ヨを祝う青木大使主催のノ゛ーティ〕に

出席していた宝くの各国大使・外交官,

ペルー政府要人,在留邦人等を人質に,

公邸を占拠した。これは,役らがどん女

主張をしようとも,三ぎれも左いテロ行

為であり,彼らはテロリストである.

この事件は,本稿執筆の現昆予点では解

決してい立いが.明らか女のは「日本」

が狙bhたとい3ことであη,このこと

を牧々日太人は真剣に考える必要があ

る。

好むと好まざるとにかかわらず,ヨ本

人,日*企業,日本政府,日本の拙益が

狙われる時代に左「たということを現実

の問題として認謙する必要がある.海外

における日本のプレゼンス仕,日本人が

考えている以上に高いということであ

る。

今回の事件では,テロリスト達は1年

以上かけてこの襲堆の雄備をしていたそ

うであるが,彼らが日本大使公邸を狙っ

たのは,「ペルー敗府に影響力を持ち,

"テロに弱い国,日本"を
返上するために

r治安フォーラム」(立花書房〒D

しかも"テロに弱い国"、日本」という

意識があうたことは否めないであろう.

ウい最近でも,メキシロでの邦人牡墨誘

拐事件で,「人命尊震第一」のみを掲げ,

但単位の身代金を支払ウてお1),このよ

う女行為がテロリスト遠に'D理的女影考

を与之ていることは充分に寿えられる.

また,この種の亭件が起こると,すぐ

に「モんを援助であ九ぱ,止めればよい」

とか「1散退す北ば良い」という意見がで

るが,そ5 いう問題ではをい。この根底

には,日本人は援助や企業進出にうぃて.

「その国の国民に対して良いことをして

いるのに,経済に貴献しているのに何が

悪いのか」という意敬があるが,これら

に反対する人達がいることを忘れては女

ら女い。モして,政府が援助を行う際に,

或は企宗が海外に事業展朋する際に,援

助や企案迪出を良く思わ立い人達がいる

ということを現俳の問題として捉え.こ

のような事韮が発生する可能性が充分に

あるということを前提にして,ある意味

で党悟Lて,その対築や発生時の対応を

充身に検討,整備Lてから援助や事業展

開を行力女叶れば女らをい.もはやこの

よう女考之方ができ女い企業は,海外に

地出する資格が女いのである.

ところで,この種の事件が発生した場

板橋
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功

合に,牧が国では必ずと言0ていいほど.

「人命就重」か「強行突入」かと二者机

ー(二律背反)のよう立見方をするが,

人質敦出作戦というのは,何も人命を搬

牲にするということではをい.これには

三うの意味があ1).文字通り,人質を救

出するという意味,二う目は敦出作戦の

可能性を選択肢として持つことにより,

相手方の傾歩を促すという意味,モして

最後に二度と同じよう女事態を招か女い

よう,このようなテロ行冷を行0ても無

駄であるということをテロリストに分か

らせるという意味がある。す女わち,将

来危険にさらされるであろう何千人,何

刀人もの人命を守るという童味もあるこ

とを忘れては女ら女い.だからこそ,多

くの先池諸国では,多額の資金をかけて

テロ対策を強化しているのであり,特殊

部蹴の能力を向上させているのである.

人命尊霊というのは,この種の事件では

当たり前のことであり,テロに対して強

い態度で望んでぃる米国や英国でも,決

して人命を軽挽Lているわけではむい。

モこを誤解Lてはいけ左い。

アメリカやイギリスは,何故,テロに

対して強い態度で望んでいるのか。それ

は,まぎれも女く,テロに簾歩すれば際

限立くエスカレート L,句千,何万もの

国民の生命,身体,財産が危険にさらさ

れることに女るということを経験上,理

解Lているからに様かむら女い.

白本は,ダッカのハイジャック亊件を
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叔訓に,対テロ政策を変吏し,累次のサ

ミットで,ノン.コンセリション.ボリ

シー,オ'をわち,いか女るテロにも櫻歩

しむいという辺旨の宣言に署名してきた

が,幸いにもこ九まではこのポリシーが

問われる事件がをか勺た。合回の喜件

は,まさにこのポリシーが間わ九る事件

であり,単に今回の事件を解決すhばそ

九でよいという問題ではない。これから

先の日ホに火きく影響を与える問題であ

る。日本国民の多くは,フジモリ大統領

が簾歩して,人質が全員解放されhぱ,

それでこの問題は鷲わると他人事のよう

に考えているかもしiτ女いが,そ九は大

き立誤りである.ペルー政府がいか女る

村応を決断しても,日本政府の了解を悍

るであろうことからして、日本政府は,

この問題の当亭者から逃れることはでき

女い.これは,毅出作戦を行うときもそ

うであるし,テロリストに楓歩する場合

もモうである.臼本はのど元を過ぎれぱ

tぐに忘れてしまうが,国際社金では

「あのときは,あのとき」では通用 Lを

い.対応次第では,才すます日本が狙わ

れるし,国際牡全からも信用されをくを

る。今回,安易を対応や解快を図れぱ.

今後.最も危険にさらされるのは日本で

あり,日本人であることを肝に銘ずる必

要がある.今回の事件で.「日本は,信

顛を失L、,危険を掘た.」ということに

ならをいことを願うのみである。

〔財公典政策酬査金研究室長〕

コラム企案の安全対筑

ペルーの臼本大使公邸占拠・人質事件

は,「于備的対話」女るものが始ま0た

が,2力月が桂過Lた現時点において

も,未だに解決を再ていない。

この亭件は,明らかに卑劣女テロ行為

であり,即刻,無条件で全人質を解故す

ぺきであη,波らの主張に対する検討

は,人質が全員解放されてからの話しで

ある.

フスコミけこのことを毎日,繰り返し

伝之るべきであると思う。武力を以0て

人問の自由を拘束tるというこのよう女

行榔は, B頃から「人権の尊貫」を主張

している゛スコミが最も非難すぺき行為

女のでは女いのだろうか?今回の事件

で.殆どこのよう女報道を見かけ女いの

が残念である。人権を侵すのは,「推力」

とは限ら女いのである。

本誌が刊行された時点で,この事件が

ピのよう女形で解決しているのか,ある

いは解決Lていをいのか分から女いが、

まず,本稿ではこのことを最初に明記L

ておきたいと思う。

ところで,日本国民や日本企業は,今

回の弔仲にあまりに無関心女ように思之

る.地球の反対側で起きている出来事で

あη,この事件を第三者的に見ている,

t立わち傍観しているように思える.ば

たして,モれでいいのだろうか?今回

の事件は,海外における日本人・日本企

「治安フォーラム』(立花帯肩〒D

"報道の自由"とは何か
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業の今後の安全に大き女影響を与える事

件であη,今回の亭件を解決すnぱそれ

でよいという類のものでは左い.海外に

おける日本人・日本企業の今後の安全を

左右する,享きに分水嶺ともいうぺき事

件であるように思う.

今回の事件と事件に対するこれ志での

日本の対応仟人命尊重」,「平和的解

決」)によ0て,再び,「テロに弱い日

本」を露呈 Lてしまウている。「テロに

屈すること女く」という枕詞を付けたと

しても.少をくとも世界中のテロリスト

の目には.そのよらに映っているはずで

ある.

次にテロリストのターゲットと女るの

は,大使館でも女けれぱ大使公邸でもむ

い,量も狙い易く,世界中に点在する日

本企業である。今回の事件で,臼本人.

日本企業のりスクが高弐ったのは明らか

である.にもかかわらず,未だ人質に取

られている(人質に取られた)企業やモ

の関係者を除く,声くの日本人や日本企

業は,この宰件が大使曇邱で発生してぃ

ることから,ペルーの問題あるいは日本

政府の安全対築や危機管理の問題としか

捉えていないように思う。今回の事件を

他人事と捉え,',明日仕我が身と考え,

速やかに対策を誰ずるぺきである。

次に,マスコミにういて,とηわけテ

レビ朝日系列の記者が公邸内に侵入した

,97.4月号より

板橋 功
事件にういて考えてみたいと思う.彼の

行動にういて,メディフでは,「報道の

自由」や「記者の使命」,1放映するべ

き」,「人質の生命を危険にさらす」,「不

測の事態を招くJ 等の斐否両論が渦准

き,最近ではピちらかというと「報道の

自由」をかさに,肯定的女意見が多くな

ηかけたが,その矢先,公邸内に無線桜

を置いてきた問題が明らかとな勺た。

しかし,マスコミのこの問題に対する

一述の樵論で,ーつ欠けていることがあ

るよう女気がする.それは.ペルーの法

律に本当に違反してい女かったのかとい

う問題である.メデ'アほ,「報道の自

由」を云々する前に,ホ当に現地の法律

に違反してい女いのかどうかを検証L,

報道するぺきである.それとも.マスコ

ミは「報道の自由」のためをら法律を侵

してもよいのであろうか?

もし,公邸内に入ウたのが,サスコミ

では女く,仮に私だ0た月ビうだうたで

あろうか?私もこのよう女間題をテー

マに研究を行っている研究者の端くれで

あη,今後の教訓を得るためにも,公邸

内の様子を自分の目で確認できるもの左

ら確認したいという気持ちはある。も

し,私があのよう女行為を行ウたらビう

だろうか?マスコミは一憲に「暴挙」

と誓き立て,ペルー署察も問還い女く私

を還捕するであろう。でけ,?スコミな

ら許されるのであろうか?

デレピ朝ヨ側は,彼の行動は蜆地の怯

律に触れることは女か弓たとしている

が,である女らぱ,女ぜ駅放後,すぐに

ペルーから出国させたのか?ペルー曹

宗は逮抽も可能だうたのではないだろう

か?一種の司法取引(ペルーに司法取

引の制度があるのかビうか分から女い

が)のようにもみえるが?疑間が醜る

ところである。もし,本当に現地の法律

に違反tるところが無いのなら,テレビ

朝日は,彼がぺルー警察からどのよう左

嫌疑をかけ島れ,どのようを取羽べが行

bれ,法律に違反してい女いことがどの

ように明らかとな「たのか,その経緯を

自ら報道で明らかにtるべきでは女いだ

ろうか?また,他のヤスコミもここの

部身を取材し,報道すぺきである、

確か,大統領による非常亭態宣言が出

され,公邸を舎めたあの地城は当局が定

めた立ち入り禁止区城であるはずであ

る.また,仮にこれに該当 Lをいとして

も,ペルーには住居侵入非は無いのだろ

うか?もし,有るとした島,何故,該

当し女いと判断されたのであろうか?

ペルーは政府軍と反政府軍とが対峠

し,内戦状態にある国でも女けれぱ,無

政府状態にある国でも女い。法治国家で

ある、ペルー腎察は,法に則1),厳正女

捜査を行0たのか,それ"弦律に基・ブく

妥当女判断であ0たのか,外国(日ホ)

の?スコミであるが故に罪を間われ女

かったとしたら,壬れを明らかにtるの

もまたマスコミの役目では女いのだろう

か。「報道の自由」にういての議論は,

これが明らかに左0た後の問題であると

思う。

コラム企宗の安全対築 69
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コラム企業の安全対策m

ペルーの日本大使公邸占拠・人質事件

は,Ⅱ0日が経過した現時点においても,

来だに解快をみてい女い。モこで,改め

てテロ対応のポリシーにういて考tてみ

たい.

壮が国は,テロに対しては,過去のハ

イジやツク事件等において.「人命は地

球よ1〕も重しJ との考え力で対応を行ウ

た経緯があるが,現在では,国際的協仰

の立場から「断固たる態座をも0て望

む」ことを明らかにしている.

19?7年に発生した日本床軍によるダッ

力のハイジ寺ツク亭件等において,身代

金の支主、いや超法規的措置による囚人の

釈放を行うをど,人命尊工の観点からテ

ロリストの要求に屈 Lた経緯がある。

ダッカのハイジャック亊件の翌年7月に

行bhた第4回先進国首脳全識(ポンサ

ミット)では,切めてのテロに関する戸明

である「航空機のハイジャックに関する

声明」が行われ,牧が国においても.この

声明を受け,同年8月には政府のハイジ

やツナ等非人道的暴力防止対策本部が、

「ハイジャック等に対する対応方針」を庄

め,ハイジャック等のテロリズムによる,

犯人の不法女要求に対してほ断固たる態

度をも0て望む決意であることを明確に

t治安フォーラム」(立花書肩〒D

ノプレス・オブリージュ
(高い身分に伴う徳義上の義務)

,97.6月号より

し,テロ対策の方針の耘換を行0た.

先進国首脳会議では,この後も第6回

(ペネチアサミット〕,第7 回(オタワサ

ミット),第10回(ロンドンサミット)

の会議でテロリズムに関する声明や宣言

を行い,第12回の東京サミット以降にお

いては,毎年,テロの要求には屈L女い旨

の声閉や宣言を行「てきており,我が国

右これらの声明や宣言に署名している.

特に,咋年のりヨンサミットにおいて

ほ,「牧々は,これらの悲劇的女出来事

によη,今日のすぺての杜会及び国家に

と「てテロリズムが皿大女挑戦であると

の信念を一層強めた。牧々は.改めて,

その犯人又は勧桜を問わtあらゆる形態

及び主張のテロリズムを無条件に非難す

る.テロリズムは,憎むべき犯罪であ

り,その犯罪者を法の鐵きにかからしめ

る上で免貴又は例外はあ0ては女らな

い.牧々は,努力と決意を結集L,すべ

ての法的手段を用いてテロリズムと闘う

という共通の決意を宣冨tる。」との宣

言文に揺本首相が署名していることを忘

ILては女島ない.

さらに,外交青書において,「テロリ

ズムと日本の立場」という項目を設けて,

国家としてのテロに対tる姿勢を明らか

板橋 功
にしている,平成7年版の外交青帯によ

んぱ,「海外において日本人を人質にと

り政府に不法な要求を突きつけるよう左

事件が発生Lた場合には,政府としては,

事件解決に一義的貴任を有する当載国政

府と協力して,人質の安全救出に最大限

の努力を払うことは当然であるが.向畔

に,国際杜会における法秩序を紅持L,

将来同糧の輩件を抑止するためにも,果

次のサミ・ソトで確認されたとおり,テロ

リストに対しては護歩しないという原則

にの「とり,断固たる態度をも0て対処

する必要がある。」としている.

今回の事件のように,海外で発生する

事件や事故においては,外交関係や政治

的女問題右複雑に絡んでくる。海外に水

業展開している企業は,誘拐帯件等にお

ける身代金の支払や爆破于告等の脅迫女

どにおける強要企の支払,革命税の支払

等の問題も含めて.さ6にこれと「断固

としてテロに胆しむい」という国の宗リ

シー,国際的女会意事項との整合性をピ

う図るかという問題も含めて、テロ対応

ポリシーを真剣に考tる必要がある.

今回の事件を契准とLT.日本の大手

企業の現地(特に,東南アジアや中南米

の)代表者は.自らが現地の政袷{政

橿)と密撫女関係にある(少左・くとも狙

う仙の反政府粗織やテロリストはそう

思0ている)とい5ことを再認識tるぺ

きであると恕、う.例えぱ,大使館の一等

誓記官クラスが一国の大紙領や首相と単

106 コラム企業の安全対策

独で面全したり全食することは殆ど不可

能に近いことであるが.日本の商牡や六

手企宗の代表考であ九ぱ可能女ことであ

ろう.そ札だけ現政梅に近い,すをわち

現地の政抽と密接に聞係する人物と見ら

れても不思帳では左いのである.

また.日本の商杜や火手企業の東南7

ジアや中南米噐国の支店長,1勲11法人の

牡長クラスは,現地の閣僚や資産京の豪

邸がある高級住宅街に,同様に豪邸を梢

tている場合が多い。運転手付きの高穀

車に乗り,メイドを雇い,高1及レストラ

ンで会食をtる。このようなことけ,仕

司工上で{1,安全対策上でも必要である場

合も多く,決Lて非靴するつもりはを

い。硝かに,ヨ本に帰国す九ば,部基.

平取締役で,郊外の侠い住居に住み,電

車で通動し,現地の闇僚や寓系に比ぺれ

ば,資産も少女く,一介のサラリー中ン

に過ぎ女い場合が多い.しかし,少女く

とも硯地では,モのようには見られてい

むいことを常に認誠し女け北ばな右女

い。モして,これからの日本の火平企業

の現地代表者は.高いりスク(経情的を

リスクだけでは女く,生命・身体上のり

スクも含め)と公の炎任を負い,場合に

よ「てはその国に殉ずるぐらいの覚悟が

でき左け北ぱ,その資格が女い時代に

女「たのかもい乢をい。日本企業は,企

業としてこのことを真剣に考之る必要が

ある.

〔剖公共政藁調査会第一研究室長〕

コラム企業の安全対策矧

コラム企業の安全対築

ペルー日本大使公邸占拠事件は,127

日目の4月22日午後3時23分佃本時間

23日午前 5時23牙).ワジモリ大統傾の

英断と直接指揮によηぺルー特殊部蹴約

140名による救出作戦(チキビンデワン

タル作1削が敢行きれ,人質71名が無事

に解放されたが,人質1名が死亡し,救

出部隊員2宅が殉職した。この救出作戦

に#いて,法と秩序,世界の平和を守る

ために貴い携牲と女ったぺルー最高裁

ジニスティ判事,睦軍パレル大佐,ヒ〆

ネス六尉に・Dから哀悼の意を表したい.

e回の事件は'最熱的に72人もの人質

をとり,127日問もの長期間.武力によ

り人問の自由を拘東し,恐怖感を与え続

けるという,著しく人相を侵害し,人道

上からも許され女い,テロリストによる

卑劣左惜むべき犯罪であり,改めてMR

TA (トゥノ゛ツクアヤル革命迎動)によ

るこのような行為を強く非難Lたい。

今回の牧出作戰の成功は,決して奇跡

や偶然て、はない.プジモリ大織領の一貫

したテロに対するポリシーと一国の指導

者・政治宗としての責任を背景とした強

いりーダーシ・りプ,そして惰報機開や

軍・蕃察当局によるインテリジェンスと

これを基にした極めて綿密に計画された

他人事でないぺルー事件

『治安フォーラム』(立花書房〒D

03

作峨と厳しい訓練の成果であると促える

べきである。また,今回の作戦の成功の

裏には,約20名の人質がぺルーの軍,登

察関係者であり,その大部分が長い問テ

口と闇0てきた,いわゆるテロ対策の専

門家であうだことを忘れては女ら女い.

フジモリ火統領仕,事件発生以来一貫

して,国際的むテロ対応の基本である

「テロには屈L女い」というノンコン

セッションポリシーを貫き.全責任をー

人で背負うて英断を下した。今回の事件

で,ペルーは「テロに屈する国ではな

い」ことを世界に示Lた。このことを日

本人は改めて認識しむけれぱ女ら左い。

今回の解決方法に0いて,日*の政治

家が「結果オーライ」的な発言を行って

いるが,それ雌大き女問違いである。幕

件発生以来,本コラムでもたびたび指摘

してきたとおη,1女が国は,1977年9月

に発生したダッカのハイジやツク事件を

契桜として,それまでのテロ対応の方針

を変廻し,以後,現在に至るまで,国際

的協鯛の立場か島「断固たる態度を持う

て臨セ」ことを明らかにしてぃる.

ダッカ事件の責任をとη辞任した福田

法相に代わり,法相に就任した瀬戸山氏

捻就任会見で,「声くの先人が血を流し

,97.7月号より

板橋 功
て確立した立戀法治国家という制度を少

数暴力にようて破壊されることはきわめ

て風大をことであり,塙舎にようては血

を流してもこれを守るという決意を持う

ことが必要であろう」(1977年10月5日

付朝日新聞朝刊よη)とその決意を述ぺ

ている。

さらに,同法相は衆議院法務委員会

で,「怯治国家を維持でき女い方策を断

ヒて繰η返すぺきで女い.やむを得女い

場合には一部の人命が議牲にされること

もあり得る」 Q977年11月2日付朝日新

聞朝刊より)と答弁を行うている。

そして,翌年7月に行われた第4回先

進国首脳全識(ポンサミット)では,初

めてのテロに闘,る声明が女され,この

声明を受け,吸が国においても,同年8

月には政府のハイジャ・ソク等非人道的暴

力防止対策本部が,「ハイジャック等に

対tる封応方針」を定め,ハイジやツク

等のテロリズムに対しては,犯人の不法

女要求に対Lては断固たる態度をも0て

酢む決意であることを明確にし,テ0対

策の方針の転挽を行った。

今回,日ホ人は,この基本的をポリ

シーを忘れてしまうたように舸,う。確か

に,ダッカのハイジャック事件以降は,

幸いにもこのポリシーを問bれる亭件が

発生L女かったため,テロ対策に0いて

の議論が行われず,国民的む合意や理解

が得られてい女か0たのが現実である.

日本人はのビ元を過ぎれぱすぐに忘れて

しまうが,国際牡会では「あのときは,

あのとき」では通用し女い.安易女対応

は,ますまt日本人が狙力れる結果を招

き,国際牡会か島も信用されむく女るこ

とを肝に銘ずる必要がある。今回の事件

で,「日本は,信頼を失い,危険を得

た.」ということに女ら女いことを願い

たい.

また,多くの日本企業や日本人は,◆

回の事件を自らの問距として捉えてい女

いよらに思う。亭f射妾の企業の反応を見

ていると,「今回の京件は,あくまで政

府の危機管理の問題であり,企業の問組

ではをい」,「当牡は中甫米では事業展開

してい女いから」,「今回の亭件を契機と

して安全対策の強化や見直しは考tてい

女い」という企業が多い.

さらに,事件解決直後に日経新聞社が

大手企業を対叡に行0たアンケート加査

仏月24日付日経新聞朝刊)では.身代

金の支払いに関tる設問があり(本稿で

は,あ之て具体的女結果を弛せることは

避けるが)、日本を代表するよう左企築

の多くがこの設問に回答している現実

は,非常にショッキングである.このよ

う女設問に答えるべきでは女いし,結果

を掲敞するべきでは女いと.思う{モの理

由もあtて書かむいので,考tて欲し

い)。まさに,このアンケート調査結果

に, E本企業の危機管理の甘さを感じざ

るを褐ない。

〔財公共政策鯛査会第一研究室長】
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コラム企業の安全対策⑨

4月23日,ペルー日本大使公邸占拠;

人質事件は.ペルー特殊部蹴による敦出

作戟により127日目にして解決した.臼

本人人質は全員無事救出されたものの.

ベルー人人質1名,特殊郁隊員2名が貴

い犠牲となった.

日本人人質全両が無喜であウたことか

ら、事件はいわゆる r結果オーライ」に

終わり,日が経つにつれて国民の煮識か

ら忘れ去られようとしτいるように思わ

れる.しかし.喉元過ぎτ熱さを忘れて

しまうことがあウてはならない.今回の

『治安フォーラム』(立花書肩〒D

ペルー事件に学ぶ
事件は,海外での日*のブレゼンスが日

本人が考えている以上に高く.臼本人,

日本企業がテロに狙われる時代であるこ

とを現実としτ突きつけたものである二

とを厳しく受け止める必要がある.

財団法人公共政策煽査会では,今回の

事件を風化させるこヒなく貴童な敏訓を

くみ七り、今径に生かオことが窒点の使

命であると考え.6月即日に「ペルー日

本大便公邸占拠・人質事件を契融とした

提言」を行ったところである.ここでぞ

の提言の椴要を紹介してみたい.

河本志朗

,97.9月号より

1.テロ対策ポリシーの再確認

~テロリストには譲歩Lない.そ

のためには敢えて犠牲をも覚悟する

ペルー日本大使公邸占拠・人質事件
を契機とした提言

牧が国は,1977年の日本赤軍による

グ.り力事件等において人命尊貢の観点で

対応し,身代金の支払いや囚人の択放を

ピテロに屈した経緯がある。しかし,こ

れを契棲にテロ対処方針を変更し,現在

に重る辛で,法秩序の椎持のため,犯人

の不法女要求に対しては断固たる憇度を

もうて臨むことを方針としてきt:.当

時,ダ・り力事件の貴任をとぅて辞任した

福田法相に代bリ就任した瀬戸山法相

け,国会答野で「法治国家撚齢でき女

い方策を断巴て繰り返すべきでない。や

白を得左い場合に仕一部の人命力髄牲に

さんることもあり得る」と答弁した.翌

年開催されたポンサミットでは,初めて

テロに関tる声明が女され,以後累次の

サミットでテロに関tる声明や宣言が行

われてきた。特に第13回のヴェネツィア

サミットで1●,テロリストに対しいか女

る設歩をも行わ女いとする,いわゆる

ノー・コンセッションの原卸1が初めて明

確にうたわれ,その後この原則が繰り返

L確認されている.牧が国ももちろんこ

れ6の声明や宣言に暑宅してきたところ

である。

今回の事件を契挫として,今こそ国民

的レペルでこのテロ対策飛りシーを再確

認tる必要がある。

2.在外公館讐備の貴任の明確化と警傭

の強化

~在外公館警備強化のための「人

と賓機材」の増強の必要性~

在外公館雪係の最熱的な責任が在外公

館の長にあることをあらためて再確認す

るとともに,在外公館の長は公館警備の

重要性を再認諏し,必襄女警備措孟が櫛

じられるよ弓,的確女指揮をする必要が

ある。また,袷安関係清報の収集及び分

析能力を宥する警備の専門要員を在外公

館に増強配置することや,在外公館にお

ける警備や緊急時の通信速谿等に必要女

各種の高性能寳機材をさ島に整備充実さ

せることも極めて重要である.

1.企業における海外安全対策

~今こそ安全対策担当専門組織の

設置を~

事くの日本企業は,◆回の事件を「ペ

ルーの国内問題」,「在外曇館の警備の問

題」,「政府の危機管理の問題」と考え,

自らの問甑としてとらtることをく,事

件から何らの激訓もくみ取うていをいよ

うに思われる。「今回の事件を契機とし

て安全対策の強化や見直しは考えていむ

い」とする企業闘係名の声も報道され

た.しかし,席、回,日*の大使会邸が占

拠され,声くの日本人企業関係老が最後

弐で人質として捕らわれたのほ,テロリ

ストにとってまさに「日本」モしてE本

人が惰好の標的であるとして狙われたか

らである.

今回の事件では,フジモリ火統領の快

断と指揮に基ーブく武力解決が,極めて鮮

」06 コラム企業の安全対策

コラム企業の安全対制の

明女印象を全世界に与えたことから,結

果として,牧が国がテロに対する対決姿

勢を強くアビールでき女か0たことは否

め女い.だとすれば,今後最も狙bれる

のは世界中に点在する日本企業であり,

今回の事件が彬外における日本人・日ホ

企業の今後の安全に大きな影響を与える

事件であるということを詔識する必要が

ある。

4.ノープレス、寸プリージニ

~危桜に際Lτは,国家社会に殉

ずる覚悟を~

日本の大企業の海外拠点の責任者は,

現地政府との閥係も密按であることが声

く,現地での生活程度も高い。日*では

さほどのステータスがむくとも'現地で

はエスタプリッシニメントの一員と見ら

れていることを忘れてはいけ立い。

悔外での事件事故の対応にあたうて

は.国の外交的あるいは政治的女問題が、

複雑に籍むこともある.海外展開企業

は,断固としてテロに屈し女いとする政

府のテロ対策ボリシーとの整合性をも沓

庄に入れた,企業としての基本的むポリ

シーを考えておく必要がある.

日本を代最tる企業の現地責任者け,

高いりスク(経済的のみ女らず生命・身

体上のりスクも含め)と公の責任を負う

ており,テロリストの不法女要求いかん

によ0ては国に殉ずるく島いの覚悟がを

くてはモの寳格が女い時代にを0たとい

える。日本企業は,今こそこのことを真

剣に労tる必要がある。

[財公共政策鯛査会第=研究室長]

コラム企業の安全対策

企業が海外安全対策を推悲してぃく上

で,ペテランの駐在員や拠点の責任者,

測也サイドにいかに理解Lてもらうかが

大き女課題である。これまでにも,本社

の担当者からこのよう女相談を受けたこ

とがしぱしばある.何故左ら,誘拐をピ

の大き左事件に巻き込まれるのは,初め

て海外赴任する駐在員よりも,訂Lろぺ

テランの駐在員や拠点の麦任者だからで

あり,彼らに意識してもらう必要がある

からである。安全対策は.時としてモの

人の行動を制限Lたり,不便を強いるこ

とにをる。ゆえに,支店長等の酔部は,

できるだけ避けたいと毎える場合が多

い。しかし.その地位にある老が,安全

碓保のために行動を制限されたり,不便

が生巴たηすることは,海外においては

ごく当然のことである。もし,誘拐をど

の粧害にあえぱ,その損失(あらゆる意

味での)は莫火立ものとむるからであ

る.

ところで,先般,束南フジアのある国

の邦人団体佃本人会,日本人商工会識

所)の幹部と邦人や企業の安全対策につ

いて議論tる接会があうた。これらの幹

部の殆どは,日本を代表するよう女企業

の支店長や現地法人の牡是クラスの方訂

である。

r治安フォーラム』(立花書房駒D

現地と本社との連携
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これらの方々と議論していて,改めて

感じたことがある.それは,在外経験や

当該国での駐在経験の永い方々,とηわ

け支店長や現地法人の杜長クラスの方々

には,「ここの情勢仕,本杜より我々の

方がよく知0ている」,「この国のこと

雌,自分が一番よく理解Lてぃる」等の

意識が強いということである.また,安

全対策に0いて間Dを持ウてはいるもの

の,「現地が一番よく・分か0てぃるのだ

から.安全対策も現地でしっかηとや0

ているか島大丈夫だ」という意見が多

かウた.ゆ之に,本杜から現地の袷安情

勢や安全対策についてあれこれと言われ

ると,「何も知らない*杜が祠を言0て

いるのか」ということに女るのも当然で

ある.しかし,安全対策といラのは,現

地でゃっていればモれで良いというもの

ではをい。現地と本牡とが迎携Lて推進

することが必要女のである.その重要性

が理解されてい女いように思、う。

これは,日水の本杜サイドに火き女偵

因があると私は考えている。本杜サイド

古また,「現地の倩勢は,現地が一番よ

く分か0ているので,安全対策は.現地

に任せたほうがよい」と考之,現地任せ

にしている企業が宝く.日頃から本社で

真剣に取η組んでい女い場合が宰い.ゆ

板橋

,97.10月号より

功

えに,大き女事件が発生したη,政情が

不安定に女ったときに,あわてて現地に

対して,「安全対策は六丈夫か?」,「く

れぐれも注意,るように」等の何ら具体

性の無い指示が行われる.また,事前に

注意を行0ている場合で{1,「安全対策

を考えるように」とか,「通動経路や通

勤時問を頻繁に変えるように」とかがせ

いぜいである場合が多い.現地にしてみ

れぱ,「交通渋淋や一方通行の彦いここ

で,どのように通動経路や時問を変える

のか?」ということに立る.これでは,

現地に対して説褐力も左いし,τ見1也か島

信頼されをいのも当然である。

これは,むによりも本社に専任の担当

者や導門家がい女いことが原困である。

本杜が日頃から情報の収集や分析を行0

ておらず,安全対策に関する知識不足だ

からである.

安全対策は,現地だけでできるもので

はないと私は考之ている。何故左ら,支

店長や駐在員は,安全対築や袷安情勢を

収集するために卿也に赴任しているので

は立い.ピジネスのために行0ているの

である。ゆえに,現地の治安が良くなう

た1),τ見1也でのE常生活に慣れたリ Lて

くると,緊張感力噛れたη,安全に対t

る配雌が欠けた1),油断が出てくるのは

当然のことである。そこで,これを補う

のが本社の役割であると考之る。

もちろん,現地でしか分からむいこと

もたくさんあるのは当然であるが,現地

て,は分からむいことや見え女いこともた

-5-

くさんある。白しろ近憐諸国や京京だか

●こそ,情報が入る場合力多いので南

る。モこで,本牡に専任の担当者や専門

寂を置いて.日頃から様々女ルートから

情報の収集を行い,自牡の状況を考慮

L,客観的女分析を行う必要があるので

ある.

そして,何か兆候がある場合には,日

頃の情報薯楙や分折を基に,最新の情

報・分析を行い,具体的女注意亭項や対

処要領を作成し,現地に提示することが

必要左のである。このよう女ことは,兼

任の担当者が片手問にできることでは女

いし,きわめて専門的む知識やセンスを

要求されることである.

内乱,騒擾,クーデターや戦争等の緊

急事態が発生したときには特に顕著と左

る。このよう女場合,現地では報道管制

が敷かれたη,通信が途絶之てしまう

ケースが多く,意外と日本や近隣諸国の

方が情穀が声かったη,早かうたりす

る。

ゆtに,このような場合,本杜が情報

収集や情報築約を行い,現地に送ること

が必要である。現地の状況は,現地がー

番よく分か0ていると考えるのは,問違

いであη,日本で報道されていることで

も,現地では報道されていない場令が血

い。このようなときには,まさに本社の

役割が重要と左る。過去のケースでも,

第一報を日本からの連籍で知うた例が少

なく女いのである.

[軸公共政策翻査会第一研究室長]
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コラム 企業の安全対策側

8月28B午前, f錢高組マニラ幕務所
墨高寺田政由さんが記日に誘拐きれ,26
日に無事に解放されていた」とのニュー

スが流れた。「やはη,フィリピンで起
こったか」,これがニュースを聞いたと
きの私の第一印叡である。当財団では,
つい 1力月前の7月詑日に,フニラで現
地拠点の責任者や駐在員を対鳳に,誘甥
対策を含めた安全対策七ミナー「海外安
全対策会嫉(本号71頁毒照)」を朋催 L

たぱかりであうた.マニラでの開催は2
回目と女るが,あえて,最近安全に女。

てきたと含われている,ニラで再び開佐
することにしたのである。

ワイリピンの拾安は,ラモス大統領就

任以来,著しく改善Lてお1),出張する

たび毎に良くを0ていることが実感でき

る.街は明るく女り,数年前辻では恒常

的に起こっていた停電も殆どみられ女く

女0たし,車も新しく立0た.1制1日本

人商工会議所に加闘Lている日系企業数
も,3年前には約220牡'1ピであ。たが,
現在では釣40併土と,急速に増加Lてぃ

る。駐在員の方々に治安について尋ねる

と,異口同音に「かうての7'りビンと

は違う」という声が返うてくる、体感治

安が良く左るにう北て,かっての緊張感

や安全に対tる意歳が薄れ0つぁり.安

全対策が後退 Lていくように感じられ

た.このよう女ときに大き女事件という

「治安フォーラム』(立花書房刊)

狙われる海外邦人

のは起こるものであη,安全対策におい

て,安・D感や抽断こモが六敵である。

フィリビンがとりたてて世界中のどの国

よりも胎安が悪いというわけでは女い

が.何が起こウても,とりわけ誘拐事件
がいつ起こっても不思犠では左い感じが
する国である。

確かに,かってクーデターを起こして

いたRAM (国軍改革運動)等の国軍反

乱派とは,和平が成立し, RAMのりー

ダーであ0たホナサン元大佐は,現在で

は上院様員と左うてぃる。また,三井物

産若王子支店長誘拐事件やオイスカの水
野亭務所長誘拐事件等を起こしたとされ

る,新人民軍(NPA)の勢力も大幅に減

少し,壊滅壮態にある。さらに,イスラム

反政府集団であ0たモロ・民族解放戦線

(MNIF)ほ,政府と和平協定を捧結し,
ゲリラ活動に熱止符を打「た。しかL女

が6.モロ・イスラム解放戦線(MILF)

やアブ・サヤフグループ仏SG"ネ,依

然,ゲリラ活動を続けている.また,誹
拐事件も依然として頻発しており,今年
の 1月から3月の身代金の支払総類が,

昨年1年間の総額に近dいてぃるとし

て,5月には,ラモス大統領が国軍に対

して.誘拐事件を撲滅するよう命令を出

しτいる。ま 1::,岳近,フィリピン国家
警察は今年1月から59件の誘拐亭件が発

生し.94人が人質にをウたと発表Lた.

板橋

,97,11月号より

功
さて,今回の錘高組事務所長誘拐亭件

の経緯ほ,8月22B夕方にマニラ近郊の

ダム改修工事現場から帰宅する途中,高

速道跨の入η口で車力し゛ンクし,その修

理中に,武装グループにフィリピン人の

運転手と共に誘拐されたものである.そ

して,犯人側との交渉の末,26Bに運転

手とともに無事解放された。この畢件が

明らかと女うたのは.28日午前である。

現時点では,ネだ犯人グループが逮姉さ

れていをいことから,背景等は明らかで

はないが,今回の事件の対応について,

い(つか教訓とをる点があると思われる

ので,整理しておくことにする.まず,

第1点目は,何と言うても,事件解決ま

て保秘が保たれたということである。こ

れによウて.当亭者側は,マスコミ対応

に追bれることも女く,また便乗犯が出

現することも無く,犯人との交渉に集中

できたことである。これは,当事者がい

くら努力 Lても難しい面もあるが、保科

に対する闘係者の努力があ.たことが伺

える。第2点目は,発生直後から適宜適

切女ところに.連籍が入「たことを伺わ

せることである.*杜,大使館,フィリ

ピン国家警察,コンサルタント等の適切

立闘係者に.適切立タイミングで連絡が

入ウむと思われる.これが.保郡を保つ

ことにも繋が0たものと思われる。第3

点目仕,続高組が組織的に対応Lている

点である.意志決定のできる適切女責任

者を,早期に大版本社から現地に派造

L,陣頭指揮を取うている点。また.解

決後の?スコミ対応を現地では女く.大

阪の本牡で一元化Lている点などであ

10含 企業の安全封策コラム

る。第4点目1含,身代金に閥しては,マ

スコミ報道でいろいろと出てほいるもの

の,企業として,一切認めていをいこ

と。第5点目は,大使館やワイリピン政

府,同国家啓察が極めて適切な対応を

東0たこと.

これ巧が,今回の亭件から学ぷぺき教

訓であると恩、われるが,どのケ】スでも

このよ5 女対応ができるわけでは女い.

もちろん.ケース・バイ,ケースであ

η,いくつかの環境や条件が整う必要も

ある。しかし,対応し易い条件や環境を

整之,卸1η出すことも当事老たる企業の

勢力である.モのために{1,事前からこ

のよう女ケースを恕定して,企業として

半備をしておくことが癒要である。

ところで,最近.非常にC、配女ことが

ーつある.タイのパプル経済崩孃で始

ま0た京南アジアの逓貨危桜である.京

南アジアに展朋している企業や駐左員の

方々は,拠点の?ネージメント而で火変

であろう。しかし,もうーつの側而も考

えておく必要がある。それは,綬済が悪

化すれぱ,政情が不安定にむうたり.犯

罪が増加し,治安が悪化する可能性があ

るとい5 ことである。また日本企棄とし

て,特に,労使闘係には注意を払う必要

がある。労使関係の悪化は,労勵争議を

招いたη(場合によ「ては騒擾に発展す

る可能性もある),レイオワ等が犯罪を

誘発する可能性もある.企業の安全対策

担当老は,少をくともこのよ5を視点か

ら通貨危機を捉t,自杜への彫響を考え

る必要がある。

[財公共政策調査会第一研究室長】
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オルプライト米国国務長官は,10月8

日の記老会見で,咋年4月に制定された

テロ対策及び効果的死刑法(ANT11旧R、

RONSM AND EFFECT1νEDEATH

PENALTY ACT 1996;以下「テロ対

策法」という)に基グき,世界各国の30

の組織(下記毒照)を「テロ組織」とし

て指定Lた。この中には,「オウム真理

教」,「日本床軍」,「ツウパック・アマル

革命運動【MRTA}」が含まれている。

テロ対策法では,こ九らの゛皿註に対し

て寳金,武将,隠れ家等の物的左支援や

re50urce を提供した者は,刑事犯罪と

して罰せられる。また,これ島の組織の

代表者やメンパーは,米国へのビザの取

捍は拒否され,退去の対叡とむる。さら

に,金融機関は,これらの組織や組織の

代理人の口座の報告及び凍結が蛙務ヴけ

られている。

オウム真理教の指定に0いて,米国務

吉の担当者は,「サリンによるテロは,

何百万人もの犠牲宅を生み出す危険性が

あη,米国民と米国の安全保障に脅威と

女る」('97.10.9付読売新聞夕刊より)

と述べている.オウム真理教は,それミ

では,世界中のテロリスト達でtら使わ

女かった r化学兵署」と「生物兵器」を

テロ行為にはじめて実陳に使用した組織

『治安フォーラム」(立花書肩〒D

世界30のテロ組織
^アメリカが指定,オウム真理教も^
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'97.12月号より

であη,まさにパンドラの箱を開けた組

織である。他のテロ'且織が,いつこのよ

う立「化学兵署」や「生物兵器」,ひい

ては「放射性物質兵譽」を用いたテロを

起こしてもおかしく女い状況をうくりだ

してしまったのがオウム真理教である.

モういう意味で,日本は,世界のテロ対

策に対して大きを責任を負うてぃるもの

と考えられる。

日本人の多くは,一退のオウム事件は

一時的を(例外的女)犯罪であη,日本

国内では再ぴあのよう女事件は,起こら

をいと安心Lている感がある。

しかしながら,米国では今年の5月に

も,ワシントンDCで毒ガステロ対築の

訓練を実施している。この訓純は.様会

前で神経性の毒ガスが撮かh,約150人

の海兵蹴対生物兵将特珠部隊力徴助に取

けうけるという想定で行われた.海兵蹴

でほ,約1.000万ドル{約12億7,000万円}

をかけ,この特殊部欧を創設したそうで

ある。

米国て"1止, C B R (chemical, BI0.

10宮iC三】, Radioi50tope)兵譽を用いたテ

口の研究を1960年代から盛んに行0ては

いたが,オウム事件以降は,米国でぃつ

起こうても不思隣でほ女いとらい前提で

苛々とテロ対策を進めているのである.

功

この係稿を執華している最中にも,ス

リランカのコロンポで「タミル・イーラ

ム解.放の虎」によるものと見右れる爆破

亭件が発生L, J ICAやNTTの牡員

むビ?名の日本人が負傷している.幸い

にも,これらの日本人は軽傷であ勺た

が,この事件で少女くとも15人が死亡

し,100人以上が負傷している。この

「タミル,イーラム解放の虎」も,今回

指定されたテロ組織のーうである,

このように,いつ,ピこで日本人がこ

れらのテロ組畿によるテロ行蜘に巻き込

まれても不思朧では女いのが現状であ

る。

しかL女が島,日本人や日本企業は,

国際テロに対して,あまηにも無関・D過

ぎるように思、う.これだけ日本人のグ

ローパル化が進んだ現在において,これ

らの組織が直接的に日本人や日本企業を

ターゲットに L女いまでも,これ島のテ

口組織のテロ行場に煤き込まれる危険は

十分に考えられることである.

[財公共政策鯛査会第一研究室長]

フ〆り力国務省が指定Lたテロ組識は下記

の通ηである.

1〕アプニダル派(ANO):りピア

2)フプ・サヤフ・グループ(ASG):ワイリ

ピン

3)武装イスラム集団(GIA):アルリェリア

4)オウム真理教(Aum):日本

5)パスク担国と自由(訂A):スペイン

6)パレスチサ解放民主戦線ΦFLP):シ

リT

フ)ハ0ス(1Slamic Resistance Move

m帥0:イスラエル

8)ハラカット,ウル・アンサル【HUA):

パキスタン

9)ヒズ水ラ(paTty of God):レパノン

10)イスラム集団Ⅱ31amjc Group.1G}:エ

ジプト

11)日本赤軍 URA):レパノン

12)ジハード団(且1-jihad】:エジプト

13)カハ fKaC吋:イスラエル

14)カハネ・ハイ(Kahanechai):イスラエ

ル

15)クメール・ルージュ:カンポデイア

16)クルド労勧岩党 fpKK):トルコ

17)タミル.イーラム解敗の虎(LT丁E):ス

リランカ

18)゛ヌエル・ロドリゲス受国戦綵

(FPMR/D):チリ

19)ムジャヒデ'ン・ハノレク・オーガニゼー

ション〔MEK.MKO):イラク

20)国家解敏軍促LN):コロンピア

21)ノ゛レスチナ.イスラミリク・ジハード

(PU):イスラエル

22)パレスチナ解敏戰凱(PLF):イラク

23)パレスチナ解放人民職線(PFLP):シ

リア

24)パレスチナ解故人民戰凱・総司令部派

(PFLP・CC〕:シリ丁

25)ゴロンピア1事命政装軍(FARC):コロ

ンピナ

26) 11月17日組掘 0? Nowmbeo :ギリ

;ノキ

27)革命人民解放党ノ戰線ΦHKP/C):ト

」レコ

2剖革命的人民肌争促LA):ギリシや

29)センデロ.ルミノソ(SL):ベルー

30)トゥパック・フサル革命運動

(MRTA):・tルー

藁図名は,主を拠点や恬動地域。

コラム企業の安金対筑
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コラム企業の安全対策冊

総会厘に剰益供与をしたとして,日本
を代表する亨くの火企業に按査のメスが

入0た.こ北までに明らかにむ。た〕連
の礁件は,日本の経済界のみをらず,牡

金全体を揺るがす大き女問関と左うてぃ

る。政府1ユⅡ月6日,首相官邸に経済.

業界団体の代峩を呼び,村卸官房長官が

企業と総会厘の絶緑を要繭した.席上,
官房長官は「このまま総会農との間係を

統けれぱ,日本の経済界全体に対する国

際的を信用が崩壊しかね女い」との懸念

を示した。上杉国家公去委員長ほレ橡会

屋との絶緑に取り組む企業に警察が可能
な限り支援,る.との考えを示した.こ

れに対して,業界団体側は絶緑に向けた

姿勢を示Lたものの.「総会属への罰則

が甘すぎる」「役員らの家族への曹備体
制をどうするかという問題もある」女ど
の指摘もあ0たとい5。

企業側にしてみれぱ,総全屋との絶緑

はもちろんしたいが,住友銀行支店墨射
段事件女どの,いわゆる企業テロといb

れる事件が未解決であることや,すぺて

の企業関係者を警察が曹戒することは困

鮭であることを考えると,総会墨に妥協

tる誹惑にかられるという経営者もいる

という。「部下に,「殺されてもいぃから

総全属を無祝しろ」とは言え女い」随
分や家族を危険女目に遭わせてまで立ち

「治安フォーラム」(立花書房刊)

トップの使命

向かう人は誠多にい左い」をどの企業間
係考の声も報道された,総会厘からいや
がらせを受けたり,会社に恕鳴り込まれ

たり,無言電話がかかるなピ,恐怖を感

じた経験を持っ聞係名もあるという.

本気で糖緑しようとする企業に対し

て,その決意を喪tために,総会屋が脅

迫的を舌辞を含め,何らかの圧力をかけ

てくることは十分予恕されることであ
る.これに対Lて,誓展が企業の側に立

ち,全力を拳1十て警戒、取絹りに当たら

女ければをら女いのはもちろんであう

て,警察には'旦織を挙げて取り組んでも
らいたい.

しかしながら,最も重要女ことは,こ

れ三でに何座も繰り返L指摘されてぃる

ように,本気で総会属と手を切るとい

う.企業の,モれもトップの妾勢であろ
つ0 この問題を,単女る総務部門におけ

る総全屋対策業務といったレペルで考え

るのでほ女く,企業の存立に関わる 1危

機」として対処すぺき問題と捉之,全社

的に取η組むぺきであり,まさにトソプ

の決断が求められているのである.総会

が長引いても揃わ左い,多少のスキャン

ダルが表沙汰に女0ても榧わ女いから総
会崖とほ断固として絶繰tる.モうする

ことによウて干想される危険に対して

は.あらゆる手だてを講じて役員や担当

河本志朗

1月号より'98

者あるいほそ九らの家族を守る。そうす

ることが総会屋から企業を守る唯一の方

法である。トップがそうした扶断忘し,

内外に宣言L左い限り,組織の一員とし

て,上司の意に添うて仕都をせざるを得

女い総務担当者が殺然として立ち向かう

ことを知待tることは靴しいのでは立い

か。逮捕さんた総務担当者は,組織のた

めにや0たことで罪に問われたのであ

る。

昭和卸年の改正商法施行後,多くの企

業は総全厘との繰を切0たと言われ,翌

年の4,5月の総会では, Tラソン総会

に耐之た企業も少むからずあうた。しか

し,総会屋の声くは廃業Lたわけでは女

<,いずれ1ユ息、を吹き返tべくモの時朔

を虎視胱々と狙0ていた.その年6月の

総会の多くはスムーズに祭了したが,当

時の総会屋の粋部は新聞牡の取材に対

し,「スムーズに於わ0た総全には2粧

類ある。ひとぅは,我々が攻めても意味

がをいと判断Lた企業.もうひとつは,

贅助窓口を再閑するという意味では女い

が,広い意眛で我々に対する姿勢が今後

綬むと見られる企業だ。プロ株主(総会

歴)として生きていける自信は崩れてい

ない」と答之ている。うミリ,妓らは,

い「たんは1僻乗した企粲もいずれは働争

可能と確信し,それがどの企業であるか

を見分けようと再び企業に対する揺さぷ

ηを開始しているのだ。 E Lて,昭和59

年には初の利益供与罪を適用した事件が

芽机庁によ0て検拳さ北,その後毎年の

ーフー
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ように多くの企業が検挙さ九てきた.

昭和5?年の改正商法施行の際,企業が

本気で樹0する気さえあれば,瓣象は可

能だったのでは女いか.二度と総会屋と

は0き合わ女いという姿勢をトップが明

らかにし,総会屋からの剖きかけに対し

て総務部任せにせず,企業の危機管理と

位置dけて,毅然として全牡的に取り組

んでいれぱそれができたのでは女いか。

今回の一連の牢件は, E本の企業に

とウて最後のチ〒ンスといえよう。日ホ

版ピッグパン(金融火改革)に叡徴される

ように,今後,日ホ企業は国際基準の中

で.ますます苛烈女競争の荒波にさらさ

れることに女ろう.その中で,総全属と

の関係を続けていく企業がはたして生き

観うていけるのか。日本の企業壮全の倫

理が必ずし{1世界で通用し女いことは,

19怖年に発覚した,大乎都市銀行ニュー

ヨーク支店による米国債不正取引亭件て

明らかに女ウたはずである。その教訓は

何ら生かされてい左いのだろうか。

操り返すが,4・,必要左のは企業の

トップの姿勢である。自らが,断固とし

て闘ラという毅然とした姿勢を示すこと

が何より求められている.組織のために

倒"寸こ;旦当者を犯罪者にしてしまう悲劇

を繰り返してはいけない.それがいかに

大変む覚悟を必要としようとも,企業活

動を通ヒて国家に貫献するという重い責

任を担0た,人の上に立ち,尊敬に値す

べき地位にある者の使命であろう.

[財公共政策畑査会第二研究室長】

ロラム企業の安全対築

コラム企業の安全対策⑭

コラム企業の安全対策

誘拐事件の被害者にお会いして

1997年8月,ワ'りピンで墾高組の事

務所長が誘拐され.4日後に無亭に解放

されるという事件があった.この事件

は,現地邦字紙で社詳細に報じられてい

るが,筆者は11月にその誘拐現場や事務

所長が貴任者を務めていた湿概ダムエ亭

現場を視察する機全を掲た。そして,た

またま引継のためにフィリピンに一時的

に戻ウていた被害者の方ともお全いし,

話をお伺いすることができた。

誘拐現塲は,著老が想像していた人気

が少左く,稱皓く雑草の生い茂る,高速

道路の入η口近くに一軒だけぽつんとあ

るガソリンスタンドの前というイメージ

とは全くかけ畦れたものであη,現場を

見て非常に幣いた。道路は渋淋が激L

く,沿道に仕商店が建ち並び,括気のあ

る場所であウた。「何故,こん女ところ

で」というのが現場を見た第一印叡であ

る。事件当日も,車の往来は激しく,亭

務所長と運転手を抽致した犯人達は,ガ

ソリンスタンドの削から道路に出る際

に.自ら交通整理含でして逃走した壬う

である.

1 竝致された時の状況

マニラ郊外の壊概ダムエ事事務所から

の帰路,マニラ市内へ向か3高速道路の

インター・チェンジ手前約200/ートル

『治安フォーラム1(立花書房〒D
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のところで,突然,型の右後帖カレ゛ンク

した.数十〆ートル先に,ガソリンスタ

ンドが見えたので,運転手はこのガソリ

ンスタンドの横に車を停車させ(スタン

ドの中には入ってい女い),パンクの修

理を行った.修理後,運転手がスタンド

裏の水道に手を洗いに行ウた。戻0てき

た運転手は,後ろ手錠で両脇を2人の躬

に抱えられていたので,「何で運転手は

筈察に逮抽されたのか」と恩.ラたそ5 で

ある.

その直後,別の2人の躬が現れ,事務

所長も両脇を挟含れた。けん銃を突きつ

けられて,後ろ手説と目開.しをされ,パ

ンクを直Lたぱかηの自身の車に押L込

められた.この時に初めて「誘拐だ」と

認識したとのことである。モして,4 人

粗の犯人もその中に乗り込み,迦転手と

共に竝致されたのである。

1兆 候

誘拐事件の場合,犯人グループは事前

にいろいろな梱査活動を行うケースが声

い。今回の事件で古モの兆候はあうたと

いう.事件の 1力阿ぐらい前に,事瑞所

長の行動子定を問い合わせる不審な電話

がかかうてきたそうである、

不安に感じた事務所長ほ,しぱらくは

2台の車で行動する女どの注意はしてい

,98.2月号より

板橋 功
たということである.しかしむがら,夏

休みや,他の地方のプロジェクト,サイ

トの視察女どが藷き,不蕃電話のことを

いつの間にか忘れて Lネ0ていた.

ち上「と油断Lたそのすきに今回の亭件

が起こ0たとのことである。

コ監業の状況

5日問にわたる監禁の間中'食半や唾

眠の時も,目隠Lと手錠(後に前手錠に

は立0たが)をされたままで.特に手錠

が一番つらかったそうである。食事は,

コーヒー,クラッカー,ワライドチキ

ン.スノ゛ゲティ,焼きそぱ,カ・りプヌー

ドル(1単也製)等が出され,サンドイッ

チも出されたが,体調を崩すといけない

ので,生ものは避けたとのことである。

また,スプーンやホークもあてがわれ

たが,目明.しと手蛇をされてお1),実際

には使うことが出来オ',手ーブかみで食べ

たそうである。

A 狙われた要因

奉務所長が狙われた要因として、ご水

人は次の2点を指摘Lている.

1)錢高組は,ワイリピンでの事業の

歴史が長く,日本の大手ゼネコンの中

でも, T建設, K組と共に「先乗η3

牡」と呼ぱれ、外寳系ゼネコンの火手

企業というイメージが定瑞Lていたこ

と。

2)紫高組では,ルソン島北部で8年

にわたηODA関速のプロジェクトを

手がけておη,事務所長はその貴任考

として当初から担当してきた。プロ

ジェクトの地郁禁や起工式,完成時む

どの行事は,地元紙女どに写真入りで

紹介されたη,時には大統領と握手し

てぃる写真が掲載されるなピ,露出度

も高く.内本のゼネコンの顔」と見

ら九てぃた側面もあη,目立った存在

であったこと.

マニラで,複数の日本企業開係考にも

お会いし,この事件とモの後の対応につ

いて伺った.この種の亭件が起こ0た後

に,必ず出るのが,「あの人に問組が

あウた」,「あの会杜特有の問題があ「

た」というた類の意見である.今回の事

件でも.「礁務所長さん白身に特有の問

題があうたようでtね」とか,「錢高組

さんに特有の問超があ勺たようですね」

との声が出ていた。酪いたことに,これ

が邦人壮会におけるこの事件に対する六

方の見方だそうである。

ホ亭件の犯人はまだ捕まうておらず,

庫因や背景が明らかでは女いので,もち

ろんこのようを側面を完全に否定するこ

とは出来むいかも知れ左い。しかし.誘

拐の粧害にあ巾た原因をその人やモの企

業特有の問阻として片グけてしまうの

は,「自分だけは大丈夫」,「乳が杜だけ

は大北夫」と不安から逃げたい,安島ぎ

を得たいというー、Dからに他女ら女いの

ではむいか.

●後の安全対策のためにと,'快くイン

タピューに応じて頂いた被害者の方に心

よη感謝いたします。

[圃公共政筑糊査会第一研究室長]

コラム企業の安全対策 10才
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昨年のU月に当財団の山田理事長と共

にぺルーのりマを訪問した.りマ市内

は,思ウたよη平穏であ0た.事件発生

から約10力月,解決から約6力月が綬過

L,日本大使公邸では建物が蹴り壊き

h,整地作業が行われていた。入り口の

守衛室や塀に残された蚊弾の跡だけが当

時を生々しく恕、い起こさせた。

12月17日の事件発生以来,年末年始も

含めて 4 力月以上にわたη,殆ど自宅に

帰ることも女く.オフィスで地球の裏側

の動向をテレピの画面を通して注視L続

けた毎日であっただけに,この場所を自

分の目で見た時は,感慨深いものがあう

^■

私が梅外安全対策やテロ問題等の研究

をほじめて約12年が経過したが,この間

に湾岸危機・峨争をはじめ,数々の邦人

ピジネスマンの誘拐喜件や騒提,クーデ

ター等々の印象深い事件があ0た。火き

女亭件が起こるたびに,オフィスに泊η

込み,動向を注視し,自分左りの分析を

試みてきた。これがこの問題を研究する

研究者にとっての貴務であると考之るか

らである.

このようを研究を行うてきた私にとぅ

ては,在ぺルー日本大使公邸占拠・人質

「治安フォーラム」(立花書房〒D

ペルーを訪問して

串件は,とηわけ大き立事件である。甸

故左ら,明らかに外国テロ組織が「日

本」をターゲットにしたテロ事件である

と考之るからである.ゆえに,研究者と

して,この事件だけは,畔間をかけても

きウちηと整理,分析しておかをけれぱ

女ら左いと考之てぃる.

今回,リTを訪問し,最後まで人貴とな

つていた邦人の方々数人ともお全いし.

貴重を話をお伺いすることができだ.

そこで,この時に印獄に残うたことを

いくうか細介してみたいと足.5。

Ⅱ)テロリストについて

16歳の少女を含む若いテロリスト達に

0いて,日*では事件の最中も,また解

決後も多くのフスコミが,5,000ドルで

テンボラリーに雇われてぃた若者達であ

るとして,同惰的女報道が声かうた。こ

れに0いての感想を伺ったところ,1そ

れほ誤りであり,彼らも訓練を受け,意

識をしっかηと持った,肝の据わったテ

ロリストであ0た。」と指摘してぃる点

が興味深い。

また,軍の敦出作戦の際に,テロリス

トがいうたんは銃口を向けたが,撃た女

かウたことについて,りマ症候群として

話題と女っだが,このことにういては,

板橋

.93.3月号より

功
「テロリストの下の者達は.人質に対し

て親近感を持0ていたということもあ.

たとは思,うが,実際に命令を受けていた

ら撃つと思う.」と語0ている。

B本での報道をみていると,数人の幹

部に雇bれた無邪気で貫しい若者逹と誤

解してしまいモラであるが,私が話を

伺うた阻りでは,やはり彼らは「意識を

しっかηと持0たテロリストであウた。J

との印象を強く持0た.

ロ】民間人と今回の事件

「牧々ほ民問人であり,今回の事件と

は無閼係女ので早く解放して欲しい。」

旨の手紙を邦人民問人の人質全員が暑名

して寺田大使充に送0たことについて,

「送るときにも議論はあ弓たが、自分た

ちだけが助かるのはピ5かといら反省が

ある。」と語0ていた.

侵入当切,セルパはある日本人人質に

対Lて,1日本企業はフジモリから許可

を受けて,労働者から搾取L,儲けた金

を日*へ送っている.」と語0ていたそ

うである。

また,ある元人質の方は,「最初は,

わからなか0たが,だんだんと日本を

狙0たテロだと思うよらに女うてきた.

何故女島,最後に残うたのは,日本人と

ペルー人だけだった。」と語っている.

そして,「最初からわか0ていたかピ

うかは分から左いが,ヨ本人の民闇人の

人質としての価値をテロリスト達は分

かうていたのでは女いか。」と語0てい

82 きヲム

る.

テロリスト達がどれほビ日本や日本企

業を意散して.今回の事件を起こしたか

は明らかではないが.「日本がターゲッ

ト」と女0た事実だけは明らかである。

侶)解決法について

救出作戦による解決について,ある元

人質の方は, f常に平和的女解決を信じ

ていたが,プジモリ火統領は譲歩しない

であろうと思、0た。また,も L囚人の駅

放があ0たならぱ日本人がますます狙b

れると{】思うた。」と語勺ている。

さらに,別の元人質の方は,「むんだ

かんだ言っても,我々を救ウてくれたの

はウジモリ大統領であウたと思、う.」1中

にいる問は,少しは譲歩Lてくれればと

思.ウたし,ワジモリ火統領にヌ1tる批判

もあウた。しかし,フジモリ大抗領の

と0た態度は正しいと思うし,あれしか

むか0たと思う.」と語っている、

人質の方々は,平和的左解決を信じむ

がらも,それがフジモリ大統領にとって

いかに難しいことかも理解し,ジレンサ

を感じていた様子が窺之る.

本穗で紹介Lたのは,元人質の方々か

らお伺いした貴重を話のほんの一部で

す。私ピもの研究の趣旨をご理郁頂き,

快くインタビューに応じて下さ.た元人

質の方々に心より感謝致すとともに,

127日問に及ぶご苦労に敬意を表する次

第です.

〔財公共政策調査会第一研究室長]
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タイのパプル経済崩壇からはじまった

通貨危機は東南フジア各国に広がり,ナ

イはもとより,インドネシア,マレイシ

ア,フィリビン,韓国等各国の経済状態

が悪化Lていることは報道等でご祥じの

とおりである。これらの京南アジア諸国

には,多くの日本企業が辿出し.「日本

企業無しでは経済が成り立た左い」とま

で言力れ,当舷国の政始・経済に火き女

影響力を持ウている。当然,これらの

国々には,事くの日本人ビジネスマンや

家族が在留しており,出張者や観光客も

多い.経済の亜化に仲い,治安情勢の悪

化も愚念されるところで南り.こ九ら日

本人の安全対策は亙饗左問盟である。

日ホ企棄にと0τも,東南アジアの通

貨危機は経営の根幹に影響を与tる:と

から,非常に関C,の高い問距である。し

かし,その視点の中心は,拠点の経営問

題(生産計画の見直しゃりストラをど)

や財務対策(資金繰り)が中C・である。

もちろんこれらは非常に匝要であるが,

圭くの駐在員や家族を派遺している日本

企業としてほ,これらの視点のみでは女

く,安全対策の視点でも,通貨危准問題

を考える必要がある。

上記の童南アジア話国において,日本

企業が安全対策上住意し女け九ぱ女ら女

いのは,主に次の3点である.

「治安フォーラム』(立花書肩〒D

東南アジアにおける

通貨危機と安全対策
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,98.4月号より

1〕経済の悪化に伴う犯罪の増加

2)解雇等の労使問題を背景とした犯罪

の発生

3)インフレ,やモれに伴う物価の高騰,

食糧・物資の不足,失業問題等を背景

とした反政府デモや桑動の突生

とりわけ労使問題を背景とした犯罪の

発生には住意する必要がある。

東南アジアに進出Lている日本企業で

は,製造業を中心に従業員の自宅待機や

火量解雇を行「ており,この影響が心配

されるところである。これまでに東南ア

ジア諸国において発生した日系企業や邦

人ビジネス?ンを狙うた事件の中には,

背後に労使問題が関係しているケースも

多い. g6年12月には,づ'イのS電柚τ見地

法人でポーナス交渉を巡0て工鴾の放六

寄件が発生Lている。また,舵年3月に

フ'りピンで起きたNPA (新人民軍)

による鞠器〆ーカーの脅迫事件{,,背後

に労使問朋が関係しているといわれてい

る.

解廂された従業員が銃器を持「て全牡

に現れた1),銃弾を黍ち込む女どの嫌が

らせを行うことはめずらしいことでは女

いし,これらの者が犯罪組織やテロ組織

に駆け込むケースすらあるのが現実であ

る.

日本企業が安全対策上注意し左けれぱ

板橋 功
女ら女いポイントを国別に整理Lてみる

と、下記のよう女点である。

0)インドネシア

通貨危接と経済の孤化,それに加え3

月10日には六紬領選拳が行われる。ジャ

カルタでは,スハルトの退陣を求めるデ

モが行bれているものの,既にスハルト

火統韻の7選が確実視されており,2月

11Eには国軍人事の刷新を行い,軍首脳

に側近を起用し,統制を強めていること

から,軍が関与してのクーデターや全土

での騒乱は.現時点では考えにくいこと

であη,現体制が崩壕tる帯態には至ら

女いものと考之られる.

しかL女がら,失業や食料・物資の不

足,物価高騰とこれらに件う散発的女暴

動は今後も各地で蛋発,るものと考えら

れる。特に,これらの暴動の際には,皐

人商店等を狙った契飛や放火が行われる

ことがあることから,これらの爵動に巻

き込まれ左いよう注意を要tる.

また.経纃の悪化に伴い,犯非の増加

が于想される.駐在員や家族.出彊者は

十分女注意を製する。

イ(2)タ

日ホ企業において庄意し左けれぱ女ら

立いのは.労使問盟を背景とした犯罪の

発主と一般治安の悪化に伴う駐在員やそ

の家族の安全の確保である.

最近,外国人観光客を狙「た犯罪が増

加しており,経済の悪化に件い.犯罪が

増加する傾向にあることか島,駐在員の

家族や出張老に対しては,注意を喚起す

る必要がある。

また, e'年の 1月には日系自動家メー

カーにも部品を納入している地元白勧車

部品メーカーでポーナスをめぐる労働皐

識が暴動にまで発展していることから.

解雇や賃金カット等の労使問題が,会牡

や駐在員を対象とした犯卯や暴動に発展

しないよう十分を注意を要tる。

また,我が国でも経験したとおη,パ

ブル経済の崩壊による不良債桶の処理等

をめぐ1),アンダーグラウンドが開与し

てくるケースも考えられることから,こ

の上うむ側面でも注意をはかる必要があ

る、

御フイリビン

2月10日に火統領選拳が始まη,5月

Ⅱ日の投票日まで3力円の選挙戦がス

タートした。ワイリピンでは,選挙職に

銘み犯罪が発生tることも考えら札るこ

とから,これ島の犯罪に巻き込ま九女い

よう注意を要tる.

また,フィ 1」ピンのE系企業でも,大

量解雇がはじま0ている.これに伴い,

労勧争議も活窕化する傾向にある.この

国においても,これまでに労使問題が発

砲亦件や爆破脅迫などの亭件に発展する

ケースがあり,労使問題を背景とした犯

罪に住意する必要がある.また,大量解

雇等を口実にしたテ0事件の発生も否定

でき女い。

さらに,経法の孤化により,一般犯罪

も増加するものと考えられることから.

駐在員やその家族、出張者等において

仕'これまで以上の注意を要tる。

【財公共政策調査会弟一研究室墨】
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企業の安全対策

今年の1月から2月にかけて,イラク

の国連査察拒否に伴う米国等の軍事力行

使問題,インドネシフの大統領還蛍と通

貨危拙に件う情勢等,多くの海外進出企

業にとって緊張の日々が読いた。

イラク清勢は,アナン国連事務総長が

イラクを訪問L,2月23日にイラク政府

との合意文書を加印したことによ1),米

国等による対イラク武力行使は,とりあ

tず回避された。しかし左がら'米国は

依然,2艘の空母をはヒめ,窪くの艦

船,航空機,兵力をぺルシや湾に展開

し,いつでも攻撃できる体制をと勺てお

り,予断を許さ女い。

]方.インドネシプの大統領還挙は,

学生や反スハルト派の反対集会,散発的

立暴動等はあ0たものの,大きを混乱も

をく3月10日の国民桃搬会で于定通ηス

ハルト大統領が再還された.しかし女が

ら,経済状態は依然として改善されてお

らず,今後も散発的立暴動の発生は危浜

されるところであり,特にスハルト大統

韻の健康状態には注意を要する。また.

3月10日付のワシントン・寸!スト紙は,

「B本の言い訳」と題し,アジフの通貨

危機が解消きれをいのは,日本が果たす

ぺき質任を息っているからである旨の牡

海外駐在員及び家族の
退避・帰国問題

'98.5 治安フォーラム

板橋

脱を掲鰻した.このよう女,責任を日本

へ転嫁し,日本批判を煽る風潮が,東南

アジフ各国で起こることが懸念されると

ころであり,木必饗に反日感情を招きか

ね女い問題である。

さて,このような政情不安や職争等の

際に,大きを課題と女るのが,駐在員や

家族の第三国への退避や帰圃問燭であ

る。駐在員を帰国させるかどうかほ,モ

の国における事業をどうtるかとい3経

営上の判断を要する問題であり,必ずし

も安全対策上の問題のみでは判断でき女

い間題である.

1991年1月17日,前年の 8 耳 2日に始

まウた湾岸危接は,湾岸戦争へと発展し

た.当時,フラビア石抽の力フジ{ク

ウェート国境に近いサウジアラピフ東部

の都市)鉱業所には邦人駐在員48人(開

戦前は約120人〕を含打約500人が残ウて

いたが,同日,カフジ鉱業所はイラク軍

のロケット弾の攻撃を受け,鳳油タンク

のーつが被弾L炎上Lた。この後.サウ

ジアラピア政府の追避勘告が発出された

ため,こ九を受けて伺鉱業所ほ操業を中

止し,邦人48人は力ワジよη無事に退避

した。当時,アラピア石抽は危機管理の

L0かηとした会牡と言われたが,これ

功

は当然の経営判断であると考える。向故

なら'アラピア石抽がサウジアラピアか

ら撤退Lた場合,事業モのもの,会社そ

のものが成り立たなく左るわけであη.

危険があっても駐在員等を残して事業を

継続するという判断は,企案として当然

の判断であると考える。

あ之て誤解を恐れずに言う女らぱ,企

業力庫業活動を行う上で,仮に社員の生

命,身体に危険があ0たとしても,守ら

なけれぱ住隹持L女けれぱ〕女ら女い拠

点や市場があ0て当然であると思う。こ

れらの拠点や市場に残るか,撤退するか

の判断ができるのは,唯一経営者であ

η,当然,その賢任も耗営者が飢うもの

である.このよらな場合に.経営者や本

牡サイドが,「現地のことは,現地がー

番よく分かっているのだか月判也の判断

で」というのは,は女はだ無貴任女指示

である。

故に,拠点を継持する場合には,可能

女限η人数を少立くし,出来る限りの安

全措置を講じるのは当然であり,この措

電は,事態が進行Lてから考えたのでは

遅く,誓段からなきれなけれぱ立ら女

い。ちなみに, Tラビア石抽の事例に"

いて仕,水や食料の備薯ばもちろんのこ

と,事前に避難用のシェルターを整備

し,防毒マスクを單備Lたり,避難経路

の策定や実査を実施tる女どの安全捲置

を講じていたことは言うまでもない.

但し,駐在員の家族の帰国問題は.事

66 ロラム企業の安全封策

業活動とは別の間題として考える必要が

ある。

す女わち,帯同家族を帰国きせるかピ

うかという問明は,その国における車業

活動をどうするか,あるいは拠点をビう

するかという経営上の問距とは別問題で

主η,これらの判断とは別の問題と考え

るべきである。家族を帰国させるかどう

かは,安全対策上,あるいは福利厚生上の

判断である。モの国の治安が悪化した場

合や食料や物資が不足している場合,暴

動や騒擾が頻発tる可能性がある場合,

鰭康に支障をきだすよδな災害時,近常

の生活が出来女いよう左喜態が発生して

いる場合等は,速やかに帰国させるべき

である。このよう女場合には,本社サイ

ドにおいても積極的に家族の帰国を後押

しtるぺきであη,必要ならぱ帰国のた

めの資金面の措置も本牡サイドで考える

ぺきである.もちろん,子供の教育の面で

の問題もあるが,現在では10万円以内で

世界中どこでも往復できる時代である。

宝族の帰国問題は,投資や事業活動,

経壗・外交関係とば無関係女問矩と考え

るべきであり,相手国を気にする必要も

ないと考える.ゆえに,誹路することな

<.早め早めに対応することが重要であ

る。これは,中南米や牛近東等の危険度

が高いと言われている国には,単身赴任

をさせている場合も多いことから考えて

も極めて妥当であると考える.

【財公共政筑調査会第一研究室長】

コラム企業の安全対剣8)

コラム 企撰の安全対策

昨年4月23日午前5畔お分(日本時間)

に始ミうた劇的な救出作戦から1年を迎

えよ3 としている。いわゆる記念臼閉争

が懸念きれるところであるが,果たして

我が国ではこのぺルー日本大使公邸占

拠,人質事件の教訓ほ生かさ九ているの

であろうか?事件郁決から1年を迎え

るに当たり,改めてこの亭件を当察して

みたい.

救出作職の成功について,我が国のマ

スコミや多くの識者は,「奇跡であウた」,

「ラッキーであった」とコメント L,政

怡家還ほ口を揃えて「結果オーライ」的

立発言を行0た。私は,これらの発色に

対し,強い憤りを感ヒ,この時に執筆し

た本誌コラムで,次のように誓いた。

「今回の救出作戦の成功ほ,決して奇

跡や偶然では左い。ワジモリ火統領のー

貫したテロに対するポリシーと一国の指

導者・政治家としての責任を背景とした

強いりーダーシップ,そして情報機関や

軍・腎察当局によるインテリジェンスと

これを基にした極めて綿畜に計画された

作戦と厳しい訓隷の成果であると捉之る

べきである。また,今回の作戦の成功の

妻には,約20名の人質がぺルーの軍,晋

察関係者であη,その火部分が長い問テ

ペルー事件を考察する①
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板揺

口と聞0てきた,いわゆるテロ対策の専

門家であ0たことを忘れては女右女い.

プジモリ大銃領は,稟件発生以来一貫

して.国際的女テロ対応の基本である

「テロには屑Lむい」というノンコン

セッションポリシーを貫き,全責任をー

人で背負うて英断を下した。今回の事件

で,ペルーは fテロに屈する国では女

い」ことを世界に示した。このことをE

本人は改めて認航し女けれぱなら女い。」

【ホ誌'97.7月号より)

当時は,明確女根拠があウたわけで仕

立いが,一国の指導者が,「偶然」や

「奇跡」を信じて,72名もの命のかか.

た作戦の決行を決断できるものであろう

かと疑問に恕、うと伺時に,りアルナイム

で流れてくる救出作戦の映像からは,周

到な準備と訓繚が女さんた作戦であるこ

とを確信させるものがあうた.

その後,昨年10月26日に放映された

rNHKスペシャル f突入"では,ペ

ルー特殊部隊が日本大使公邸と全く同じ

模型を使0て創練を行うていたことが明

らかにされ,この作戦は大統領を巾.D

に,周到女準偏の下に実施されたことが

検証されている.

また,今年1月26日のNHK-BS数

功

送「プライムタイムニ斗ース」で,最

後まで人質と左0ていた元ぺルー海軍中

将ジやンピエトリ氏へのインタピューが

赦映さhた。

ジやンピエトリ氏は,40年上比にわた

り海軍の惰報部門に所属していた人物で

あη,このインタピューの中で,公邸内

に差L入れられたものの中に,必ず盗聴

?イクが隠.されてあるはずだと確信し,

あらゆる物に話しかけたといら。 EL

て,そのマイクがキターケースに仕掛け

られていることがわか0た時のことに0

いて.「札の生活は一変しました。もは

や私ほ捕らわれているだけの人質では女

く女りました。任務を持「た軍人にを0

たのです。之4時問常に任務にあたり.寝

る時間も女いほどでした。どん女情報を

曇邸外に発信すぺきか,どうやうて情報

を集めるか,それぱかり考tてぃまし

た。J と語ウている.

ジ〒ンビエトリ氏を中心とした,ペ

ルー軍・晋察関係の人質達が綿密女情報

収集を行ウて,公邸内部の状況を逐一ペ

ルー当局に伝t,また,没収を逃れた 1

古のボケベルが双方向の情報伝達を可能

にした(女お,詳細に0いては,「突入」

NHKスペシャル「ペルー人質事件」プ

ロジ1クト楯, NHK出版刊を幸照され

たい)。このことが.今回の敦出作戦成

功の大き女要因と女「たことは問違い女

、1

・一方,青木大使ほ,その薯書の女か

で,「人質の仕亭は元気で生き0ガけて

いること,それだけです。精帥のギアを

落として,一喜一憂せオ',とにかく一日

-Bを元気に,できるだけ楽Lく生きて

いく。これしか女いのでt.」(青ホ盛久

著「人質」クレスト社刊1郭頁より)と

述べている。

ジャンピエトリ氏達の行動は,場合に

よウては事態の悪化を招きかねをい側面

も否定できず,ただひたすら平和的女解

快を願うだけの声くの日本人には理解で

きない行動かもしれ女い。しかし,作戰

成功の裏には,こうした人質達の努力が

あうたことを昔本人は認厳する必要があ

る.

日本では,何かアクションを起こして

失敗した場合には責任が問われるが,何

もしをい楊合には,仮に事態が悪化Lた

としても,モれけ不可抗力,于測の範囲

外のこととして,寅任が問われ女いとこ

ろがある.ジャンピエトリ氏が語った,

「もはや私は捕らわれているだけの人質

ではをくなηました。任務を持0た軍人

にをうたのです。」という言葉の持つ意

昧,モの使命感こモが,今の日本人には

失bれているように思、えて左ら女い.

ペルー事件の解決から1年。事件は風

化Lつつぁり,多くの日本人の記憶の中

から消え去η0つある力f,もう一度この

事件が畏Lた数訓を,臼本人一人ひとり

が考之直す必要があるように思、う.

【財公共政策調査会第一研究室長】
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コラム企業の安全対策⑲

一昨年の7月にジやカルタで「海外安

全対策全議」を閉催した。この準偏等の

ために,ジャカルタを頻繁に訪問し,企

業の関係者の方々とお全いしたが,その

ときには,緊急時の脱出問題女ど口にし

ようもの女ら,怪誇モう女顛で見られた

覚えがある.

5月14日,この日は丑頃から在インド

ネシアの日本企案が,京族の帰国を指示

したとのニュースが一斉に流れ始めた

が.このときにほさ1三ど気にしなか0

た.しかし,タ方にをり,ジャカルナ B

本人学按の生徒郡4人が帰宅できずに学

校に排機しているとのニニースが入0て

きたときにはざすがに繋いた。正直,信

じがたか0と言「た方が正しいかもしれ

女い.「ジやカルタに,まだこんなにも

日本人の子どもが居たとは!」まさに驚

きである.

もう,と0 くに殆どの家族は帰国して

いるものと考tτいたので.12日のトリ

サクティ大学での事件以来の出来事は,

当然注視はしていたものの,危柚管理上

の問閥としてはとらえていなか0た。何

故女ら,家族さえ惰国してい札ぱ,これ

から起こるであろう事態は,ある意味で

子訓の範囲内の亭態であη,駐在員本人

のみであれぱ,一時的にホテルへ遜難す

インドネシア大騒動

'98.8 治安ワオーラム

るなゼの安全対策上の措置は各社とも当

然計画しているであろうし,安全上の措

置さ之し0かりしていれぱ,駐在員本人

が脱出tるよう左事態では女いと者えて

いたからである.

今回の一迎の騒動以前も,今も,基本

的には変わ0てい女いと恕、うが,咋年末

の経済危機以来のジ〒カルタの状況は,

家叢は帰国すべき状況であるが,駐在員

本人が帰国司、るよう立状況では女い,と

いうのが私の見方である.本コラム(5

月号)でも指摘Lたとおり,家族の帰

国・退避については,企業活動とは切η

雜し,安全対策上,福利厚生上の問題と

して考えるべきである.ヨた,駐在員の

数をむるぺく少なくする努力毛必要であ

る。

モれでは,駐在員がインドネシフから

脱出しなければ立ら女い亭態とほピのよ

う女亭態女のであろうか?

1)インドネシア全土,あるいはジキカ

ルヂ全城で暴動・略奪が発生L,治安

椎持,統治ができ女い(無政府状他)

に至る可能性がある場合.

2)軍が武力によるクーデターを起こす

か,箪同士が戦うよう左亭態が奘生す

る可能性が南る場合。

基本的にはこの二つのケースが考丸ら

板橋 功

れるが,このよう女場合には,インドネ

シナでの事業あるいは投炎を一時的にせ

よ撤退するぐらいの覚1吾(意志決定)が

必聾女事態であると毒える、今母、この

よう女事態に発展する可能性がピれだけ

あ0たのであろうか?私には疑問が残

るところである。

硫かに,連日のマスコミ報道を見てい

ると,ジーカルタが明日にでも火の海に

なるよう女,あるいは全土で一斉に罍動

が発生するかのよう女印象を与える報道

が声かうたし,天安門亭件やフィリビン

の政変と伺様のケースに女るとの指摘も

多かうた。◆に女っても.「あのジャカ
1 、、

ルタ大暴動の際に「=・・・・・・」と報道Lてい

る?スコミもあるが.ホ当に「ジやカル
、、、

ナ大暴動」は発生したのであろうか?

インドネシアから帰国Lた駐在員が,

読々と帰任している.帰国騒動から1週

問も経たをいころからで罰る.また,多

くの家族が,ジャカルタへの早朔の婦任

を希望しているとも聞く。

命辛々?脱出してきたジキカルタヘ

である.インドネシプか島の脱出はい.

たい何だ0たのであろうか?

多くの奥様方は,日本では考えらん女

いようむ峯邸に住み,家事や宥児をメイ

ドに杠唯,ゴルウやテニスに勤Lんだ,

か0てのジャカルタを未だに亭見ている

のであろうか。いや,少女くとも脱出す

る直前まで,そうしてきたし,そう信じ

ていたのかも知れ女い。しかし,本当に

モうだ0たのだろうか?
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私は,咋年末の西貨危桜以降,家族が

居るべき状況では女いと考えていたし,

これから先も当分の問,次の選拳が將b

り,政椛が安定tるまでは,家族が居る

ぺきではむいと考えている.

今後も.これまでと同様に(咋年も,

今年の選挙市にもあ0た),蹄人街を

ターゲットにした暴動・略奪・焼き討ち

は発生するであろうし,一般治安も一層

孤化するであろうし,食料不足.物不足

も続くものと考之られる.かつてのジャ

カルタとは異女るとい5ことを認識する

必要がある。

駐在員本人が脱出し女けれぱ女ら女い

事憇は,これから先も発生するとは考え

がたいが,家族が悦出し女ければ,ある

いは帰国した方が良い事態は,今後もし

ぱしぱ発生することが十分に予悲.され

る。また危女く女0た巧柵れぱいい,そ

ういう安易な気持ちであるをらぱ,日本

政府や火使館を頼ることをく(賓任を転

掠することなく)自らの努力と貴任で帰

国して頂きたいと思5。

余般になるが,サッカーのワールド

カップのチケットを$1.000,$2.000も

出して貿う,金持ち日本人の請報は.世

界中を駆けめぐ0ている.日本はどこが

不況女のか?という声さtも聞かれる

くらいである。このような日本人の行動

ーつひと0が,日本人の被害考適格性,

被害に遣3危険性を高めているというこ

とを忘れては女ら女い.

【側公共政策鯛査会第一研究室長】
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6月26日は,抹主総全集中日であう

た.腎察庁によ丸ば,この日に総会を問

催した企業は、咋年より26杜少左い2.詑5

牡で,このうちの40壮に計卵名の総会屋

が出席Lたとのことである.ミた,3時

間を超えた総会ほ7社で,最畏は山一証

券の4時問50分であ0た.咋年来の金融

不祥事や利益供与事件で摘発された企業

詑牡のうち,今年から渠中総全日を避け

た企業は3牡のみで,毎年5月に株主総

全を闇催Lている 1社を除く8社は今年

も集中日に総会を闇催Lた.

日本企業にと0て,「株主総全」は形

倣化した年に一度の行事に過ぎないので

あろ5か。株式の待ち合いや系列化.右

届上がりの経濱の拡火等の経営課境の中

で,牡長をはじめとする役員達ほもとよ

り,株主や牡全もそれが当然と考えてい

たのかもしれ女い。それゆえに,株主か

らの質冏も女く.できるだけ短く,円接

にシャンシやンと総全を塾力島せること

が総務部にと0て至上命令とむり,その

結果,総会尾の関与を招いたのである。

しかしをがら,日本企業を取り巻く経

営環境は,これまでの延長1泉ヒで仕対応

tることができ女いほど激変してぃるの

である.もはや日本経済全体が右肩上が

ηに拡大Lた時代は共謡を迎tたと言っ

変化が求められる株主総会

01
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ても過言でけ立い.ゆtに,当然, B本

企案の株主桝這も変化せさるを得女い.

企宗問の株式の持ち合いが解消されるー

方,外国人投資家の持ち株比宰が高まり

つつあり,日本の大企業といtビも外国

資本の稍極的な導入無しにほ経営でき壮

い時代とをり'これ*でとは明らかに臭

なるグローパル化,すなわち企業体質や

経営体質そのもののグローバルイヒが迫ら

れているのである。

これ含で株主を軽視してきた日本企業

にとぅて,外国人投資宗の増加は,島る

意味で総会歴以上にや「かい女存在と立

るかも L札むい。女ぜなら,お金を払う

てお引き取り願うことができ女い相手で

あろうし.正当女株主梅の行使として.

経営の根幹に係わるような厳Lい質問を

浴ぴせかけて来るであろうと考えられる

からである.場合によっては経営肺の責

任追及や局侍斤を求めてくることに左るか

もしれない。投資廩にとぅては,貴重左

財産を経営陣に負託しているのであるか

島当然のことである.

いbゆるグローパル・スタンダードが

必ずしも良いとは思、わ女いが,経済活動

をとηまぐ文化や習渦,通貨等が異なる

国と取引を行う以上,何らかの基準や

ルールは必要であるし,モのルールを守

板橋 功
るということは六前提である.ルールや

法律を守れ女い企業がビう左るか,大和

銀行の巨師損失事件の例を見れば明らか

である。巨額のぺナルティーを科せられ

た上に,市場から退場させ島れ,事業の

継統ができ女くむるのである.モれビこ

ろか,企業の存続す島危うくすることに

をるのである。

ちをみに,六和譲行ほ巨額損失事件で,

3憶4.000万ドル(当時の換算で約350憶

円)の罰金を支払うた上で,米国撤退を

強いられた。一方,第一勧業銀行が総金

屋への利益供与事件に絡む鼠行法達反で

受けた罰金は僅かに50万円である.いか

に日本の経営環境がグローパル・スタン

ダード(アメリカン・スタンダード)か

らかけ餓れているかが分かる。

このよう女状況を考之ると,総会僅と

の1色緑1ネもとより,日本企業の在り方そ

のものの変革が,4、まさに求められてい

るのである。反牡会的女勢力や集団との

関係そのものが.企業の存親を危うくす

る時代とを「たということを詔識する必

要がある。こ北らの勢力に不正融寳や利

益供与女ピで資金を供与すること障,反

社会的女勢力を育成していることであ

り,企業が供与したこれらの資金は.銃

署や街宣市とな1〕,新たむ犯罪や被害企

業を生むことに女るのである.

結金屋や暴力団等の反社全的女勢力と

の1色緑ということに女ると必ず出てくる

のが,「企業対鳳テロに狙われたらどう

するんだ」,「これまでの事件が解決して

い女いではむいか」,「誓察は守ってくれ

るのか」とい「た企業の声である.

このよう女ネガテ'プ女声が出てくる

限り,絶緑は難しいであろう。モもそ

も,過去の企業幹部を狙うた帯件が,総

会属等の要求を拒否Lたがゆえに発生し

た事件女のかどうかは明らかでは女い

し,これらの事件と反牡会的女勢力との

関係遣断を同ーレベルで考えることこ

モ,牲らの思うぅほである.役らは.

tあの事件を知っているだろう」と,過

去の亭件を持ち出すことが企業に対して

は非常に効果的であることを有効に利用

しているのである.恐休感を与えて,大

声数を屈肌させること.これこそが,事

さにテロの本質である。ゆえに,企業

が,「企業対叡テロ」を恐h九ぱ恐れる

ほど,彼らを利することに女るので高

る.

これミでの企鳶における総会屋・暴力

団対策というのは,杜会に分からないよ

うに,彼らといかにうまく付き合うか,

いい関係を保つか,というのが本質で.

あうたと思う。しかL女がら,1色緑とい

うことであれぱ,企業や牡員をいかに守

るかという安全対策になるのである。企

業においてほ,総会歴・暴力団対策の時

代は慈わうたのである.総会遷等の問題

をネガティプに捉えずに,国際的に通用

する企業へ脱皮し,企業がさら女る発展

をtるためのーつのステップとして,ボ

ジティプに捉之たらピうだろうか.

【助公共政策朋査会第一研究室長】

コラム企案の安全対策
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コラム企業の安全対策住1}

米国大使館同時爆破事件と企業の対応

8月7日,ナイロピ(ケニア〕とダ

ル・エス・サラーム(タンザニア)で米

国大使館を狙0だ同時爆破事件が発生

し,約260人が死亡し,5.000人以上が負

傷した。米国政府は,このテロ行為がサ

ウジアラピア出身の大寓豪オサマ.ビ

ン・ラディンが埠いるテロリスト・グ

ループの犯行であると断定し,20日佃

本時問21日米明),アフガニスタン領内

にあるテロリスト訓練基地とみられる施

股に60発,スーダンの首都ハルッーム市

内の化学兵器用の菜品を製造していたと

みられる薬品工場に20発,計80発の巡航

ミサイルを発射し.攻撃を行うた.

この米国のミサイル攻業に対Lて,英

国は、プレフ首相が「世界中のテロリス

トほ.凶悪な犯罪に対して民主国宗が断

固とした行動をとることを知るべきだ」

と全而的に支持tる旨の声明を発表し

た.また,イスラエルも国防大臣がこの

攻繋を称贅する声朋を発表し,ネタニア

7首相も支持を表明した。一方,日本政

府は,「テロに村する米国の断固たる婆

勢は理解できる」との見熊にとどめ.攻

撃自体への評価には言及し女い方齢を

と0ている.

21Eには,オサフ・ビン・ラディンの

スポークスマンが,パキスタンやイキリ

スの新聞社に電話をかけ,ケニアとタン
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ザニフで発生した同E寺爆弾テロへの関与

を否定Lだ上で,「戦いは始三「たばか

りだ。答えは言葉では女く行動で示され

る。アノリカ人は,どん女答えが出るの

か覚悟すぺきだ」と述ぺ,ミサイル攻撃

の穀復として,今後も世界中で米国を標

的とした攻撃を続けてぃくとする声明を

発表Lた.

羊た24日には,オサヤ・ピン・ラディ

ンが'且織Lたとされる「ユダヤと十字軍

打倒のための世界イスラム戦線」(アワ

ガニスタンに本拠を置くイスラム過徴派

組織)が,米軍のスーダン,アプガニス

タン攻撃に抗嚴し,オ'べてのイスラム諸

国が自国内にある米国と同盟国の六使館

の閉鎖を命じるよう呼びかけるととも

に,米国人,英国人,フランス人女ビを

イスラム胎国から追放L,これらの国々

の商品をポイロットするよう求める声明

を,ワランスのラジオ局にFAXで送付

している。

これらのことから,日本や日本の在外

施設を直接標的としたテロ行為が発生t

る可能注は低いと考えられるが,米国や

英国,イスラエル等を狙0たテロ事件の

発生が懸念されるところである,特に.

世界中に点在tるこれらの国々の権益,

在外施設や航空機,空港等は攻繋の対象

と立ηやすい。日本人や日本企業は,と

功

かくこのよう女テロ事件を「他人事」と

考t,関・0が雨い傾向にあるが,日本企

業やE本人仕世界中で活動しておη,身

近左問題であることを再朋識L,対応す

る必要がある,日本企業の*杜や在外拠

点においても,駐在員やモの家族,出張

老等がこれらのテロ事件に巻き込まれ女

いよう注意tる必要があると考える.

そこで,このよ5女際の留意事項例を

以下に示しておくので,宥考にして垣き

たい.

1 主なテロの平怯と対象

テロ組織が主に使5テロ攻撃の手注

は.爆弾攻撃,施詮占拠,人質事件等で

ある。特に,空港や航空桜,世界各地に

点在する米国や英国の権益ほターゲ・りト

と女ηやすいので注意を要する。具体的

には,下記の通り。

港1)空

2)米国・英国系航空桜

3)米国・英国等闘係国の政府施設

(在外の公館や米軍施股等を含む)

4)米国・英国を代表するような企業

等の施設(航空全牡の支店・事務所,

有力銀行,兵器企業の在外拠点,有名

ホテル等)

2 空港等ての留意事項

1)空港の滞在時間はできるだけ短く

し.速やかに秒動tること。

2)出突時は,不特定多数の人が出入

りをするエントランスやロピーで待ち

会わせたη,モこに長時問いないこ

と。速やかに通過し,出国手紐きを済

ませて,出発ゲートのロビーで待つこ

84 コラム企業の安全対策

と。

3)到着解には,速やかに空港施股か

ら鮭れること。

4)空港等でのセキュリティ・チェッ

クには.素直に協力すること.警備担

当者も過敏に女「ているので.不信を

持たれないこと.態度によっては拘束

される場合もあるので注意tること.

拘東されたら,直ちに日本火使館,領

事館への通報を要求すること。

5)米国,英国等の抗空会牡のカウン

ター前は+分に注意すること。この辺

で,うろちょろtることは危険であ

る。逸やかに通過する。

3 その他の留慧事項

1)出張や笊行の際には,航空捜や航

路を選択する。

2)世界的に屡開しているホテルはで

きるだけ避ける.

3)米国.英国等の関係国を代表する'

よう左企業,銀行の支店等の周囲には

近dか立いこと。付近を通過する場合

にも速やかに行動すること。歩いて前

を通るのは非常に危険である.

4)同様に,米国,芙国等の航空会社

の本支店・事務所やこれらがあるピル

にはできるだけ近゛ブか女いこと。

5)米国,英国等の政府施設(在外を

含力)にはできるだけ近dか女いこ

と.特に,出張の場合には,在外の米

国火使館や英国火使館女どには極力近

ガかをいこと。

【財公共政策羽査会第一研究室長】
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海外安全対策において,最も基本と女

η,かつ重要女のが情報の収集と分析で

ある.日頃から安全対筑を講じる上で

も,また事件,事故発生時の対応におい

ても,情報の収集・分析は不可欠であ

る、現在で仕,各国の治安情勢や犯罪の

動向,政惰等の専門情報を提供している

機関や団体も多く立η,情報源が多様化

してきている.モこで,情報源に0いて

整理してみたいと考える。

1 外務省の情報

外務省では,海外における日本人の安

全対策の一環として,領事移住部邦人保

經課,邦人特別対策室.海外安全相誠セ

ンターを中乢,として'特定の国*た障地

域の治安や安全性に関する情報を,ω海

外危険情報,他個別・海外安全情報FA

Xサーピス,1田海外安全テレワオンサー

ピス,邑)海外安全ネットワーク,(5)海外

安全推進官民協力の会,等のさまきま女

形態や媒体を通じて提供している。

僻海外危険惰報

治安の激しい再化や尖害,騒乱,モの

他の緊急事憩が発生したり,または発生

の可能性が高まウていると判断される場

合には.当該国または地址の治安状況等

を5段階の危険度に区分Lて,「注意喚

海外安全対策と情報収集①
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起」,「観光旅行延期勧告」,「渡航延期勧

告」「家族等退避勧告」,「退避勧告」の

5種類の「海外危喚清報」を発出してい

る。

0 危険度1「注意喚起」

当該国仕也域)への渡航,淋在に当

た0て特別女注意が必要であることを示

し,「注意喚起」の具体的内容に従って

行動し,危険を避けるように勧めるもの

である,

0 危険産2「観光旅行延期勧告」

当該国(地城)への観光等を目的とす

る不急の渡航の延期を勧めるものであ

る.また,現地に淋在Lている邦人に対

しては「観光旅行延期勧告」が発出され

たことを知らせると美に,状況に応じた

往意を払うよう勧めるものである.場合

によ0ては,旅行者仍出国を勧めること

もある。

0 佑険度3「渡鮠廷期勘告」

当設国 U印劇への渡航は,ピのよう

女目的であれ延期するよう勧めるもので

ある。また,現地に群在している邦人に

対しては「渡航延期励告」が発出された

ことを知らせると共に,状況に応じた注

意を払うよう勧めるものである。場合に

よ0ては,現地に俳在Lている邦人のう

功

ち事情力噌午す方の出国を勧める二ともあ

る。

0 他険度4r家族等退避勤告」

他険度3 「渡航延期勧告」の迎冒に加

え,当該国(地域)からの退避に必要女

準備を行うよ3勧めるとともに,現地に

滞在している邦人のラち家該立ど事情が

許す方に対しては,安全女国(地城)ヘ

の追避(ヨ本への帰国も含みま,、。)を

勧めるものである.

0 危険度5「退避勧告」

危険度3 「渡航廷期勧告」の趣旨に加

え,現地に潜在している全ての邦人に"

して当該国 0帥劇から,安全女国(地

城)への退避〔日本への帰国も含みま

す。)を勧めるものである。

これらの「海外危険情報」は,イン

ターネットの外務省ホームページ

(http://WWW. mofa.Ξ0.jp)等で入手が

可能である.

企禦や旅行会社の中には,「海外危険

情報」を渡航の中止や出張自粛,家族及

び駐在員の退避等を行う際の唯一の判断

基準にしているところもあり,同情報が

発出されるのを待0て具体的女行動を起

こす企業もあるが,「海外危険情報」は

法令上の強制力をも0て渡航を禁止した

り,退避を命令したりするものでは女

く,また外交上の要国も考応されて発出

されることから,参考情報のーうとして

考える必要がある。す左わあ,出張の自

粛や退避等の措置は,あくまでも企業が

独自に種々の情報を収集・分析し、企業

自らが総合的に判断して実施tるもので

あろことを忘れては女ら女い.

②国別・海外安全惰報FAχサーピス

160以上の国・地嫉の安全情報をFA

Xで提供するサ】ピスで,下記の番号に

FAχ提よη電話し,音"ガイダンスに

従い,当肢国・地城のコード番号を入力

することにより,希望する国の安全情報

を入手できる。 24時間利用可能である。

FAX番号:(03)闘84-3300

当該国・地域の治安の概況や最近発生

している北卵の概要,庄意亭項,緊急時

の連絡先等がA4版3~5枚に簡源にま

とめてあη,筑行や出張の際女ピに利用

すると便剰である.

ι引海外安全テレフォンサーピス

日ホ人の渡航者の多い国を中Dに30力

国の国別安全情報を音声により提供して

いる.下記の番号に電話し,音声ガイダ

ンスに従い,当該国のコード番号を入力

することによη,希望する国の安全情報

を聞くことが出来る.24時間利用が可能

である。

電話番号:(03) 3592-3940

国別・海外安全情報FAXサーピスと

同様.当該国・地城の治安の概況や最近

発生している犯罪の概要,注意事頂等を

音声で聞ぐことができ,簾行や出張の際

女ピに利用すると便坪11である.

(*号に絖く)

【財公共政策調査会第一研究室畏】

コラム企業の安全対策 ε5

-11-



70 コラム企梨の安全対策

コラム企業の安全対策卿

1 外務省の惰報(承前)

向海外安全ネウトワーク

外務省が世界120力国玲0都市の在外公

館(大使館,領亭館)を通じて収集した

海外安全情報をデータベース化し,海外

で亭叢促関を行0ている企業や旅行会

牡,団体(地方自治体を含白)等を対象

に'パソコン・ネットやFAXを通じて

情報提供を行っている.提供される情報

の主な内容は下記の通η、

0 最新安全情報

悔外安全相訣センターが発出する緊急

情報を含セ世界各地の治安惰報や犯罪情

勢,海外危険情報(前号書1のなビが掲

赦されτいる.

0 世界180地城の防犯の手引き

世界120力国の大使館・領事館が当該

地城の治安情勢を鯛査したデータ,犯卵

の現状や亊例,対応策,注意牢項等を享

とめた国別,地戚別の手引きが掲哉され

ている。

0 世界120力国の安全の基礎情報

世界各国の出入国時や滞在時の留意事

項(査柾,出入国審査,通関.滞在届け

等),各種取締法規のポイント【麻真や

就労等),緊急時の連絡先等が国別に掲

載されている.

0 世界180都市の交通亊情

世界各都市の交通怯規や交通畢情女ど

が拙戟されている.

海外安全対策と情報収集②
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本サーピスは,過去に発出さんた渡航

情報の検索が可能であη.安全対策祖当

者が社内マニュアルや手引きを作成する

際や独自の注意喚起女ビを発出する際,

また出張者や駐在員等からの相誠等に応

じる際に利用すると便利である.但し,

ホサーピスは入会手続き(入会金,年全

費)が必要である.

問い合わせ先

海外安全ネットワーク事務局

電話番号;(03) 34"一蛤72

なお,同事務局では11" 4日よりホー

ムページも開設している。

(http:ノノblz.nlfty'鵡.jp/k01{U3a1市k/)

矧海外安全推進官民協力の会

海外に進出している企業,団体であれ

ば無料で入全でき,外務省海外安全相誠

センターで発出している最新情報をはじ

めとした海外安全情報の提供を受けるこ

とができる.特に,登緑時にあらかヒめ

提供を希望tる国・地域の指定をしてお

くことにより, NTT , Fネット着信課

金サーピスを通じて,開係情報が随畔F

AXで送られてくる。

問い合わせ先

梅外邦人安全附策官民協力会議事務

局(外務省海外安全相験センター内)

電話番号:(03) 35釘一3749

佑}在外公館のホームページ

在外公館の中に仕,インターネ・り卜の

板橋 功

ホーム・ページを闇設し,安全対策闘連

治報を提供しているところもあり,情報

源の一0として活用すると便利である。

特に,在インドネシアヨ*国大使館の

ホームページ

(h壮P://W艸.rad.net.1d/eojind/)

は,昨今のインドネシア情勢を反映し,

槙極的立情報提供を行うている.

2 セキュリティ・ニンサルティング会

牡の情報

七キニ 1」ティ・ロンサルティング会社

は,安全対策や危桜管理についての指導

や助言,情報提供等を専門に行「て弁

り,現在,日本ではイギリスのコント

ロール・りスクス・りミテッド,米国の

クロール・アソシエイツ,日本のJ S S

等が括動している。こんらのセキニリ

ティ,コンサルテ'ング会社では.世界

各国の始安情勢や政情,犯罪の状況女ピ

の情報提供サーピスを行うており,また

各杜とも独自に国・地域別の危険度のν

イテ'ングを行ウている.

U)コントロール・りユウス・りミテッ

ド

同社は,世界各地で企案活動を脅かt

誘拐・脅迫,詐欺等の犯卵,テロ・賊

争・内乱・政変等の政治的諸問題並びに

六災・爆発・地震・浜水等の尖害に対処

するための情報とノウハウの提供を目的

として,英国の軍・情報棲関・普察及び

その他の政府機閼出身者により1975年に

ロンドンに設立され,現在,世界各国の

約3,800の民問企業や政府柚閥及び国際

披閲が同杜のサーピスを利用している。

00 コラム企業の安全対策

同社で住,世界各国の政拾情勢・治安

状況を中0に,是の国で活動する外国企

業及び個人の安全に影堺を及ぽt要因を

対象として,独白に収集Lた情報をもと

に「現壮の分析・評価」及ぴ「今後の饗

化予測」等を契約者に対Lて,以下の3

種類の形処で定期的に提供している。

0 阿刊海外安全倩報【英文)

世界約帥力国の政治情勢及び治安状況

に駕する情報に,独自の分析や評価,予

測を行0たレポート及び約200力国の危

険寓評価を毎月提供している。

0 オンライン海外安全情報(英文)

世界約100力国の国別の政治・治安状

況に関する情報や約帥0力国の危険塵評

価,全世界を対象とした最新の政治・始

安情報,国際テロ組織の励向等をパソコ

ン通信を通じて2Ⅱ寺問提供している。こ

れらの情報は,伍日更新される。

0月千」ワールド・りスク・サマリー

(邦文)

世界各国の政袷・治安惰勢に開する情

報を客観的立りスク評価とともに日本語

で毎同提供している。

また,上記の定刻情報提供サーピスに

加え,即客の個別の依頼に応じて,鯛

査・分析・評価を行い,惰報を提供する

サーピスも行「ている。

問い会わせ先

コントロール・りスク・りミテ・ブド

日本支社

電話番号;(03) 5570-6391

(次号に綬く)

n●公共政策既査会第一研究室長】
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2 セキユリティ・コンサルティング会

社の情報(承前)

{2}クロール・アソシ=イツ

同牡は,1972年に企案恬動を蝕む不正

の抑査とモの根絶を目的として設立さ

れ,1992年には危機管理情報サービスの

業務を闇始した.現在では,企業実態の

鯛査,企業買収に関tる鯛査、危鞭管

理,コンピュ】夕犯罪に関する朋査など

多岐の業務を行ウており.世界中の多国

籍企業や政府機閥にサービスを提供して

いる。特に,危機管理コンサルティング

開係では,情報提供,危機管理アセスメ

ント,誘拐や脅迫,テロ行為等に対する

危接対応コンサルティング女ど,総合的

な危接管理コンサルテ'ングサーピスを

提供している。

伺牡では,世界各国の政情や治安女ど

の安全に閼する情報を.年問契的の顧客

に対して,以下の形態で定期的に提供L

ている.

0デイリー情報サーピス(英文)

世界各国の安全に開する最新ニュース

に,同杜のアナリストによる分析や評価

女どを加えて,7丁ツクスで毎甘提供し

ている。

0国別りスタレポート【英文〕

世界各国の安全状況の概観、犯罪,誘

海外安全対策と情報収集③

71

'99 2 治安7すーラム

板橋

拐,暴力団などの情勢及び経済.政治,

その他の時事問題左ゼにういてのレ"ー

トを定朔的に提供している。

0りスク月報【邦文およひ英文〕

セクハラ事件.製品賠償責任,環境問

題等を含む世界各地での企斐の安全やり

スクに係bる情報,及び世界各地の空港

や航空機の安全情報左どにういてのレ

ポートを毎月提供している。

0アラートフ丁ツクス(英文)

政情不安やテロ事件左ゼ,危険が高

まうた際には,緊急レ隶ート及び助言を

フ丁・りクスで提"、している.

上記の定期情報提供サービスに加之,

パソロン通信を使0た,クロール,トラ

ベル・ウォッチ(出張者のためのオンラ

イン惰報)を朋設Lており、世界約300都

市の最新ニュース情報と安全アドパイス

情報を邦文および英文で適宜提供してい

る,現在.パソコン通信の二フティサー

プ及びりーサーチのレジ〒一・趣味情凪

の中で日本語版が利用できる。また,顧

客の個別の依顛に応ヒて,調査・分析・

評価を行い,情報を提供するサーピスも

行0ている。

問い合bせ先

クロール・アソシエイツ東京支杜

電話番号: m3) 3218-'卵

功
櫛株式会社ジェイ・エス・エス W55)

同社は,海外進出企案および駐在員の

安全確保のためのセキュリティ,コンサ

ルタント会社として,19艶年に日本航空

とB本安全保障晋偏の出資により設立さ

れ.情報提供や安全教育サーピス,緊急

事態兇生時のコンサルティングおよび支

援女どのサービスを行勺ている.伺社

は,日本人スタッフによる.日本の企業

風土にあったコンサルティング・サービ

スを特徴としている。

伺社の主を情報提供サーピスは,下記

の価リである。

0,ンスリーレポート

各国の治安,テロ閥連事項について,

畔宜にあうたテーマを逸び,分折・見通

L女ピをレポートしたものを毎月提供L

ている.

0出張禁止国・要注意国レポート

海外事叢展開を行「ている企業向け

に,治安土問題のある国への出張ぎの派

遣という観点から出張禁止国と要注意国

に諮付けし,その理由および出彊者の留

意事項をレポートしたものを侮月提供し

ている.

0危険度四季報

世界主要各国の袷安状祝を,政惰安定

度,国民生活安定度,一般治安情勢,テ

口情勢,大衆運動動向,対日感惰女どの

様々女要素で過去3力月の麹勢を捉え,

総合危険度をA-E三での5段階と0

~Ⅱ5点までの数価とグラフで表示Lた

レポートを四半期毎に提供していろ。

上記の定期惰報提供の仙に,海外の邦

人駐在員およびその家族・出張者の安全

に閏わるテロ・暴動・凶悪犯非をピの重

要事件が発生した場合には,事実関係や

対処法なピをレボートLたものを.衆急

レポート,醇時レポートとして通宜提供

している。

また,特定の国あるいは事象にういて

の分析結果を詳細にレポートしたものを

不定期に提供したり.纐客の佃別の依頼

に応ヒて鯛査を行い,情報を提供tる

サーピスも行0ている。

問い令わせ先

株式全牡ジェイ・エス・エス

電話番号:(03) 3222-03記

コラム企業の安全対策 89

今回は,情報提供サービスに焦点を当

てて紹介Lてきむが.これらのセキニ

リティ.コンサルティング会社て'は,

情報提供サービス以外にも,

0 安全対策の策定・立案や詮断

0 危機管理計画の策定・立案

0 教育・訓森サービス

0 危椎発生時の指導・助言

女ど,安全対策や他桜管理に閥する総合

的左サーピスを提供している。

また,今回紹介した3牡(一部は前号

に掲1め以外にも、欧米には多くのセキュ

リティ・コンサルティング会牡が活動し

ており.目的に応じて,コンサルティン

グ会社を選択することが必要である.

(次号に絖0

【働公共政策調査会第一研究室異】

-12-
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コラム企業の安全対策卿

3 ぞの他の情報

これまで招介してきた外務省の情報や

七キュリティ・コンサルティング全社の

情報の他にも,海外安全対策に有益女情

報源がある。それらを紹介Lておく.

Ⅱ)共伺通信社「撫外りスク情報」

株式全社共同通信牡では,牡団法人美

伺通信社の託の海外支局や協力,契約閥

係にある68の海外通信牡から入手Lた情

報の中から,日*企業の安全対策にとウ

て有益と思わ丸る情報を橿集し,「海外

リスク情報」として契約企業等に提獣L

ている。

「悔外りスク情報」は,朝版,昼版,

タ版の1日3回,最新の情報がFAXで

定期的に配信され,また騒優や暴動, ノ、

イジ十ツク事件や航空機事故等の亙大事

件,事故が発生した場合には,逐次最新

の惰報が速報として配信さ九る。

同サーピスの特徴は,速報性があり,

をおかつ日本語の文書て恨新情報が入手

できることであり,畢案が発生した場合

には非常に便利である。

問い合hせ先

株式金社共同通信杜

電話番号:03-5572・印63

海外安全対策と情報収集④
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板橋

②その他の情報源

これまでに紹介Lてきた,いbゆる専

門情報以外の自牡の在外拠点からの情報

や新聞,雑誌,テレピ等のマスノディア

からの日々の清報収集も当然のこと女が

ら重要である。

また,現地で発行さhている邦字紙も

情報源として活用できる。例tぱ,ワイ

リゼンのヤニラで発行されている「日刊

マニラ新聞」には, B本では報道されを

いよう左事件の記幕も掲駁されているこ

とから,現地の治安情勢を知る上で,非

常に参考に左るし,邦人が関係した亭件

の場合には,日*での報道よ1〕もより詳

しい報道がなキれたり,解決後もフォ

ローする報道が女されろ場合もあη,安

全対策を考える上で害考と女る。このよ

うむ邦字紙仕,日本て1購読可能左場合

も多いのて.,情報源のーつとして利用す

るとよい.さらに,中南米諸国(主にス

ペンイ語圏)の始安情勢を中'Dに扱0て

いる「CRONICA」左どの専門晴報

餘も垂考と女る、

4 惰報の活用

海外安全対策(主として.予防対策

面)に閲tる情報を収集することは,そ

功
れほピ難しいことで社女い.これまで紹

介してきた清報は,手間とコストさ之か

ければ,誰でも比鞍的容易に収集するこ

とができる.しかしむがら.これらの情

報の事くが「あ女たの企業」のために集

められ.編集された情報では女いし,ヨ

た「あ女たの企業にとのようを影響があ

り,あ女たの会杜がどうしたらよいか」

を示してくれるもので右女い.そこで、

重要女のが.これらの情報を「あ女たの

企業内」で使えるようにtること,すな

わち分析作業である。確かに,セキュリ

ティ・コンサルティング会牡では,企業

の佃別の依頼に基グき,憎報を収集し,

アクションを提案してくれるサーピスも

行うているが,結局は.その情報をどう

捉え,どのよう女アクションをとるかを

判断するのは企業であり,その情報の真

偽性やアクションの妥当性を判断するた

めの今析作業が必要とをる。

例えぱ,「最近, X国で反政府テロ組

識Yの活動が活発化してきており,同国

内で爆弾テロ事件が頻発してきている。」

という記事があ「たとtる.さて,こんを

分析する絢社の情報に置き換tる),と

いう作業はピのように女るであろうか?

次のよら女手順で分析してみてはどう

だろうか。

0 5teP1 この情報は自牡に関係が

有るかどうかを'角的に考之てみる.

「X国に拠点があるか?」ー「無い」。

-13-
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ゆえに,rX国には自社の拠点が女いか

ら,この情報はわが牡には関係女いJ と

感告的に考tをいことである。拠点が無

くても,頻幣に出張者がいる場舎もある

し.関連企業の工場がある場合もあ

る.さらに,周辺国に自社の拠点がある

場合もある。

拠点がある場合には、その拠点が

ターゲットに女ることも考えられる

L,駐在員やその家族が爆弾テロ事件

に巻き込まれる可能性もある.

出張者がいる場合には,モの出張者

が繰訓テロ事件に巻き込まれる可能性

もある。

闘連企業のユ:場がある場合には、も

し,モの工場が爆弾テロの拡害を受け

た場合,自牡の製造ラインにも声大女

影響が出る可能性もある。

周辺国に自杜の拠点がある場合に

は,当放国にテロ組乳§Yと連携キるよ

う女テロ粗織が存在tる場合もあ,)、

モの組織の活動も注意する必要があ

る。

このように,ーうの記事でも, X国に

拠点を持0企業, X国に駐在員を派遣し

てはい女いが,頻繁に出張考がある企

業,闇迎会杜の拠点がある企戴,周辺国

に拠点を持.ている企業.モれぞれの企

業によウてこの情報の意昧は興女0てく

(次号に紐く)るのである.

【叫公共敢策鯛査会第一研究室長]
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4 情報の活用(承前)

O steP2 間連情報の収集と状況把握

SteP1の考察で,白牡と直接的あるい

ほ間接的に.何巧かの閥係がありそうだ

と考えられる場合には,関連情報を収集

し,情報の信爆性を碕認するとともに,

状況を把握する必製がある.

a}これまでに紹介してきた,外務省や

セキュリティコンサルティング全社の他

報左どから関浬清報を抽出するととも

に,新聞や雑誌(外国紙(妹)や現地邦

字紙を含む)女どからも関連記亭を収集

する。特に,次のよう女情報を収集する

とよい。

i 最近発生している,爆弾テロ亊件に

朋する情報

ii X国や悟辺国で過宏に発生したテロ

事件〔テロ組織Y以外のテロ組織や爆

弾テロ以外の事件も含む)に関する情

報

山テロ組織Yに関連する情報

これらの倩報は,新問のデータベース

検乗やインター・ネットをピを利用する

と比較的容易に収集できる.佳た,基本

的左情報については,"TERRORIST

GROUP PROFILES"(米国国防総

省市D,"PATT五RNS OF GLOBAL

TERRORISM"(米国国務尚刊),「国

際テロリズム要覧」(公安調査庁刊),

海外安全対策と情報収集⑤

69

'99.4 話安7井ーラム

「世界過激派事典」(共同通信牡刊)等の

資料を利用するとよい.

次に.収集した上記の情報を元に,こ

の組織が行弓てきたテロ行為や組織の特

徴女どを考察Lてみる.

化】テロ亭件については,以下のよう女

亭項を中'Dに整理してみるとよい。

(Σ)、、つ

②ピこで

首都,地方都市,都市近郊,山問地

城,農村地城,テロ組織支配地城など

③どのよう女ターゲット(施設)を

政府施設,軍・誓察施股,発電所,

パイプ・ライン.駅,鉄道,空港,

ス、・パ、、・ヤーケット,外国政府施詮

(大使館,蛤領事館,文化会館,駐留

軍事施設等).外国企業施設(事務所,

工場,プラント等)など

④どのよら左形態の攻撃か

爆引μテロ,自動車爆彈,手ま氏爆彈,

放永,襲繋,占拠・入質,誘拐左ど

⑤被害の状況は

⑥どのよう立旦的で

組織の勢力詰示やアピール,外国企

業へのダメージ,政府へのダメージ

(外田企業の投資や進出妨害,撤退等

によるダ〆ージを含む),開発プロ

ジェクトの阻止や妨害,反米醐争,異

教徒への攻撃,身代金や革命税むどの

板橋 功
資金撰得左ピ

住)含た,テロ組織Yの特徴について

は,上記の考察とも一部閏述するが,以

下のよう立項目を中心に整理してみると

よい。

Φ組織諾成の経緯や変遷,背景

●活動の目的

●勢力

④主む活動地城

⑤主む攻柴手法

@過主の主左事件とナーゲット

⑦関係する他のテロ1旦織

この胡織の活動に連動して,他のテ

口級織が恬動する可能性があるか?

この場合,共闘する他のテロ1旦織が連

動する場合もあるし,反目するテロ粗

織が存在を誇示するためにテロ行為を

行うこともある.

⑧政府との和平交渉の有無や状況

和平交渉中でも,交渉を有手1」にする

ためにテロ行為を行0たり,和平交沙

に反対tるメンパーがテロ行為を行.

たりすることもある.

⑨外国楢益や外国企業,とリbけ日オ寸艶

益や日本企業に対tるスタンス

外国揣益や外国企業をどのように捉

えているか.日判担益や日本企業をど

のように捉えているか。過去に,外国

梅益・外国企業や日本楢益・日本企業

を非難する声明やこれらを攻撃の対急

とtる活動方針等を出Lていないか.

O st叩3 自社の状況把握

X国や周辺国における自杜の活動状況

を,改めて竪理して羚く.

Φ拠点,関連会杜の概要

・形態(事務斯'工場、プラント等)

・自牡の駐在員や家族の人数

関連会牡の駐在員や家族の人数

・現1也職員の人数

②X国や周辺国への出張考の状況

③事業恬動の内容

特に、 ODA間係事業の有無や呪地

国政府プロジェクトの受注の有無。

④現地パートナー企業の特徴

現地政府裂人と閉係する企業か,現

地政府からの受注が声い企業か,モ見1也

の尉閥系企業かなど.

⑤現」也での位置付け

現尉岳寄1)の企業としてみられてい

ないか,代表的な外資系企業として位

置付けられてい女いか女ピ。

⑥労使間の耽況

最近,大量解雇を行ウていをいか,

労使問で大きな問題が発生Lていむい

か,労例1組合の上部団体ほどのよう女

団体かをビ,

⑦主女事棄活動地城

都市部,山問部,全土で事宗恬動を

展閉左ビ.

こ九ら一連の作業(steP1 』 3)は,

見,大変女作業に見tるが,日頃から情

報収撫を行「ている担当者にと?ては,

大した作業ではなく,特に,専任の担当

者が,口頃からこのような作業を繰η返

していれば,清報のストックや知識,ノ

ウハウもあり,数時間で行之る作業であ

(次号に続く)る。

【制公共政策調査会第一研究室長】

コラム企業の安全対策 6D
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コラム企業の安全対織刀

4 情報の活用(承前)

O steP4 自社への影響の分析と対策

(情報)

最近, X国で反政府テロ組織Yの活動

が活発化Lてきておη.同国内で爆弾テ

口が頻発してきている。

Stepl~3 までの作業を行ウてくると.

この情報が,自社にどのよう女影響を与

える可能性があるかがおほろげ左がら見

えてくるはずである。

そして,自牡や闘連会社の施設や駐在

員,家族等がこの組織のテロ行為の対訣

に女0たり,巻き込まれる可能性がある

かどうか,その場合にどのよう女攻撃が

考えられるか,また.ピのよう女注意喚起

や対策を行うたらいいかなどを,これ字

でに聾理Lた情報をもとに考えてみる。

*稿では,以下の5うのカテプリーに

分けてそれぞれ考足てみたいと思う。

1 白牡の事務所や工場施設むど(以下

「拠点等」という)がターゲットに女

る可能性があると考えられる場合

ii 自杜の駐在員や家族等がターゲット

に女る可能性があると考えられる場合

m 自牡の拠点等が直接的女ターゲット

に立ることはないが,巻き込きれる可

能性があると考えられる場合

iV 自社の駐在員や家族等が直後的女

海外安全対策と情報収集⑥
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ターゲットに左ることはをいが,巻き

込まれる可能住が考え島れる場合

V 特に影響ば書えられ女いが,注意を

喚起しておく必襄があると考えられる

場合

Q}自社の拠点等がナーゲットとなる可

能性がある場合

Φ状 況

以下のよう女状況がある場合には.こ

のケースを労えて対応する必要がある.

・脅追状や脅迫電話がきている

・声明等で自牡や日本企業を名指しして

いる

・同じよう女スタンスにある外国企業が

現に被害にあ0ている

・テロま且織YがODAを批判しておη,

自牡もODAに関係Lている

・現耐d往と非常に緊密左外国企業と見ら

れている

・現政府にとウて,非常に重要女プロ

ジェナト(発屯施設や開発女ピ)に関

係Lてぃる

②攻繋の形態

テロ組織Yがこれまでに行ウてきた攻

撃の形態にもよるが,ー・般的には次のよ

うをものが寿えられる.

・拠点等に爆発物が仕掛けられる

・拠点等が襲繋される

板橋 功
・拠点等に駐車中の車両等に爆発物が仕

掛けられる

,拠点等への手紙爆弾の送付

・拠点等への放火

@対策.括匝

対策や措置に0いては,本牡と現地の

双方が考tる必要がある.多くの場合,

現地の事情は現地が一番良く知うている

か島という理由で,対策や措置を現地任

せにしがちであるが,現地における対策

や揣重についても,基本的なことは,あ

る程皮本牡の安全対策の専門家が立案

L,現地に提示するとよい。もちろん,

現地の情勢や特性を考慮すること社重要

であるが,殆どの駐在員は安全対策の専

門家では女いし,客観的む立瑶からのア

ドパイスも非常に重要であるからであ

る。

また,場合によウては家族や駐在員の

一部退避を検肘L左けれぱなら女い事態

も考tられることから,現地任せにする

こと女く,最初から本社が精極的に関奇

しておくことが重要である。さらに,必

要に応じて,セキュリティ・コンサルタ

ントの丁ドパイスを受けるとよい。

ア)本社における対策,措置の例

・現地拠点,駐在員等への注意喚起

本社から見た現状今折,対策・措置

(下記イ参照)等を含むもの

.日本や近隣国等からX国への出張者

の把握や出張制限措置

,出張者への注意喚起

74 コラム企業の安全対策

・最悪の慕態を恕定した対応プランの

策定

女ど

イ)現地における対策,措置の例(本

牡で立案,細部は現」也で投討)

・現地瑞察や日本大使館節への通報,

相鯵

・普備体制の強化

・入退出管理の強化

・警備員の巡回轤化

・拠点内及び周辺における木審物,

不書者,不審車両等の監視

・駐車場等の監机強化'警偏員等の

配置

コラム企業の安全対策促の

コラム企業の安全対策

4 惰報の活用(承前)

O S也P4 自牡への影響の牙析と対策
②自牡の駐在員等(主店長や現地法人
牡長を含む)やその家族等がターゲッ

トに女る可能性があると考えられる場

海外安全対策と情報収集⑦

フフ

況

以、Fのよう女状況や兆候がある場合に

は,このケースを考えて対応する必要が

ある。

・特定の駐在員等を名指Lした.あるい

は駐在員等を狙う旨の脅迫状や脅迫電

話が自宅や拠点に来ている

・声明等で特定の駐在員等を名指しして

いる

・自宅等に不審女電話がかかうてきてい

る

・同じようなスナンスにある外国企業の

駐在員等やその家族が現に被害に遭0

ている

・自牡の拠点等が前号Π)①の状況にあ

,),またテロ'R織Yが個人をターゲッ

トにした攻撃を行ったことがある場合

②攻撃の形態

テロ組織Yがこれまでに行うてきた攻

撃の形悲,特に個人を対象にした攻撃の

有無や形態にもよるが,一般的には次の

ようをものが考えられる。女お,駐在員

等は当然のこと女がら拠点においても活

勣していることから,前号n脚の攻撃形
態も考え島れる.

・駐在員等の自宅に爆発物が仕掛けられ

女ど

・郵便物等のチエック

・車而の誓理・点検の弦化

・脅迫電話等への対応要領の確課

・避難計画等の確認

・駐在員やモの家族,牡員等への注意

喚起

④拠点等が攻撃を受けた例

日系企業の拠点等が,喧接ターゲット

と女0たテロ事件には,

019辞年日系自動車会杜工場襲撃亭件

(り゛)

01987年日系銀行支店爆破事件(り?)

01990年日果ホテル燥破事件(マニラ)

01990年日系自動車販売会牡屡示場爆破

亭件(マニラ)

女どの事例がある。 (次号に続く)

{財公共政策胴査会 第一研究室畏】

'99.6 治安ワヰーラム

る

・牡用車や自家用車に爆発物が仕掛けら
れる

・駐在員等の自宅付近に駐車中の車両に
爆発物が仕掛けられる

・駐在員等の自宅への巽撃
・駐在員等の自宅への放火

・駐在員等宛の手躯爆弾の送付

・駐在員等やその家族の誘拐

③対策,措砥

駐在員等の個人がテロの対象と女る可

能性がある鳩合には,駐在員等の本人だ

けでをく,家族にも十分に状況を認識さ

せ,注意をする必要がある.特定の駐在

員等を名指ししている場合には,家族は

もとより,駐在員等の本人も早期に帰国

きせることが望含しい。また,漠然と駐

在員等をターゲットにする旨の脅迫や声

明が出ている場合には,家族にういては

早期に帰国させ,駐在員等については状

況により,一部の駐在員等の帰国や第三

国への一時出国等の措置を講じる必要が

ある。この場合でも,現地任せにするこ

となく,本社において十分女サポートを

行うことが重契である.

ア)本杜における対策,詰置の例

.見1也拠点,駐在員等への注意喚起

本牡から見た現状分析,対策・措置

(下記イ)ーウ)参照)等を含セもので

あり,特に誘拐事件の〒防のための具

体的対策

、駐在員等の特寔の個人が名指しされて

板橘 功
いる場合には,モの家族及び本人の帰

国勧告,及びその他の駐在員,家族へ

の措臣

・日本や近隣国等からX国への出張者の

把挫'出張者への注意喚起,場合に

ようてほ出張制限措置

・最惡の事態を想定した対応プランの策

定(含U,誘拐事件河応)

女ぞ

イ)現地拠点における対策.搭置の例

概ね,前号n1③ア)と同様であるが,

特に,誘拐事件の可能性を考慮した対

策,措置を鵠ヒておく必要がある。

また.駐在員等やその自宅の警偏強

化,場合によ0ては駐在員等やその家族

の帰国や第三同への一時退避措置を篇じ

る必要がある。これらも,駐在員等やそ

の家族任せにすることなく,拠点として

対応tることが重要である.

ウ)駐在員等及ぴモの寂族における対

策,措置の例

このよう女兆候がある場合にけ,何れ

にしても家族については帰国するのが望

ましいが,あえて残らざるを得女い場合

や駐在員等の本人が帰国や第三国へのー

時退避措置を講じるまでの必要が女いと

判断される場合でtl,以下のよう女対策

や措置を行う必要がある。

・自宅の晋備の弛化

・自宅の防犯設備の再点検

・郵便物はできるだけ全社宛にする

H旦し,全牡では郵便物のχ線装置

等を用いたチエ・りクを行うこと)

・不密女手紙や荷物捻,朋封せずに会社

に連絡tる

・犯行前には,前兆があることが多いの

で,この前兆をつかむよう,常に周囲

に注意を払うこと

-14-

・自宅や拠点の回ηに不審む人物がい女

いか,あるいは不審車両や不嘗物が置

いてむいか白ら常に注意する

・行動,゛ターンの不規卸」化

通勤経路や通勤時問の木規則化

特寔の駄食店やゴルフ場は避ける

(できるだけ白備するのが望ましい)

・行動于寔は直前まで明らかにし女い

・車を使用する場合には,十分にチエッ

クしてから使用する

をど

④駐在員等がターゲットになうた例
支店畏や駐在員等が,直接ターゲット

とむうた亭件には,

1978年日系1社社長誘拐・殺害事件(エ

ルサルパドル)

1978年ヨ系1社取締役誘拐事件(エルサ

ルパドル)

19肌年日系電尋全社社長襲撃,誘拐朱遂

事件(コスタリカ)

1986年商社支店長誘拐亭仲(プ'りピン)

1987年日系県行支店長襲撃事件(ペルー)

19鵠年商社事務所長誘拐事件(ラオス)

19駐年電椣会杜技術者誘拐事件(コロン
ピア)

四蛇年自動車会牡牡員嬰撃事件(コロン

ピア)

1996年日系電機全社牡長誘拐亭件(メキ

シコ)

19町年建詮会杜事務所長誘拐亭件(フィ

リビン)

女ビがある.こ北らの中には,テロι且織

による亭件,あるいはテロ組織が閥与L

た事件かど3か明らかではをいものも含

まれているが,駐在員個人をターゲリト

にしたテロ行為として,特に注意し女け

れぱ女ら女いのが誘拐である.

【助公共政策調査会第一研究室長】

ロラム企業の安全対棄 75
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コラム企業の安全対策卿

4 情報の活用【承前)

O st叩4 自社への影響の分析と刈策

f引自牡の拠点苓が直接的なターゲット

には左島ないが巻き込立れる可能性が

あると考えられる場合

Φ状 況

反政府テロ'且織Yが,例えぱ反米も掲

げているよう女場会.次のよう女状況の

時には,このケースを考えて対応tる必

要がある.

・自牡の拠点等が,テロ組織Yがター

ゲットとしている,あるいはターゲッ

トにしそうな企業や政府施設,米国政

府在外施設等と同ヒピルに同居してい

る場合

・自社の拠点等が,テロ組織Yが少一

ケ'ツトとしている,あるいはターゲッ

トにしモう女企業や政府施詮,米国政

府在外施設等に近接している場合や近

接Lたピルにある場合

女お.ターゲットにむりやすい米国闘

係施設として,下記のようなものがある。

・米国在外曇館(大使館,総領事館等)

・米軍基地やN連施設

・米国の航空会社の拠点

,その他.米国を象徴するよう女企業の

拠点

海外安全対策と情報収集⑧
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よって,こ九らの施設が自杜の拠点と

同じピルや近隣に存在Lてい女いかどう

かを日頃から把担しておくことが重要で

ある。輩た, X国以外の国でこれらの施

設をターゲットとする場合もあるので,

この点も考慮する必要がある。

②攻撃の形態

Q辺の場合と同様に,テロま駁血Yがこ

れまでに行うてきた攻撃の形態にもよる

が.一般的には次のよら女ものが考尤ら

れる.

・X国政府施設や米国政府在外雄設,企

英等(以下,「施設等」)に爆発物が仕

掛け与れる

・施設等に駐卑中の車両に爆発物が仕掛

けら九る

・詫設等への襲撃,占拠

・雄設等への手紙爆弾の送付

・施設等への畝火

③対策,捨置

特にこのケースの腸合には,自社が直

接的女ターゲットになうているわけでは

をいので.自社の努力だけでは防げない

という而がある。そこで.自社拠点にお

いて対策、措盃を購じるとともに,当該

施設や他社とも協力Lて対応tることが

重要である。

板橋 功
ア〕白社の拠点がピルに入「ている場

合の対策,措匿の例

・ビルの笥備体制強化の要請

ビルの所有者や管理全社,当舷施設

に対して審備の強化を要請する.この

場合,他の企業とも仇力Lて行5こと

が重要である.

・当該施設への情報提供の要請

当詰施設に対して,閏連する情報の

提供や状況の説明を逐*行うよう要請

tる。

・かをり危険が高いと判断さhる場合に

は,事務所の秒転や一時的を閉鎖等の

措置も考之る必要がある.

イ〕自牡の拠点が工場や単独のピル等

の場合の対策,措置の例

・当舷施設の警備体制強化の要謂

当該施設に対して警備の強化を要誹

する.この場合,近隣の工場やビル等

とも協力して行3ことが重要である.

゛た,当然女がら自社の拠点において

も(U③イ)で指摘Lた対乗,推置を謡

じる必要がある.

・当該施設への情報提供の要請

・か女り危険が高いと判断される場合に

は,当該施設に而した塀の強化や防談

盤の設置,窓にシールドを施tをゼの

措置を考える必要がある。

④拠点等が巻き込三れた例

日系企業の拠点等が,巻き込'れた主

なテロ事件には,

019釘年金融街繰破事件(シンガポー

74 企業の安全対策コラム

ル,日本の銀行の支店むどが入居して

いるピルで発生)

01992年りマ中C,街での爆弾テロ事件

(りマ,日本企業が多散入居してぃる

ピルでも壁や窓が損壊するなどの被害

が出る)

01992年金融街シテ'爆弾テロ亊件【ロ

ンドン,日*の複数の鯉行が被害を受

け,邦人19人が負傷する)

01993年金融街シティ爆弾テロ事件(ロ

ンドン,日本の銀行の事務所が大破す

る)

019蛤年NY貿易センターピル爆破事件

(ニューヨーク,銀行等を中心に約50

牡の日本企業が入居しており,被害を

受ける)

01997年スリランカ爆,Ⅲテロ事件(コロ

ンボ,ホテルに淋在中の長期出張者等

7人の日本人が負傷し,日本企案が入

居するピルでも壁や窓が損壊するをど

の披害が出る)

019蛤年ケニア・タンザニア米国火使館

同n寺爆破事件(ナイロビ,ダルエスサ

ラーム,日本企業が入居Lているビル

等で堅や窓が損塩するむどの被害が出

る)

女ビがある。

幸いにして,これらの事件では三本人

駐在員の人命が失われてはいないもの

の、負傷者が出たり,事棄活動に大きな

支障をきたすをどの披害が出ている。

【財公共政策鯛査会第一研究室長】

コラム企業の安全対細Φ

コラム企業の安全対策

4 情報の活用【承前)

0 5teP4 自牡への影響の身折と対策

圃自牡の駐在員等(支店長や現地法人

社畏を含セ)やその家族等が直接的女

ターゲ・ゾトに左ることは立いが,巻き

込まれる可能性があると考えられる場

海外安全対策と情報収集⑨
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況

反政府テロ'且織Yが,以下のような施

股等を過去に攻撃対*としたことがあ

り,現在,活動を活発化させている場

合,あるいは活発化する可能性が高い場

合には,このケースを考えて対応する必

要がある。

,杢港,航空桜

・鉄道やパス等の交通機関

・ショッピングセンター,デパート

・現地国政府施設

・外国政府施設

・ホテノレ

・モの他,名指Lしている施設等

このケースの場合には,特左企業の駐

在員やその家族等のみ左らず,出張者や

廉行者も同様に巻き込まれる可能性があ

る.

②攻撃の形態

テロ1且織Yがこれまでに行うてきた攻

撃の形態にもよるが.一般的には次のよ

'99.8 治安ワ寸ーラム

うな古のが考えられる。

.ハイジャック

・航空接に対tる繰肌テロ

・空港雄設に封す爆彈テロ

・鉄道やバス及び駅,停留所等への爆弾

テロ

・シヨッピングセンター,デノ゛ート,ホ

テル等に対する爆弾テロ

,現地国政府施詮等に対する爆弛テロ

,米国等の外国政府・企業施設等に対す

る爆彈テ0

板橋 功

等

とも必要である.

そして,これらの情報社駐在員等のみ

ならず,家族や出張者にも周知L,常に

注意を喚起することが重要である.

さらに,反政府テロ組織Yが,国外で

も活動tる能力を持0ている場会には.

世界牛に点在する米国関係施設や米国航

空機等も攻柴対叡と女る可能性があるこ

とから, X国のみ女らず,世界中で賓戒

する必要がある.この場合の具体的女対

策.措置に0いては,本誌蛤年Ⅱ月号を

毒照されたい。

④日本人がテロに巻き込弐れた例

E本人がたまたま巻き込まれてしま0

た主むテロ事件には,

019朋年4 阿クウェート抗空機ハイ

ジやツク事件(パンコク発クウェート

行きのクウェート航空挫がイスラム過

激派によ勺てハイジャックさんる.同

挫には日本人1名が搭乗していた)

019認年12月パンフ/ 1Jカン航空接英国

上空爆破事件【ワランクフルト発ロン

ドン経由ニューヨーク行きのパンアメ

リカン航杢桜に仕掛"られた爆弛がス

コットランド上空で爆発し,墜再。日

本人1名も死亡する)

01989年10月タイ航空機ハイジャヅク事

件レ{ンコク発ミやンヤー行きのタイ

航空機が武装したミャンマーの反政府

系学生にようてハイジャックされる.

同擢には日本人4人が搭乗Lていた)

01991年3月シンガポール航空柚ハイ

ジイ.ソク亭件(クフラルンプール巽シ

@対策、措置

特にこのケースの場合には,巻き込ま

れ女いように常に注意して行動するしか

立い.攻柴対叡とむるようを施設や路線

等をピックァップL,地図上に記載する

をビして.位置を杷担し,できるだけこ

のようむ施設等を避けるように行動す

る。

*た,例之ぱ,反政府テロ'轡哉Yが反

米も掲げている場合には、米国政府在外

施設や米国を代表するよ3な企業の施設

等の米国描益は.攻莱対象と女りやすい

ことから,これらの施詮の所在に0いて

も.把握する必要がある。

これらの施般が拠点や自宅の近騰にあ

る場合には, W途と同様の措霞をとるこ

ンガボール行きのシンガポール航空抽

が武装したバキスタン人によ「てハイ

ジ¥ツクされる。同披には日本人12人

が搭乗していた)

01994年12月フィリビン航空機内爆発事

件(ヤニラ発成田行きのフィリピン航

空接内で,イスラム凍理主錘過激派が

仕掛けた爆弭が爆発し,日本人1名が

死亡,10人が負悔tる)

01996年」2月パリ,ポール・ロワイヤル

駅操弾テロ事件{パリの高速地下鉄の

ポール・ロワイヤル駅て,イスラム原理

主畦過激派が仕掛けた爆弾が爆苑,日

本人誠行者4人も軽傷を負5。〕

01997年10月コロンポ・タミノレ人過激派

爆弧テロ礁件(スリランカの首都コロ

ンポの官庁街で「タミル・イーラム解

放の虎」が仕掛けた爆弭が爆発し多数

の死傷考が出て, E本人7 名も負傷し

た)

01097年11月エジプト・ルタソール外国

人観光客処撃亭件(エジプト・ルク

ソールでイスラム啄理主義過散派が外

国八観光客を嬰撃,日本人観光客も10

人が死亡し,1名が負傷する)

01998年8月ケニア,ナンザニア米国火

使館伺時爆破亭件(ナイロビ及びダ

ル・エス・サラームの米国火使館が同

時に爆破され,約2印人が死亡,5.000

人以上が貞傷した。ナイロピ在留の日

本人1名も経傷を負う。)

女ピがある。

【財公共政策調査会第一研究室長】

コラム企熊の安全対築 75
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コラム企業の安全対策柳

4 惰報の活用イ承前)

O st即4 自社への影饗の分析と対策

伍1 特に白社への彰響ほ考えられをい

が,庄意を喚起しておく必要がある場

合

今回例に挙げた情報のケースで考えれ

ぱ,テロ組織Yが,ー・部の山岳地帯や島

むピ.通常は駐在員や出張者が行か女い

ようむ限定した特定地城のみでテ冒活動

を行0ている場合左ピで,通常の事業活

動や生活を行うている上では,自杜の拠

点や駐在員等がテロ'且織Yのテロ行為の

攻撃対象にをうたり,巻き込まれる可能

性は少女いが,在留している駐在員等や

出張者が知「ていた方がいい場舎などが

ぢぇられる.

このよう女場合にほ,毒考情報として

このような状況が存在することを駐在員

等や出張者に周知L,私的む旅行女どに

際してもこのよ5な地城への立ち入ηを

避けるように注意喚起を行う程度の措誕

を行えぱよい.

5 本社からの情報提供

本牡における海外安全対策の一環とし

て,関連都暑や在外拠点,駐在員等に情

報捉供を行0ている企業も多いと思う。

しかし,「新聞の記事に出ていたので参

考ミでに」,「外務省がこういう情報を出

海外安全対策と情報収集⑩

'99.10 治妥7 "・ーラム

しているので魯考までにJ'「セキュリ

ティ,コンサルタントの情報を毒考まで

に」と,外都の機関から突出された清報

や報道記事の切り抜き,コピー女どの

"生の情報"をそのまま硯連部署や在外

拠点,駐在員等に配布Lているケースが

殆どである。

本杜の担当者サイドでは,その情報を

配布することで,注意を喚起した1),あ

るいは何らかの措置を講じてくれること

を期待して発出しているのかもしれ女い

が,受け取0た側はあまりビンとこむい

場合が事い。何故むら,モのよう女"生

の情報"のみであれば現地の報道等で承

知Lている場合も多いし,安全対策を行

らために現地に赴任しているわけでは女

いので,「モれで,ぞうしろというの?」

ということに女る。ゆえに,「全く意味

が女い」とは言わ左いが,あまり役には

たたをい場合が多い.

それは,新聞や雑誌女どからの情報は

もちろんのこと,外務省やセキュリ

ティ,コンサルタント女ぞからもたらさ

れる専門惰報であ0ても、そのほとんど

は自杜(一企業)の立場や状況を考慮L

て情報を収集し.提洪しているわけでは

女いからである。そのため,これらの惜

報を自社の海外安全対策に活用するため

板橋

-16-

功

めてのことで南η」ということになる。

もちろん,遭わ女いにこしたことがをい

わけであり,そのための于防的女措費を

講じることが重要である.しかしむが

ら,も L遭遇してし*うた場合には,否

が応でも対応を迫られることに女り,そ

の万がーの時に備之ることも企業の安全

対策部暑の重要な役割で島る。

特に,他牡の事例は,客観的女視点で

身析て,きるし,万が一伺様の哥件に自杜

が遭遇してしま0た場合の対応を考える

陳に,あるいは対応?ニニアルを作成す

る際にも事くのヒントを与えてくれる。

また.予防的左措置をとる際にも非常に

役にたつことが多い.在ぺルー日本大使

公邸占拠・人質事件の時にも感じたこと

であるが,事件に直接問係のをい企業に

おいては,このようを大き左帯件が発主

した場合でも.「他の企業のこと」とし

て,島まり闡心を持たない場合が声い。

しかし,こういう桜会にこそ'他人事

と思.わずに,自壮で発生Lた場合に置き

換之て対応を考えて児ることが安全対策

の向上に繋がるものと考える。明ヨはわ

が身なのかもしれ女いのである.

故少女い日本の企業の安全対策担当者

の方々が,日々,自牡の杜風の安全を硫

保するために頑張うている委を見ると,

この分野の研究者として本当にうれしい

ことである.

最後に,中央アジアで囚bれの身と

女「ている邦人4名の早期の無事解放を

お祈りしたい。

【棚公共政黄調査会第一研究室長】

には,自牡の情報に置き換える作業,す

立わち身析作業が必要と左るのである.

モこで,「最近, X国で反政府テロ組

織Yの活動が活発化Lてきてお1),同国

内で爆弾テロが頻発してきている.」と

いう情報を例に取η上げ.その分析手順

を検肘してきた【水誌99年3月号より 8

月号を參照).

これらの Stepl-steP4 立での作業
は,一見火変そうに見えるであろう。報

這や外務省,コンサルタント等から,

日々入弓てくる世界各地の情報につい

て,ー々このよう女分折を行うことは不

可椛と思、われるかもしれない。しかし,

記事や情報を見た踊問に, stepl

~steP4 までのある程度の分析は,頭の

中で瞬時に行うことが可能であη,この

よう女作業を行うことにより,情報の取

捨選択を行5と共に担当者の知識・ノウ

ハウとして著精される.

そして.自社に直接的あるいは問接的

に影塩を及ほt可能性があるよらな場合

や,駐在員や関係老に注意を促す必要が

あるよう女場合に0いてのみ補足の情報

収集や分析を行えぱよい。この作業も,

日頃からこのよう立業務を行弓ている専

任の担当者であれば'情報のストックや

知隙ノウハウがあるので,それほビ大

変をことではない.

このよう女作業を経て,情報をプレイ

クグウンし,具体的立対策や措置,アド

パイスなどが盛"込三れた情報が本杜か

ら送られてくれぱ,さすがに現地でも注

0ラム企業の安全対策66 コラム企業の安全対策

意をしたη,何らかの措諺を講毛ようと

考えるであろう.

本牡の担当者は,とかく「現」也のこと

は現地が一番よく分か0ているのだか

ら」と考えがちであるが,それは短絶的

すぎると思.う.現地で生活していると,

卿也のことが見え女く立0てくるという

こともある.また,現地に受魅を感じ,

パイアスがかかることもある。とかく安

全に師してはそういう傾向が強い.そこ

で,本牡が客観的に分析し,アドパイス

を行うことが重要をのである.モのため

にけ,本社サイドでも,常に外務省やコ

ンサルタント,報道等から多角的に情報

を収集し,整理・分析を行0ておくこと

が必要である。

6 おわりに

本コラムでは,これまで10回にわたη

水牡の海外安全対策担当者の情報収集と

その活用について検討を行うてきた.

著者は,日々の惰報収集・分析こモ

が,本牡悔外安全対策担当者の実務の基

本であると考之ている.このよう女基本

的む作業女くしては具体的女対策・措置

の立案やアドパイスを行うことはできを

いし,自牡独自のヤニュフルを作成tる

こともできをいと考之る.羊してや事案

発生時の対応もままをら女いと考忠る。

ただ,残念女ことに,このよう女分折

作業を行い,情報を活用できる担当者は

現狂の日本には数人しかい女いのが現状

である。

【財公共政策調査会第【研究室長】

コラム企業の安全対織の
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中央アジアのキルギスで,邦人4名が

竝致される事件が発生した.本稿執筆中

の現在もまだ解放には至0ておらず,長

期化の様相を呈Lている。一日も早い無

事の解放を折るのみである.

日本人は,「和平」とか「援助」と

い0た言葉が非常に好きであるように忠

う。このよう女言蕪は一見,きれいに聞

こえるし,明るいイメージを抱かせる.

しかし,こ九らの言棄は,同畔に危険を

はらんでいるということを認徽する必要

がある。す女わち.「和平」というのは,

現実に「霜争」が存在Lているからこモ

和平交渉が行力九るのである。

そして,亨くの場合,この「和平」に

反,.1する人遼,あるいは勢力が存をし.

このよう女勢力は往々にして武闘派であ

り,テロをも辞さ女い過淑派である場合

が声い。「和平に賃献する」ということ

は,これらの勢力とも対岬tるというこ

とを意眛しているのである.また. OD

Aにしても,当然のことなが巧相手国政

府に対Lてなされるわけであり,反政府

勢力か右tれぱ, r敵」を支援している

ということに女る.

私は,このような論理を容認するつも

りは毛頭女いし,また,だからとい0

て,「和平に貢献することはいかん」と

か,「援助をするべきで立い」というこ

最近のちょっといい話

89

'99.11 治安7 井ーラム

とを言ウているわけでは女いので.モの

点は誤解をしむいで欲Lい.こういう側

而も存在するということを認識し、しか

るべき措置を講じておくことが重要であ

るとい5ことを言いたいわけである。

ところで,最近うれしい出来事が二0

あうた.ーうは,ある大き女企業〔以

下,「A社」とする)の安全対策を担当

されている方が部長に昇進されたことで

ある.

この力は, A牡が1991年に安全対策セ

クションを創股して以来の拒当者であ

り,もう8年にわたηA牡の安全対策を

中.0と女「て担当され,その基礎から築

かれてきた方である. A杜の安全対策七

クションは,海外安全対策のみならず.

国内外の安全対策を対急とし.三た関達

会杜玲0牡を含めたグループ全体を対象

としている.いわぱ,企業における総合

的女安全対棄ーコーポレート・セキュリ

ティーを推迭している企業であり,日ホ

企業の安全対築分野における先進企業で

ある.

発足当初から,社内の事業所や在外拠

点'グループ企業に対して横極的に情報

発信を行ってきており,白牡独自の安全

惰報を発出できる数少女い企業である.

最近て・は.これらの愉報をデータ・ペー

ス化し,イントラネット上のホームペー

板橋 功
りを通ヒての憤報提供も行ウており,毎

臼約800件のフクセスがあるそうである.

また.社内・グループ内からの相駛や問

い合わせ,情報提供も活晃に行力れてお

り,一方的女情報提洪では女い双方向の

コミュニケーションを実現しており.い

かに社内,グループ内で定薯し,信韻さ

れている組織であるかがbかる。

湾岸危提・戦争を契機として,1991年

頃から海外安全対策セクションを新設す

る企業が多数あ「たが,殆どの企業で

は,担当老が靴年ごとに讐わ弓てしま「

たり,最近の不況で,セクションすら無

く女0てしネ「ている企業も少女くない

中で,8年間にhたり一貫して安全対策

の摘築及び推迪に頑張ってこられた担当

者の方が着実に昇地するということは本

当に5 れしいことであり, A壯の「壮員

の安全」に対する積極的な姿勢や幹部の

認識の深さを改めて感じた次第である。

もうーつは,ある商牡の担当老の方

が,キルギス邦人控致事件のクロノロ

ジーを作成していたことである。もちろ

ん,報道を通ヒての情報が中'Dとむるの

で,事件の一端を見ているに過ぎをいこ

とは匝かであるが.そhでも亭例を丹念

に分析することによη,多くの教訓を見

いだtことができると考える。

声くの駐在員や出張者を海外に出して

いる企業でも,謡拐や技致亭件女ピの火

き左事件に遭遇,ることは滅多に女いこ

とであり,自らの経験に学ぷ披会はほと

んピ女いと言0てよい。ゆえに,事件に

巻き込まれてしまうと,「なにぷん,初
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9月30日午前10時30分頃,京海村の」

C0東海事業所で配界事故が発生した。

私は,この事故は眼後是大の国家的危援

事象であうたと思う。何故女ら,版神大

震尖や地下鉄サリン事件よりもはるかに

火き女粧害をもたらす可能性があウたの

では左いかと考tているからである。数

万人あるいは数十万人の国民の生命が危

険にさらされ,数世代にわた0て影響が

出る可能性を否定でき女い事叡であ0た

のではむいだろうか。幸いにも,最悪の

惨事に林重らずに危撲を収東tることが

できたが,少むくとも醜界状態が止まる

までは,危機的状態が続いていたものと

考える.

「臨界」,一般的には聞き慣れむい言

葉であるが,たまたま私は以前に鳳子力

にウいて少し勉強Lたことがあり,おほ

ろげ女がらも基礎的な知話があうたの

で,事態の寓火性をすぐに認散すること

ができた.

今回の事故で,手厶が「醜界」という言

葉を初めて聞いたのは,午後2時40分頃

から行われた科学技術庁事務次官の会見

である.にbかに仕信じがたい事愈であ

η,この言葉は,過去に発生した国内の

億子力事故とは1激に女ら女いほビ重六

女事態が発生Lたことを示岐している.

何故女ら,モれは原子炉外でしかも無制

御状態で,披分裂反応が連鎖的に続いて

いることを意味しているからである.

戦後最大の危機事象

'99.12 治安7すーラム

ウラン235やプルトニウム239は,中性

子を吸収すると原于核が不安定立状態と

をり,原干核内で激しい振動が起こり,

2つの頂子該に分裂L,その際に2-3

個の中性子が放出される。す女bち,1

恒の中性子が吸収され,核分裂を起こす

毎に 2 -3個の中性子が放出され,これ

らの故出された巾性子が再びウラン2飾

等に吸収きれ核分裂を起こす。ゆえに,

中性子が他の物質に吸収されたり外に逃

げ捻ηし女い限η,連鎖的に枝分裂反応

が絖くことに女る。また技分裂の際に

は,大量のエネルキーを放出tることか

与,連鎖的に枝分裂を起こせば英大女工

ネルキーを得ることができる.

ところが,二つに分裂した頂子推は.

モ九ぞれが頂子核とな0て,放射能を持

ち人体に影響を与之る放射線如線とγ
線)を放出する放射性物質が生成され

る。この核分裂生成物が,いbゆる「死

の灰」と呼ぱれるものであり,ストロン

チ具ウム即や90,ヨウ棄131や132,セシ

ウム137女ピである。

tな力ち,核分裂によη,Φ中性子の

放出{連鎖性},②大量のエネルギーの放

出,③放a姓物質の生成(人体への影響)

が起こるわけである。Φと②の特性に着

目したのが原子力発電であη,1^の

特性に着目Lたのが原〒爆弾である.

今回のJC0東海事業所内で起こうて

いたことは,運鎖的な杖分裂反応であ

板橋 功
り.その親模や速度には差があるもの

の,起燦装置の鰍いた原子爆弾内や運転

中の原子炉内で起こる現叡と原理的には

全く同様の現象が起こ0ていたわけであ

る.す女bち,Φ中性子の放出,@大量

のエネルギーの放出,●放射挫物質の生

成が連鎖的に藷いていたわけである。

今回の「事件」は,単に原孑力稟故で

許まきれる類のものではない。 JC0の

ずさん立作業や晃生後の対応は胎外であ

り.「原子炉等規制法遠反」や「案務上

過失傷害」女どで済まされるようをこと

ではむい.オウム真理教のテロ行為にも

匹敵する,あるいはそれ以上の事叡を引

き起こした責任はあまηにも匝い.今回

の「事件」で明らかに女0たことは,い

とも簡単に「披テロリズム」を引き起こ

すことができるということであη,まさ

にJC0がこれを証明してしまったので

ある。

このよう女ことを書くと,テロリスト

達に手の内を教tることに立ると思,われ

る方がおられるかも知れ女いが,テロリ

スト達は当然,このような視点でこの

「事件」を見ていると考えた方がよい。

◆と女0ては,その可能性を考之,于防

策や発生時の対応策を真剣に考えること

の方が重要である.ゆえに,米国をはじ

め世界中の政府披閲が関心を持ち,注視

したのであろ5。

我が国は.世界で物めて平時の都市で

C (化学)テロを経験L,◆度は,住宅

街でN (枝)の被害を経験してし*0た

のである。そして,オウム真理教は世界

のテロリスト達が化学兵譽を用いたテロ
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行為を起こす可能性を高めてしま0た

L, JC0はその手法と宥効性を示Lて

しま0だのである。

ところで.今回の「事件」で,出動L

た救急朕員3名が不幸にも按爆してし

まったσ C0は,被爆事故であると認

識していたにもかかわらず,意醒的に被

爆の事実を興,し,こ九が被害を拡大Lて

しまウたbけであη,言語道断である).

また,地下蚊サリン亭件の際にも,現場

に俳場Lた曹察官や梢防・救急隙員逹が

被害を被っているいる.

牧が国は,このよう女NBC (杖,生

物,化学)テロやNBC災害が発生Lた

場合の初期対応について.もっと真剣に

宅tるべきである.

例えぱ,世界第2の原発大国である7

ランスでは,このよう女事蝉が尭生した

場合には,内務省市民安全局直轄の災害

対応部鰍〔軍隊では女い)が真0先に駆

けうけ,付近の状況把握や救助活勧,除

染作業等を行うシステムに女うてぃる.

この部隊は内務火臣の命令にとη,あら

ゆるタイプの大規梗災害 0也震,洪水,

化学亭故,枝事故)に封応する都隙であ

り,必要女装備を備之ており,海外の美

害にも派遣される.

この部隊の中には技術災害対応部隊が

設けられており,技術的尖害則BCテ

口による被害を含む)に対応するための

専門家や匡師,装備を有する化学対応桜

動班と放射1慰'応桜動班各8班で構成さ

れており,数時閻以内に災害現場に投入

tることが可能にむ0ている.

【財公共政策胴査会等一研究室長】

コラム企業の安全対策
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コラム企業の安全対策

中央アジアのキルギス共和国におい

て,イスラム武装勢力にようて竝致さ

れ,最後まで人質と女0ていた邦人4名

とキルギス人通訳1宅が10月25日にタジ

キスタン領内で無事に解放された.8月

23日の1立致以来,63日ぷりに自由の身と

女った5名ほ,此皎的元気で,本当に左

によりであ「た。この抽致事件を起こし

たナマンガニ司令官が牢いる武装勢力と

その家族の火半は' 11月に女りタジキス

タンを撤逼しアフガニスナンのタリパン

支配地城へ移動したそうであり,こh

は,タジク抗一野党のヌリ代表の説得に

よるものと伝えられている。

ところで,イスラム武装勢力(ウズペ

キスタンイスラム痕典運動)の幹部は,

解決後の記者団との電話会見で,「ウズ

ペキスタンの反カリモフ政様運動を盛り

上げるための政怡宜伝が目灼だった」.

今回の事件を通巴て「(ウズペキスタン

の)カリモツ政楼がイスラム教徒にゼの

よう女扱いをしてきたかを世界に知らせ

ることができ,目標は達成さ九た」と

託っており,日本人を人質にした理由に

ついては,「まず,キルギス政府がわれ

bれとの交渉に応じるようにすること,

そしてわ九われの存在を国際杜会に知ら

しめること」と語うている.

もし,日本人が抽致されていなかった

ら,あるいは彼らがあまり意図せずに日

本人を早期に解放していた島,ここまで

国際的にアピールtることが可能であ「
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日本人の利用価値
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たであろうか?彼らが,最靭から日本

人を狙「ていたのか,あるいは竝致した

時点で,「日本人の刑用価値」を理解し

ていたのかどうか明らかでは女いが,こ

の亭件を通じて武装グループや周辺者,

関係国をどが「日本人人質の価値」に気

付いたことは明らか立ようである.

す女わち,今回の事件て慨も重要女点

は.身代金の支払や政治犯の釈放の有無

にかかわら,',テロ行湖における t日本

人の利用価値」を,オサマ・ピン・ラー

ディンをはヒめとする"イスラム・テロ

リスド達が明らかに認識したという点

で島る.

さて,「安全対策の弥イヒ」,「危機管理

体制の強化」,「情報の収集・分析の強

イヒ」,「情報提供の充実」・・・・・,海外で事

件が起こるたび毎に言われてきた言葉で

ある。今回の事件でも,小測総理,青木

官房長官,河野外務大臣力司前0て 1情報

収集・分析能力の強化」,「在外邦人の保

燃t策強イU を打ち出Lた.新聞各紙の

社覗,テレピの解説などでも同様の指抽

が女きれ,「今回の車件の教訓を生かせ」

と書いている.

これらの強化は大いに結構立ことであ

るが,今回の事件は在外公館が無かった

仰ら発生した事件むのだろうか?確か

に,在外公館があ「た方が早梁の悧報収

集力もアップするし,発生後の対応も円

滑に立るであろう.しかし私吐,これが

本質ではをいよう女気がする。

板桶 功
何故,何度経験しても,教訓を生かt

ことができ女いのであろうか?確か

に,海外進出企業や在留邦人が国に望む

ことに,外務省や在外公館による情報提

供がある。しかし私は,外務省は情報提

供にういては非常に良くやうていると思

う.「こ北以上,ピのよう女情報を望む

のか?」と思.う拝どの充実した情報を提

供していると考える.ぜひ一度,「海安

桃ホームページ(会員専用)」を総理や

外務火臣にもと究に女うて項きたいと思

つ0

それなのに何故,海外進出企業や在留

邦人が,国に対して「情報」,「情報」と

觜0τいるのか?彼らが欲しが0てい

る「情報」というのは,ズパリ,適宜適

切な時期に.「もう,逃げ女さい」,「こ

うしなさい」という"情報"を胡待して

いるのである.これは. H青報」では女

く「判断」である.す女わち."お上"

に判断を求めているのである。

これには以下の二うの理由があると考

える。

Φ企業等に安全対策に関,る悩報を身

析できる,あるい仕使いこな,ことが

できる人材がいない(ごく一部の企拡

を除いて).

②自らりスクや責任を負いたく女い

("お上"の判断に従うたことにした

し、)。

ゆ之に,いくら情報を充実きせても,

教訓は生かされ女いし.宝の持ち腐れで

ある。今や,迩外の安全対策に開する情

報は,情報過多に女0てきていると言っ

ても過言では女い。日本の外務省の惰報

の仙にも,先進諸国の国務省や外務省の 【附公共政藁胴査会菓一研究宝長】

ホームページにアクセスすれば相当な情
1比1】

報が"無萪"で入乎できる。各国の特性

(当放国の旧宗主国等)を考雌Lて利用

すれぱ,非常に充婁した情報を操ること

ができる.今回のキルギスに関して{1,

米国国務櫛が事件前の8月13日付でパプ

リック・アナウンスメント【P口bⅡC

Announceme訂0 を発出し,注意喚起を

行0ていたことは報道されている通りで

ある。また,有料であるが,コントロー

ル・りスクス牡やクロール杜等のセキュ

リテ'・ロンサルタント,共伺通信杜の

「海外りスク情報」等も有益女情報の提
11史3)

供を行0ている。

要は,これらの情報を自らの企業や組

織の安全対策のために活用できる人問が

いないのが最大の問題女のである.こ北

は'政府の問題では女く,海外に展開し

ている企業や組坪撒の問躯である.

(注功「海安協ホームページ【会員専

用】」【海安協=海外邦人安全対策官民

協力会議】にログインするためには1

D,パスワードが必要である。詳細に

ついτは,「海安協ホームページ(ー

般用)」(h廿P:ノ/艸W.ka■n.ar,jp)も

しくは,外務省海外安全拒談センター

(t01:03-3卵1-3749)ヘ,

(注2)参 考

米国国務省HP (http:ノノW艸.5始也

且0リ)

英国外務省HF (hせP:ノノW艸、fco、宮OV.

Uk)

(注3)情報の収集・分析についτは,

本誌,98.12~.99.10号の本コラムを参

照。

コラム企業の安全対策

-17ー

73



88 企業の安全対策コラム

コラム企業の安全対策脚

米国国務省が世界器のテロ組織を指定

米国国務省は,1996年4月に制定さ九

たテロ対策及び効果的死刑法

(ANTITERRORISM AND EFFEO

TIVE DEATH PENALTY ACT

1996:以下「テロ対策法」という)に基

づく外国テロ組織の指定の見直しを行

い,1999年10月8日に発表Lた.伺怯で

は,テロ組織の指定はユ年毎に見直Lを

行うことに立0ており.第2回目と左る

今回の指定では,28の'R織が同法に基d

くテロ組織として指定された。

テロ対策法では,これらの'且織に対し

て資金.武妥,隠,れ家等の物的女支援や

resourceを提供した者ほ,刑事犯罪とし

て罰せられる。含た,これらの組織の代

表者や〆ンパーは,米国へのピザの河蛭尋

は拒否され、退去の対叡と女る、さら

に,金融機関は,これらの組織や組織の

代理人の口座の報告及び項結が義務づけ

られている.

この注律に基ヴく最初の指定は,1997

年10月に行われ,当時,世界30のテロ組

織力井旨定された(本コラム1997年12月号

毒照).今回の指定でも.「オウム真理

教」,「日本轟軍」,「ツウパック・ア?ル

革命運動(MRTA)」を含む27粗織が再

び指定され,新たにほR織力吋旨定きれた。

今回,米国国務省が指定した外国テロ

組織は下記の通ηである。

1)アプニダル派(ANO):りビア

2)アプ・サヤフ・グループ(ASG):

プイリピン

2000.2 治安フォーラム

3)武装イスラム集団給IA);アルジェ 117

4)オウム真理教(Aum)1日本

5)パスク柤国と自由恒TA):スペイン

6 )ハTス(151amic Re31Stance Move.

me址):イスラエル

?) Hara女at ul-Mujahidin(HUA):パ
キスタン

8)ヒズポラ(paTty of God):レパノン

9)イスラム集団aslamic Gr0叩,1C):
エジプト

10}日本赤軍URA}:レパノン

11)ジハード団(ヨ1-jihed):エジプト

12)カハ(Kach):イスラエル

13)カハネ・ハイ(Kahane chai);イス

ラエル

14)クルド労棚者党(PKK):トルコ

15}タミル・イーラム解放の虎

住TTE);スリランカ

16)ムジャヒディン・ハルク・オーガニ

ゼーション(MEK, MKO. NCR,

a訂d m且ηy other5):イラク

1"国家解放軍(EI,N):コロンピア

18)パリスチナ・イスラミウク・ジハー

ド【PU):イスラエル

19)パレスチナ解放戦線(PI、F):イラク

20)パレスチナ解放人民峨線(PFIP)ι

シリア

21)パレスチナ解放人民戦線一総司令部

派(PFLP・GC):シリア

22)アル・カイダ:アワガニスタン

23)コロンピア革命武装軍(FARC):コ

ロンピフ

板橋 功
24) 11月17日組織(17 November):ギ

リシャ

25)革命人民解放党網線ΦHKP/C):

トルコ

26〕革命的人民闘争(ELA):ギリシャ

27)センデロ・ルミノソ(SL):ペルー

28)トゥパック・アマル革命運動

(MRTA):ペルー

議国名は,主を拠点や活動地域.

前回指定きれていた,レ゛レスチナ解

放民主戦線ΦFLP):シリ丁」と「フ

ヌエル・ロドリゲス甕国戦線(FPMR/

D):チリ」の 2組織に0いて'ネこの 2

年問テロ活勧を行ウていをいとの理由で

指定を觧除し,また「クメール・ルー

ジュ:カンポデ'づ'J は出敦が存在し女

いことから除外きれた.

今回,新たに指定されたのはウサ?・

ビン・ラーディンが率いる「a卜Qa'ida

(アル・カイダ)」で,1998年8月に発生

したケニフ,タンザニアにおける米国大

使館伺時爆破テロ事件を含むいくつかの

大きむテロ事件に関与したとして新たに

指定された.アル・カイダは,1990年頃

にアフガニスタンにおいて,旧ソ連の侵

攻に対して閥うフラプ人を結集,るため

に,ウサ?・ピン・ラーディンによって

創設された組織で,現在では世界中にイ

スラム国家を再娃することを目標として

いる。1998年2月には.「あらゆる場所に

おいて民問人であれ軍人であれ米国国民

及び彼らの同胞を殺害tることが全イス

ラム教徒の義務である」との声明を「ユ

ダヤ人と十字軍に対する聖戦のための世

界イスラム戦線」の名で発表している。

なお,国連安全保障理事会は,アフガ

フ' ロラム企業の安全対策

ニスタンのタリパンに対して,米国大使

館同時爆破テロ事件の首謀者ときれるウ

サ?・ピン・ラーディンの引き渡しを要

求していたが,1999年11月14日の期限ま

でに要謂に応じをかうたため,同日,タ

リバンに対寸る経済制哉を発動してぃ

る。また,先月号でも指摘したとおη,

キルギスで邦人を抽致した武装勢力の大

半が7フガニスタンのタリパン支配地城

へ秒動しており,同事件とウサマ・ピ

ン・ラーディンとの関係もきさやかれて

いることから,日本や日本人にとっても

無関心、ではいられ左いことて,ある。

これだけ日本人のグローパル化が進ん

だτ見在において.これらの1且織が直接的

に日水人や日本企業をターゲットにしを

いまでも,これらのテロ組織のテロ行為

に巻き込まれる危険は十身に竒之られる

ことであη,このようむ視点で,このり

ストを見る必要がある.

ところで,今回の「オウム真理教」の

再指建に0いて.米国国務雀の而付責料

によれば,この2年閏にも僑者の勧誘括

動やいくつかのピジネス活動で資企纏得

を絖けていること.'た,依然として,

カルト的世界観のーつであるハルマゲド

ンや反米感情をインターネットのホーム

ページで主張Lている二と女どを指摘し

ている。牧が国においても咋年12月3日

に「無差別大量殺人行為を行った団体の

規制に関する法雜J(団体規制脚等の

いわゆる「オウム対覧法」が成立Lたと

ころであるが,米国においては国務省の

指定する「テロ'旦織」として明確に位置

、丁けられてきたのである。

【財公共政策謡査会第一鯛査室長】

コラム企業の安全対策肌

コラム企案の安全対覧

先進諸国の在外自国民保護対策1

米国における在外自国民保護活動山

大きむ問題も女く西暦2,000年を迎之

約半月が経過した. Y2K問題について

は,昨年末,乳が国でもワイーパーして

いたが,米国では同時にミレニアム・テ

口を警戒していた。

米国国務省は,全世界に紅留*たは渡

航している米国市民に向けて,昨年12月

11日付で「(ミν二フム)テロの可能性

に関する全世界的腎告(worldwlde

Ca11tlon)」を発出し,テロ攻撃に注意

するように暫告した.きらに,21日に

も,同警告を吏新した形で同様の全世界

的警告が発出されている.これらの腎告

の主たる根拠は,ヨルダンで米国市民等

へのテロ攻薬を画策していた者が逮姉さ

れたことによるものとされている.

幸いにも,ミレニアム・テロは発生し

ていないが,米国国務省はこの全世界的

警告の荘報として,2000年1月10日付で

6日から"副窪されている「パリーダカー

ルーカイロ・ラリー」(注)がテロリスト

による攻撃を受ける可能性がある旨の注

意喚起(PUNic AΠ口OunC飢田】0 を在外

米国市民に向けて発出した。また,11ヨ

にほフランス外務省が,同ラリーが二

ジェール国内でテロの標的と女る可能性

が強い旨の曹告を発出した.これらのこ

とから,主催者側は,12日一16日にかけ

て通過する予定であウたニジェールでの
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開催を中止L'秀加チームをりピアに空

輸Lて再閉する快定を行0た.

真偽のほピは定かではないが,このテ

切情報に関して,「11日のフランスのラ

ジオは,ツランス仙当局考の話として,

上空を飛行した偵察機が隣接国か島慢入

したテロリストと見られる集団を確認L

たと伝えた。j n2目付共同通信),*た

「フランスのテレビが,主催者側の説明

として,武装イスラム集団(G IA)が

レースを狙ってテロを仕掛けるとの観測

が強ま0ている. G IAのメンパーが力

ナダ経由でニジェールに入国したとの情

報もある。」(東京新聞12日付夕刊)との

報道が女されている.

米国国務省が発出Lた戈害には,具体

的な根拠までは明記されてい女いが,

" The Departmerlt ofstate has received

, weIepoTt5 0f toTroTi5t thre且橋

take this infoTrnation serioU51y."という

表現が非常に印魚的である。

これらのことから,米国国務省が在外

米国市民に向けて発出する注意喚起及び

警告等の背景やいかに自国民に対して速

やかに情報を発出しているかの一端をか

いま見たような気がした。

そこで,このよう女ウォーニング等の

惰報提供活動を含め,米国国務岩が行っ

ているさまぎまを在外自国民保護活動を

板橋 功
紹介してみたい。

"国務省における情報提供活動

国務省は,世界中の全ての国に関する

「領事情報【consular lnform三ti0Ⅱ

Sheet: CIS)」と呼ばれる概製報告書を

発行しており,この領事情報には,特定

の国への旅行に関して,入国に必要女事

項,犯罪及び安全の状況,不安定女分

野,その他の詳細女情報女どが記敢され

ている.

含た.国務省ではトラペル・ウすーニ

ング(Tr且リelwamiΠ宮S)を発出Lてい

る.これは国務当が,杜全の混乱,危険

む惟勢'テロ括動等の理由により,特定

の国への渡航の延期を勧告する場合に苑

出される。 2000年1月モ見在,フ'フガニス

タン,アルパニプ,アルジニリア,アン

ゴラ,ボスニナ・ヘノレッエコ'ピナ,プル

ンジ,中央アフり力,イラン,イラク,

スーダン,イエメン女ど27の国・地域に

発出されている。

この他,先に紹介した「パ1】ーダカー

ルーカイロ・ラリーに対するテロの脅

威」のような,テロ攻撃の可能性や渡航

中の米国市民等の安金に重大立影響を及

ぽtようを,短宝π的左,あるいは複数国

にわたるような帯叡で,広く周知する必

要のある情報については,注意喚起

(PⅡ可ic AnnounC叩eot)を発出してお

り,2000年1月現在,12件の有効女注意

喚起が発出されている、

さらに,全世界の米国市民が対象と立

るよう女問起に閏Lては,全世界的警告

(worldwlde ceutlon)が晃出される。

75

2000年1月現在布効な曹告は5件発出さ

れており.何れもテロに関する讐告であ

る.

在外米国市民や渡航者へ発出されるこ

れらのウォーニングは,在外の米六仙館

やモの他の米国権益に対する脅威を分

析・肝価する部門で高る国務省外交警偏

局情報・脅威分折部のガイグンス,勧告

に基グいて領事都が同部の寅任において

発出している.女●,情報・脅威分析部

の分析スタッフは,米政府に対する脅威

評価と民問に対する脅威評価の2班で構

成されており,双方が同じ情報を共有で

きるよ5にむ0ている.

これらの情報は,以下の方法で入手t

ることができる.

0 インターネットのホームページ

(h杜P;ノノWWW.9捻te.g0リ)

O con5Ular Affair5 BU11eun Board

(CABB)なビの虫くの電子掲示キ反.

0 電話サーピス(電話番号:

202-647一詑25で24時問聞くこ七ができ

る。)

O FAXサーピス(電話番号:

202・647-3000に電話すると,フフック

スでの入手方法を知ることができる.)

非た,全ての大使館及び総領喜館の領

事部門で入手することが可能である.

(注) 2000咋 1月6日にセネガルのダカー

ルをスタートし,マリ,プルキナフフソ、

ニジエール,りビアを経て,1月23日に

エジプトのカイロにゴールする予定で

あった。

【助公共政策鯛査会第一研究室長】
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コラム企業の安全対細刀

先進諸国の在外自国民保護対策1

米国における在外自国民保護活動納

ユ)在外公館における自国民保踵活動

米国はほとんピの国の首都に大使館

を,多くの国の大き女商業都市に捻領亭

館を設置Lており.また大使館には通

常,領事部が設置されている。これらの

在外公館は.当蚊国に在留する米国人に

対して,盗難・粉失パスポートの再発

給,緊急時における医療,米国人が死亡

した場合の諸乎紐の支援,災害や緊急巡

難の際の援疲女どを行う他,トラペル.

ウォーニング女どの惰報提供を行0てい

る.

旅行やピジネス等で甚期間淋在する場

合には,最寄りの大使館や総領事館に翌

緑する必要があη,これによη,領喜拒

当官が緊急奉態の際に趣絡をとラたり.

モの他の起こり得る事態での支援を行う

ことが容易に女ラている。また.緊急事

悲の発生に備え.全ての米国大使館及び

総領事館には,通常の執務時間以外でも

対応できるように,緊急事態当番職員が

おり,国務岩領事局には,Π毎外ホ民

サービス24時問ホットライン」が設電さ

れている.

多くの火使館には.地城安全対策官

〔RECIONAL SECURITY OFFI.

CERS: R S O)が任命されており,テ

口痔犯罪.外国情報根関なビから生命,

身体,財産,情報を保談するための包括

的な安全対策計画を作成している。これ

2noo.5 治安フォーラム

らの地城安全対策官は,在留米国人の安

全に関わる諸問延に闘して,大使の安全

対策顧間として活動を行う他,任国に駐

在Lていない連邦、州.及び自治体の法

執行機関を代慶する役剖も果たしてお

り,大使館と任国政府の怯執行機関との

運糖・鯛整に「いても責任を負0てぃ

る。

地城安金対策官の重要女役割のーう

に,当該国における民問関係者との安全

対策に開する対話を維持tることがあ

る.これは通常,企業関係者との会合,

任国の瞥寮や政府の職員との運結を緊密

にすることをどを通じて果たすことがで

き.亭件対応や会議.高官や企業の役員

等の来訪の際の警備女どを通ヒても可能

とてぞる。

例之ば,]995年3月に発生したオウム

真理教による地下鉄サリン事件の際に

は.2人の米国人が被害に遭うたが,在

京の地域安全対筑官はレポートを作成

し,領事都を逓巴て日*に在密する米国

人に配布する等の対応を行0ている。

3) OSAO (0"引$e那 5eourlty AdⅢ、
'ory counC11:海外安全諮問委員金)

米国における在外白国民の保談活動の

特徴のーつに.官民が一体と女うて在外

における米国人の安全問題に取η組んで

いる,官民協力横関であるOSACを挙

げることができる. OSACは,19幼年

板橋 功
代以降,世界各地で宰尭しているテロ,

誘拐事件等が米国の海外ピジネス展開を

脅かす程に.年々エスカレートしてきた

こと等の理由から.梅外における米国人

の安全確保のための情報提供を主たる目

的として,1985年2月に連邦協議会法

(FederalAdリ1Sory comTnittee Act)に

基グく国務長官の付置接関として国務省

内に般立された。

OSACは,梅外における米国の民閏

ピジネスカ伎障女く展開していけるため

に主に情報提供を行う柚間であるが,米

国政府が.海外における米国ピジネスを

最大限に援助していくという屶針は,明

文化されて国務省及び在外公館のスタッ

7に示されている.

OSACにほ,国務省以外のFB I,

S S,商務省,財務省金融犯耶セン

ター,連邦航空局(FAA)等の米国政

府機関もテクニカルアドバイザーとして

幸加Lている. NSA等の情報機闘も参

加している。

矗近で1●.コンピュータ2000年問題に

ウいて,在外米国人の安全を脅かtおモ

れがあるとして,注意を喚起したηもし

ている。さらに,在外米国人の生命,身

体の安全にとどまらず,商務省の于鼻と

担当官の派遺を得て,知的財産枢や情報

女どの在外米国企業・米国民の財産の保

蝕, PL問題とい勺た幅広い視野で取り

組んでいる.

OSACの情報提供の特撤仕,双方向

であり,企業側から玉禎極的に情報が提

供されている.また,企業に提供される

情報仕,海外安全に宥益でかつ秘.密では

78 コラム企靈の安全対攘

女い情報が屯0であるが,特定の企業が

標的にされているとの確度の高い情帳が

ある場合には,当該企業に対Lてのみ直

按通知することもある。例えぱ, C IA

が「テロリストがある企業を攻撃tる」と

の情報を得た場合女どには,企業が自ら

を守れるように通報を行う.しかしをが

ら,企梨への情報提供に際しては,いかに

して秘密情報を秘密では女い情報として

提供するかに苦心しているようである。

また.企案の安全担当者であるコーポ

レート・セキュリティー・マネジャーの

'く社,連邦法執行機開のOBであり,

情報の行問を読むことが可能である。ま

た,彼らには一部の嬰密情報へのアク七ス

柑が語められておη,秘密情報のプリー

フィングを受けることも可能である。

をお,0$ACの具体的左活動等にっ

いては,本誌1996年8月号を巻照Lて項
きたい。

4)外交薯備局情報・脅蔵分析部

外交警備局惰報・脅威分折部は,在外

の米国大使館及びその他の権益に対する

脅駐を分析・割価する部門である.分析

スタツフは2班に分かれ,米政府に対す

る希威評価と民問に対する脅威評価をそ

れぞれ担当しているが,双方が同じ情報

を共有できるよう左システムに女うてぃ

る。

領事部が在外米国人や海外渡統者のた

めに発出しているウォーニングは,情

祁・脅威今析部のガイダンスや勧告に基

ヴいて領事部が同却の賓任において発出

しているものである。

【財公共政策餌査会第一研空室長】
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先進諸国の在外自国民保護対策Π

フランスにおける在外自国民保護活動出

0 安全菅理室の設置

フランスでは,近年,世界において政

始的・社全的左緊張を抱える地城が揃加

していることから,外国に悪らすウラン

ス人の安全という問題が重視されてき

た。政治的危機(特にアフり力)や誘

拐,担致事件のみならず,偶然遭遇する

自然央害や交通事故{飛行挫,バス,鉄

道)等も多発している。

このような状況に鑑み,フランス外務

省では,在外フランス人の安全こそが優

先課題であり.対策の充真を図る必要が

あるとの基本認識のもと,1997年秋に在

外フランス人・在仏外国人局(D FA

E)在外フランス人部在外フランス人保

護課内に在外ワランス人安全誓理室を設

臣した。

同室は、事件の防止とともに,亭案が

発生した場令には「危挫管理室」と女り,

在外フランス人家族への情報提供.在外

フランス人の身体の安全が脅かされた場

合の脱出のための措置女どを統合的に調

整する任にあたることにを0ている.

力国外退避事案の対応

在外フランス人の退避が行hれる場合

には,在外フランス人部長を長として,

外務省オペレーションルームにおいて,

フフ

2000.6 治去フォーラム

板橋

外務省危桜管理室が中心となウて対応に

あたる。

退避の際に、民間航空機を使用する揚

合には,外務省危機管理室が中心とな

η,チャーター手蒜きとモの運用女どを

行うことになるが,危機突生時には,国

軍からも外務省オペレーション・ルーム

にりエゾン,オワイサーが派遭され,国

軍との加整に当たることに女うており,

外務省オペレーション・ルーム内に,軍

との連絡・翻整を行うための専用の部屋

が常設きれている.

一方,軍用接や軍艦等を使用Lて退避

寸る場合,このオペレーションにウいて

は,国防省のオペレーション・ルームに

おいて行うことにをうている。但し,軍

が出動する場合においても,基*計画の

作成や政始的決定については,外務省内

のシチュエーション・ルームに,外務火

臣,軍幸謀長,六杭領外交顧問,首相外

交顧問左どが集まって行うことに女って

いる.

在外フランス人を退避させるための民

問航空機や船舶の惜り上げ于算について

は,一般金計于算では女く,国資の禎み

立てによって賄われている。本米は受益

老宜担であり.利朋老から数収すること

功
が頂則であるが,女か立か徴収でき女い

の力覗状である。但し,軍用機や軍艦女

ビの軍の装備を使用する場合には,当然

ながらこの問題は発生L左い.

また.外務省では,危険女国の在留フ

ランス人に対して,以下の3段階の勧告

を行0ている。

Φ家族や不要不急の仏人の帰国勧告

②濡在が不可欠な仏人以外の帰国勧告

③全ての仏人の帰国勧告

女お,在外フランス人の退避に関して

は,怯的左根拠は存在するが,強制力は

女い。

安全管理室が設置された以降の1年問

で,「危桂管理室」が設確され.在外7

ランス人の退避に関わる活動が行bれた

ケースは.以下の6回に及んだ.

①1的7年6月ニンゴ・プラザビル危機

2.如0人(内フランス人1.536人)を退

避させるため,航空機8接を巣僚Lた.

モのうちの5機は,エール,フランスの

チやーター機で,残りの3機け空軍接で

あった。 DFAE内の3部署からむる支

援部隊が組織され、フランス人の本国帰

還の凖備にあたウた。

また,フランス外務省では.職員150

人が危挫管理室に交代で勤務し,10日間

に延ぺ1万2'500件の電話による問い合

せに対応し,また退避した人の家族と近

親者に情勢を伝之るため,6,00Ⅲ牛近く

の電話での通知が行われた.

②1997年8月プノンペン騒擾事件

外務省には,6日問に延べ5,00併牛に

及';電話による問い会せが入り,カンポ

ジアに滞在するフランス人の家族・近親

老に情勢を伝えるためになされた電話で

の通知は,1,200件近くにのほった、危

機管理室では,退避の場合に備尤て,民

問航空会牡および空軍とともにいくつか

のプランを凖備していたが,状況が速や

かに正常に復帰したため,これらのプラ

ンは実行されなかうた.

③1997年10月コンゴ/ポワント・ノ

ワール

敗走した軍隊による略奪が多発し,多

くのフランス人が隶ワント・ノウール港

に退卸したが,ここで靴禁状態とな0

た.モこで, DFAEの支援部隊が,緊

急事態に備えて現場に派遣され,総領事

を^した。一方,パリでは,12日問に

延べフ'000件以上の電話による問い合せ

に対応し,家族や近穀者に状況を知らせ

るために3,000件近くの電話による通知

が行われた。

また危機管理室では,退避に備え,

リープルビル・ーパリ問のフランス人輸送

を遂行するため,民問の鮠空会社ととも

に多様女プランの堆備を行うと共に,薬

品および医航用資材500キロをポワン

ト・ノワールに送うた。さらに,危披管

理室では,携帯用サテライト通信股備を

使い,最も危険な地帯に住むワランス人

と常時連銘を取勺た。(つヴく)

【制公共政繁鯛査会第一研究室長】
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コラム企業の安全対織■

先進諸国の在外自国民保護対策狂

フランスにおける在外自国民保護活動剛

力国外退遊事案の対応(承前)

④19蛤年5月インドネシア危機

危推の前にインドネシアに在留してい

たツランス人3.6帥人のうち,2.400人が

インドネシプを脱出い;:.また,当時イ

ンドネシアには.2,500人の観光客もお

η,特にバリ島に集中していた。

外務省危機管理室ほ,5月14-21日の

問に開設され,大使館の注意喚起を一般

の人々や旅行会社などに伝之るととも

に'エール,フランスをはじめ,多数の

企業と協力し,希望tるワランス人却帰

国させた. ELて,緊急退避に備えて,

エール・フランスやナイ航空女ピの航空

全社とチャーター料の交渉を行うたが,

利用までには至らなか0た。

ミた,危披管理室では,軍の毒謀部と

リアルタイムで情報交換を行い,状況の

把握を行0た.

⑤1998年6月ギニア・ビサウ危機

1998年6月7日,ビサウで陸軍の反乱

が勃発し,状況は急激に悪化して治安が

悪く立り.市内では砲弾が飛び交い,物

寳の調達が困難に左η姑めた.そこで.

ワランス人1舶人は海路でダカールに退

避tることが必要となり,危機管理室で

仕6月7 -18日の問,ピサウの弔務所お

2000.8 治安フォーラム

板橋

よび軍参謀部と常時連絡を取り合い,現

地にいるフランス人の出国を支援した.

モの際,家族への連絶が常に図られた.

ダカールでは,仏総領事館の掘誰により

安全力杯倒杲された。

⑥1"8年8月コンゴ民主共和国での反乱

8月4 ヨ衣.キンシャサてり゛二やムレ

ンゲ族の反乱があり,戦闘は旧キヴ州女

どで嫩烈化し,反乱軍がキンシャサに接

近Lたため,フランス外務省は,不可欠

立職務を持ウ者を除くフランス人のコン

ゴ民主共和国か6の出国を要請した。

危棲管理室は1998年8月7 -20日の間

閉設された。 D FAE (在外フランス

人・在仏外国人尚)の支援部隊は上陸用

舟艇をチやーターし,キンシキサにいる

フランス人を川伝いにプラザピルに向"

て退避させた。また,ベルギー陸軍の航

空機でキンシやサから退避したワランス

人もいた、さらに,緊急に必要女物資,

医粟品および匡療用資材即トンをりープ

ルピルとプラザピルで需達した。

"誘拐・人質事件への対応

在外フランス人安全管理室は,外国に

いるフランス人の身に脅威と女る多くの

状況に対処している.その代表的女一つ

が,誘拐・人質事件である。近年では,

功

コーカサス地方北部,中央フジア.フフ

り力女どで発生した在外フランス人の誘

拐・人質事件への対応を行うた.

例之ぱ.1997年には 7月と 8月に. N

G0で働くフランス人5人が,インドネ

シアとダゲスタンで人質と女0たが,波

らは4力月の監禁の末,同年Ⅱ年に解放

された.同年11月18日には,フランス人

2 人がタジキスタンて.抽致されたが,こ

の事件は, NG0で倒く若いフランス人

女性の死という悲劇的女結果に終った.

1998年に'=,1月にヴラディカフカズ

の国連難民高等弁務官事務所の代表が抽

致されるという事件が発生した.また.

2月にはチ十ドで4 人のフランス人が抽

致され,6B間監禁された。さらに,3

月にはソ?りアのCICR (国際赤十

字)のワランス人職員1人が,赤十字の

他の職員数名とともに竝致されるという

事件が発生した.そして,5月にも同じ

ソ?りアで2人のワランス人が竝致きれ

る事件が発生Lている.

このように,フランス人の誘拐,蒄致

監禁事件がコーカサス地方北部や中央ア

ジア、アワリ等で続発している。プラン

ス人を対象とした誘拐,技致監禁事供

は,かうてはレパノンでのケースのよう

に,主として政始的女目的によるもので

あ.たが,最近でけその動機が次第に卑

劣化し,金銭目当てのTフィアによる誘

拐が事く女「ている.特に,ヨーカサス

地方北部で仕そうした例が事く,人質を
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取ることが,文字通η産業(ピジネス)

と女ウている.

り航空桜事故の対応

在外でフランス人が巻き込まれた航空

機事故が発生した場合には,在外ワラン

ス人安全管理室で仕,民問人に対する対

応と擢牲考家族との逹絡を統合朗整し,

航空金牡とも協力し,対応を行ヨ。

5)安全対策の改善・強化塊策

フランス外務省では、在外プランス人

安全管理塞が中,0と女η,在外フランス

人の安全対策の改菩・強化を図るため,

最斯技術の導入や近代化を推地してい

る.多くのフランス人に安全関係の情報

を広めるためのインターネットの利用,

危機の際の民間人に対tる応答乎段の近

代化女どに取η組んでいる.さらに,危

機発生時には通信手段の硫保が非常に設

要であることから,在外にある拠点の通

信手段の改善に嵜与できる新技術や新素

材を見うけるために,技術の動向の把握

にも努めている.

予算面でほ,1997年には「在外仏人の

安全」に格別の努力を払うため,当初予

算では200万ワランだうたテ算を年度末

には800万フランに増額し,無線揺によ

る安全情報網の整慌,非常用食祖の配給

等を行った。また,「本国送還/退避」に

闘しては,4907丁ワランであった干算を

フ70万フランに増やし,プラザピルにい

たワランス人の退避を可能にした。

【助公共政策餌査会第一研究室長】
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フランスにおける在外自国民保護活動胴

5)安全対策の改善・強化施策(承前)

①情報提供活動の強化

在外フランス人保懲課では,長年にわ

たり.旅行者等に対して世界各国の安金

と医療・衛生にういての情報を提供して

ぎた.現在では,安全誓理室がこの活動

を踏襲し,情報提供を行0ている.'世界

各地の在外公餉等からの情報に基づい

て,在外フランス人向けのアドパイスの

資料を作成し,惰報提供を行0ている.

情報の内容は,国別の犯罪情勢や政治情

勢,医療・衛生の状況,危険地城に闘す

る情報や注意喚起をどである.これらの

情報は, DFAE局長またはその代耀が

煽集貴任を負ウて船リ,仏外務省ホーム

ベージ(http://WWW.diplomaue.f丁)で

も提供さ九ている。また,危捜の際には

民問人に正確な情雜を伝えるために,外

務省のインターネット・サーパーを通ヒ

て,定期的に壮況の要点を流すことに

なうている。

②"C"se也1"(危機時の問い合わせ情報

管理システム)

危提が発生した際.外務省危機管理室

には,多敦の電話での問い合せや情報提

供要請がある.これらの問い合bせや清

報提供要請に効果的に対応するため,フ
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ランス外狗省では" CTi記tel"(クライス

テル:危機時の問い合bせ清松管理シス

テム)というソフトを朋発している。こ

れは.現地から送られてくる惰報.特に

安否情報や安善が硴認さnた人に閏する

個人的な惰報(氏名,年齢,性別,住

所,生年月 B,京族に開する情報等),

在留仏人に関する情報をどと,問い合せ

や情報提世要畑に例する情報(捜索対叡

考の人物データや照金者のデータ等)を

データベース化L,鞭糞・風合tるシス

テムである。

1997年10月のポワント,ノワール事件

の際に、問い会せが殺至1」L,以前か巧

あうた發讃がパンクしてし*うたことか

ら.当時の外務大臣が,よη高品質の装

置を備tるという政治的決庄を行った.

その結果,1998年のインドホシアの危枇

の際には,このシステムが活用された。

「クライステル」丁プリケーション1才.

今後も改誓が図られる子定で.惰報披器

と携帯通信装置を持うた支橿部隊を介し

て,危拙状態にある国の大使館から得ら

れ力情報を自動的に管理tることができ

るように女る。

③暈新技術の活用

外蒋省安全管理室で仕,最新技術の動

功
向,とηわけ衛呈電話技術あるいはGP

Sタイプの衛星による探知システムに強

い関心、を持ウている.この装量は,高周

波で遠く触れた無線放送局にも繋がり.

孤立した地呪との通信を確保する手段と

して有効であり.仏外務省では,特にル

ワンダ,キンシやサ,ラゴスに安全性の

高い通信ネットワークの設孟を計画して

、、る。

在外公館における「安全についての無

線情報網」の整備を迪めており,すでに

148力所の小島や孤立しているフランス

人牡会との連絡が可能と女り.常時連籍

を取り合っている。また,すでに般盟し

てある無線機を近代化する作支も並行的

に行うている。さらに,危桜発生時に火

使が状況を伝えるメッセージを狂留フラ

ンス人すぺてに向けて直接送ることがで

きるようにするために,1997年にFM放

送を利用Lた伝達の拠駿を行い,現在で

は.徴妙な情物にある26力国にFM放送

局が設置された。

6)関係機関との地力

ワランス外務省では,在外仏人保腫の

ために,観光省観光局,内務省市民安全

局,国防価,技防護・安全研究所等の関

係機閥と密接に連絡を取り合うている.

七りわけ,国防省との関係は密接であ

る.外務省安全管理室では,大使館およ

び領亭館から安全に閥する情報を収集し

ているが,同時に,国防省とも達絡を

と0ている。この軍との情那交換は,危

機降だけでは幸く平時にも行われてお

り,定期的に会合が間かれている。さら

に.160に及ぷ安全計画の見直Lや,フ

ランス人の安全に影響を与tる重火女事

態に際しての動員や.退避の快定を行う

ための基地化の作棄等を軍の協力を保て

行0ている.

力欧州共同体条約(マーストリヒト条

釣)鰭k条によるEU加盟国市民へ

のサポート

欧州共同体条約(マーストリヒト条

約)第8C条では,「すべての共同体市民

は,その国籍を有tる加盟国の代袈部が

設けられていない第三国の領城で,各町

の加盟国の外交的および領事的保延を当

叢国の国民と同一の条件で享受tる」と

規定している。この条約により, EU加

盟国の市民は.自国の在外公館が設置き

れていない国でも,伯の設置されている

EU加盟国の在外公館で領亭的保護を受

けることができる。ゆ之に,当然. EU

加盟国政府は,他のEU加盟国市民に対

して領事的保額を行う蛙務を負うことに

女る。

この条約に基dき.ツランス政府や在

外蚕鈷でも,現地に公館がをいEU市民

については,フランス人と同こ対応をす

ることに女る.特にフランスの場合は,

丁7り力左どの危険女国にも在外公館を

多散設置Lていることから.今後は窪く

のEU市民への対応も行う必要がある。

【帥公共政策閥査会第一研究室長】
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先進諸国の在外自国民保護対策Ⅲ

英国における在外自国民保護活動出

1)海外渡航者及び在鋼英国人の概要

海外に渡航tる英国人は,1997年には

約4,680万人に及び,近年,増加の一途

を辿0ている.特に人気のある波航先は

フランス(約!.167万人)やスペイン

(約830万人)等であるが.近年はより遠

くへ,あるいは皆険を求めて渡航先も声

様化Lつ0あり,モの結果,保護を求め

てくるケースも増加Lている。

含た,約1,400万人の英国人がオース

トラリア,カナダをはじめとした海外に

在留していると推症されており,年々増

加する傾向にある。この要固のーつが,

梅外で老後を送る高齢者の増加である。

治安サオーラム2000'11

ぴ航空犠の安全性などの脅威についての

情報を提供するもので,世界中の英国在

外公館からの最新情報を元に定胡的に硬

新されている。トラペルアドハ'イス捻,

客観的で,亭真に基dいており,政治

的,耗済的あるいほ外交的女配慮に影響

されず,英国国民の旅行の安全を第一に

考え.発出きれている。

このトラベルアドパイスには,大きく

分けて 2極類の情松がある.ーウは,

「国別情報」で,もうーつは,「渡舷情

キ別である.

国別情報は,国別に治安状祝やテロ情

勢.自然災害女どの項目について整理し

たもので,現在,173の国・地城につい

て整理・吏新されている。渡航情報は.

注意を喚起した1),渡航の自粛をアドパ

イスするものであり.最近では「石抽危

機に聞する注意喚起〔Travel Advlce

durlt1宮「uel criS19)」が発出されている。

また,渡航の自粛に関する情報は2段階

設定されており,現在,「不要不急の者

の涯抗白粛」がアルジェリア,フンゴ

ラ,イエ〆ン,インドネシア・アチェ立

ど15の国・地域に,さらに強い「全ての

渡航者の渡航自粛」が7フガニスタン,

プルンジ,イラク,タジキスタン等の21

板橋 功

わ情報提供活勤

英国外翻連邦省(Foreign ヨロd com.

m叩Wea!山 0丘ice)(以下,「外務省」

という)領事部に社,トラベル・アドパ

イス・ユニットが設置されており,特に

海外で政治的激変や自然災害なビの緊急

事態が発生Lた優に重要な役割を果たt

他,英国人旅行者が在外て・トラプルに遭

遇することを避けるために,トラペルア

ドパイスを発出している。

二のトラベルアドバイスは,政情,犯

罪情勢.自然尖害,疫病,反英国運動及

の国・地汝に発出されている.

ネた,観光讓航先として人気の高い26

力国については,"DO'8 and Don'鴇"と

題する冊子を作成している。

これらの情報壮,熊行業者や一般簾行

者に対Lてトラペルアドパイス,ユニッ

トからFAXやインナーネットのホーム

ページ(http;ノ/WWW.fco.宮OV.uk)を通

じて提供さ丸ている.ヨー白ツパの各国

もこの情報を注机しており.他国の国民

からの質間も受けている。

英国では,多くの保険会社が外務省の

このトラベルアドバイスを,保険金支払

いを行う際の判断基隼のーつとしてお

り,渡航の自粛や退去をアドパイスLた

国や地城に渡航する場合には.保険が無

効に女る場合がある。

英国"務省の惰報提供は,廉行者への

アドパイスであり,旅行計画の変夏や中

止を強制するものでは女く,あくまで旅

行者本人の判断であり,その基本はセル

ワ・ディワエンスである。

94 訂ラム企業の安全対策

事態の巡展等にういて,常時迎絡を取り

合う.

また.事{牛担当を指名された担当官が

定期的に家族と接触することにむ0てい

る。このようを英国外務省の対応は,で

きるだけ家族と情報を共有することにあ

り,誘拐事件を解決,る上で非常に亙要

立ことである.さらに,人質が無鵄に解

放され帰国Lた後も,人質及び家族と定

期的む連絡を取うている。

人質亭件や誘拐事件など,海外におい

て英国人が巻き込まれるⅢ件が発生した

場合には.内務大臣と外芽大臣とが合意

の上で,内務省が警察から能力を有する

適当女人物を選披して当舷国に派遣し,

派遺先国袷安機闌等との交渉女どを行わ

せる。捜査抽は当該国冶安桜関にあるた

め,派遣された警察官は直接捜査するの

では女く,関係機関や被害者家族へのア

ドパイスむどが任務となる。

コラム企業の安全対策胎
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英国における在外自国民保護括動m

4)緊急事態計画と退避

在外の英国人社全や誠行者ば,当該国

の牡会の安全状況が悪化した場合には,

深刻女状況に直面することに女ることか

ら,英国の全在外公館は杜会不安による

脅威に備えて緊急畢雌計画を立ててぃ

る。緊急事態計画には,在盟登録された

英国人の人数や居住場所が記録されてお

り,緊急事態の際のとるべき行動やたど

るべき^が記されている。

英国本国の外務省領事部では,緊張が

高まり.状況子測が不能と女った国につ

いて,短其Π問での退避に備えるための多

くの準備作業を行0ている。また.状況

が悪化してその他の方怯で英国人を出国

させることが不可能に女った場合には,

軍事的手段によ0て退避させることが必

要とむることから,国防省との問で緊急

事態計画の調猫を行うている。

在外英国人は,緊急事態において支援

を受けることができるように,最寄りの

共国在外公館への登録を勧奨されてい

る.

1998年5月,インドネシアにおいてス

ハルト火統領の辞任にまで及んだ深刻女

牡全不安が発生Lた。混乱し,予測不可

能女状況の中で,英国人を現地から出国

させるために3機の民間紘空会社の臨時

便が用意された。大使館職員の努力によ

り,六部分の英国人は必要な情報を入乎
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1)誘拐,人質事件発生時の対応

海外で英国人が人質と女0た場合,外

務省が政府の対応を翻整することと女

る.外務省は,専門的女アドパイス及び

可能左場合には粘η強い交渉を通じて、

人質の解放のための活動を行う。英国の

この分野における専門知謙は世界的にも

評価されている。

領事部が人質の家族との窓口と左り,

20卯.12 治安フォーラム

することができたが,情報を求めた全て

の英国人にロンタクトすることができ

ず,この危機からいくつかの亘要女教訓

を栂た.そこで,ジやカルタの英国火使

館は,英国人にアドバイスを送るための

EメールやFAX をピの装置を整備し,

インターネットのホームページや緑音に

よるメッセージ・システムをどを導入し

ている。

また,エチオピアとエリトリアの問で

は,長い間国境をめぐる紛争が続いてい

たが,0いに1998年6月戦閉行為が勃発

し,現地に在留 Lていた1帥人あ念りの

英国人は,英国空軍のハーキュリーによ

η救出され.ジェッダに安全に搬送され

た。鴇た,ギニア・ピサウにおいても軍

の反乱が発生し,30人の英国人がポルト

ガルの輸送機で遁避せざるを偶女い亭態

となり,他の国の国民はワランスのフリ

ゲ】卜艦によη逼避した.さ島に,1998

年9月,レソトでの牡会不安により,

100人の英国人が護衛された車列によη

南アツリカへ退避した.

英国は,退避に際Lては, EU力口盟国

の国民を相互に支掘,る公式女義務を

負っている.これほ,例えぱ英国がある

地城に軍事施設を有しておらず仙のEU

加盟国が有Lている場合,その国は自国

民とともに英国人をも退避させるという

ことであり,その逆の場合,英国もその

板橋 功

事例チニチエンでの誘拐享仲

1997年7月3日, CAM比LA CARR

と]ONJAMES はチニチェンの自宅か

ら製而をし,銃を持った男達に誘拐され

た。外務雀領亭部は,人質の家族との迎

絡賓任者を選任し,人質解放までのⅡ力

月にhた0て京族と毎日連絡をとり.事

態の推移に0いての情報の提供を行い続

けた。二人とも無事に解放され,1998年

9月20日に英国に帰国した。

【働公共政策鯛査会第一研究室長】

ようにずることに女0ている。また英国

は,米国及びカナダとの間に,明文化さ

れてはいをいが,危険地城において3国

のうちのいずれかの国が自国民を退避さ

せる場合,これらの他の国の国民にも提

案するという明確女会窓ができている。

このよう女退避は,現実には米国やカナ

ダとの共同作業と女る.

声くの英国人が居住してはいるが,彼

らの居住地が集中していない国におい

ては,在外会館は曹戒員ネウトワーク

(warden'S NetwoTk)を傷築している。

警戒員は,英国人牡会の中ではよく知ら

れた人々で,在外会館と英国人社会との

運結体制を確保しており,民聞の緊急事

無計画に不可欠女部分を占めている。彼

らは,杜会不安が発生した場合には,在

外公館からの情報や曹告を在留英国人に

伝達し,在留英国人が退避する場合に仕

整理栽率,る乎助けを行う.また.通信

手段が劣悪女国においては,外務省仕彼

らに政府の予算で無線機を提供してい

る.

危機に際Lて英国人に運結を取る方法

として,在外公館仕その他にもスタッフ

の当番を設け,英国人に直接趣絡した

り, EメールやFAX,大使館や高等弁

務官事務所のウェブサイト,留守番電話

にアドパイスを乗せる女ぞの斐置も利用

している.

亡ンドンの領事部及びBBCワールド

サーピスけ,いか女る緊急事態に際して

も英国人に等告を発することができるよ

うに共伺作業を行0ている。 BBCけ'

類事部の要望に基dいて,現地の情勢が

英国人の安全に脅威をもたらす可能性が

ある場合には.英国人に対して警告を放

送することにむウている。

コラム企案の安全対策

5)桑急対応ユニット(CO"5"1ar

Erner宮erloy u"1t)

在外で英国人が巻き込まれる恐れのあ

る火規槙な緊急事態や自然尖害が発生し

た場合にほ,領事部に緊急対応ユニット

を関股することになうてぃる.モのため

に,6 人の職員からなるチームが1年

365日,24時問待撲して台り,丑夜の区

別女くいつでも活動することが可艶であ

る。

最近では,緊急事態等が発生した塙合

には,通常体制では対応できないほどの

電話による問い合わせが殺到することが

予想されることから,電話へルプライン

を開設することに女る。これはメディア

を通ヒて公表され、関係者の安否を,0配

する友人や般戚等からの問い合bせに応

じる。また,情報を提供しながら,一方

で関係老から詳細左情報を収集する仕組

みに女0ている。

このチームに対しては,効率的かつ適

切女電話対応ができるように定期的に訓

練が行bれてぃる,

玲97年Ⅱ月のエジプト・ルクソール事

件の際には同ユニットが開詮され,1,舶0

件の問い合わせに応じた。また,1998年

5月のインドネシア危懐の際も,臨時

チャーター便で出国する英国人に関する

問い合わせに応じるため,同ユニットが

開設されている。

{財公共政策調査会第一研究室景】
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Ⅱ月8日,日本赤軍の最高幹部重信房

子が,大阪高槻市内のホテルの前で途姉

きれた。 E本赤軍ほ,共産主粧名同盟赤

翠派(共産同赤軍派)が提喝した「国際

根拠地建設」權想に基dき,同派フラプ

支部建設の使命を帯びて19n年2月にレ

パノンに出国した同派メンバー重信房

子,奥平剛士巧によ巾て組織された。

彼らは、 P FLPをはじめとした,゛レ

スチナ・ゲリラとの按触をはかり,1972

年5月の「テルアピプ・ロ・りド空港事

件」以降,「ドパイ亭件」(1973年),

レ、ーグ車件」 a974年),「クアラルン

プール事件」Ⅱ975年),「ダッカ車件」

(1977年),「ジャカルタ事件」(1986年).

「ローマ亭件」 0987年),「ナボリ事件」

(19部年)などの凶悪女テロ事件を次々

と敢行した.

しか L女がら,1987年11同に丸岡修

が,善港から日本に港入を図0たところ

を,東京において述姉されて以降,19能

年4月には菊村憂が米留で逮捕され,同

年6月には泉水博がフィリピンで.19妬

年3月には浴田由起子がルーマニアで,

1996年5月には吉村和江がぺルーで,

1997年Ⅱ月には西川純がポリピアでそれ

ぞれ身柄拘束さ九,いずれも臼本に秒

送・遮抑されている。また,城靖勉は

1996年9月にネパールにおいて身柄拘東

され,米国に秒送・還姉きれ,現在公判

中である.1997年2月には'ベイルート

重信の逮捕でテロの脅威は去ったのか?

治安ワオーラム2001.1

市内に潜伏していた日本赤軍メンパー,

岡本公三,足立正生,戸平和夫,山本萬

里子,和光暗生の5名がレパノン当局に

より検挙・起訴さ丸,全員が禁鍜3年の

刑に処せられたが,2000年3月7日には

刑期が熱了L,岡本公三のみがンバノン

への政拍亡命を認められ,他の4名は国

外追放となり,3月18日に日本に称送

後,遮姉された。

このよらに,世界各地でメンパーが身

柄を拘束され,述捕されているが,これ

は.冷戰擶造の崩填や中東和平の趣屡女

どによη,根拠地としていたぺカー高原

のキーンプの閉鎖を余儀女くさh,新た

立恬動拠点やテロ・ゲリラ組織との共闘

を求めて各地に分散していたことを裏付

けるものであり,国際的女テロ対策協力

の成果でもある.

ところで,日*赤軍は,1974年には活

動資企を獲掃する目的で,ヨーロッパ在

留の外交官や大手商牡のトップを誘拐

し.身代金を強奪するという,いわゆる

「捌訳作戦」の計画を立て,準術活動を

進めていたが,計画に事加してい捻メン

パーがフランスで述捕きれ,この計画は

失敗に共bウた.

しかし,1987年11月に丸冏が稟京シ

ティ,エア・ターミナルにおいて遣姉さ

れた吽に所持Lていた文書から,「アデ

7J(反戦民主戰線)と呼ばれる新Lい

1且織を7'りピン女どの束南アジア諸国

板橋 功

を中.じ、につくり,各国の反政府テロ組織

と連携Lて恬動を行うことを計西Lてい

たことが明らか1こ女った。これに符合す

るかのように,1986年11阿にフィリピン

のマニラ鄭外で発生した三井物産若王子

支店墨誘拐事件では,共産テロ組織NP

A (New peop!E'S ATmy)とともに,
日本赤軍が犯行に関与していたことが明

らかにむ0ておη,またこの時の計画に

おいても,「翻訳作戦」と伺様に,火手

商牡や銀行など日系5牡の支店長がりス

トアップされていたことが明らかに左っ

τいる。

亘信容暴者の逮期で,多くのメディア

は「ーうの時代の契鴛」.「過主の存在」
と報じ,ひたtらノスタルジアにひたう

τいる感があるが,あ*り安'DL,、ぎて

「ネいけむい。同世代のヤスコミ人・文化

人達にと「て仕,重信の遮捕は,「ーう

の時代の熱爵」むのかもしれ左いが,未

だ7人のB本人テロリストが解き故たれ

ていることを忘九ては女ら女い.彼らの

内'岡本を除く6名は,クアラルンプー

ル事件とダッカ事件で超怯規的惜置によ

η臼本が世界に放0だ凶悪をテロリスト

達である。報道を見ていると,これ島の

テロリスト達に闘する関心が薄いよラに

感じられるが,重信は「人民革命党綱

領」女る,新組幟と活動方針を記した文

誓を所持していたとのことである。残る

日本赤軍の主要メンパーは,奥平純三,

板京国男,佐々木規夫,松田久,大道寺

あや子,仁平映,そしてレパノンへの亡

命が認められた岡本公三の計7名であ

る。これらのメンパーは,全員が50歳を

越え,高齢化Lつつありテロを遂行する

86 コラム企業の安全対策

能力は低下しているものと剖、bれるが,

依然として武装肌争を放粲tることは麦

明しておら,',注意を要する.

U主1)若王子事件の客疑者として1991年

1月に逮捕されたN PA幹部は,日本赤
軍が事件に開与Lτい北ことなビを供述
しτいる.

(注2)残る日ホ赤章の主要メンパーフ名
岡本公三(52):テルアビプ・ロッド空港乱

射事件に閲与。 19力年2月に和光明生ら4
名とともにレパノン当局に不法滞在の罪

なビで違捕・起訴され.有罪判決を受け
るが,刑期の滴了とともに岡ホ公三のみ

レパノンへの亡命が認められた q也の4
宅仕日本へ送還〕.

奥平純三(5D :ハーグ・フランス六使館占
拠事件,クアラルンプール・アメリカ大

使詑占拠事件に関与.1976年にヨルダン

で遮1雨されるが.ダッカ,ハイジャック

事件で超法規的に釈放される.ローマ.

米国大使館及び英国大使館爆弾テロ事件.
ナポリ・米軍クラプ爆弾テロ幕件に関与
する.

板巣国男佑3):浅間山荘事件に闡与L.逮
捕・拘留中にクァラルンプール.アメリ

力大使館等占拠事件で超法規的に釈放さ

れ,ダツカ・ハイジャック事件に聞与す
る.

佐々木規夫朽2):連続企臭煤破事件に関与
L.遮捕・拘留中にクァラルンプール.

アメリカ大使館等占拠事件で超洗規的に

駅放され,ダツカ・ハイジャック蔦件に
間与する.

松田久(52):赤軍派M作戦(貰金廻得作戦)
に閲与し,返捕・拘留中にクアラルン

プール・ア〆り力大使館再占拠事件で恕
法規的に釈放さる.

大這寺あや子佑2):連続企業爆破事件に関

与し,逮捕・拘留中にダッカ・ハイ

ジャツク事件で超法規的に釈放さる.

仁平映(54),穀人罪で拘留中にダッカ.ハ

イジャツク事件で超法規的に釈放さる.

【M公共政策調査会第一研究室長】
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先進諸国の在外自国民保裳対策Ⅳ

ドイツにおける在外自国民保護活動

1)外国での安全対慌にウいて

ドイツでは.人口の約露.4%にあたる

約 4,300万人が毎年,5日以上の外国渡

航をしておη,また数石万人のドイツ人

が外国に在留している。

ドイツ人の主を渡航先としては,スペ

イン,イタリフ,オーストリア,トルコ,

フランスなどであるが,最近,外国旅行に

対tる考え方も多様化L,ありきたりの

旅行では女く,ネ,゛ールでのトレッキ

ングツアー,イエメンのオートパイ縦走,

あるいはキルギスタンでの登山とい0た

族行を好む人達が増之てきている。外務

省では、渡航者に附Lて,しぱしぱ琴告

を発しているが,この曹告を無覗して.

犯卵発生率の高い国や政治的に不安定な

地城に床行する個人も跡を絶たず,モの

結果として,外務岩には毎日世界各地か

ら保饅を求める迎絡が入0ている.

外務省では,渡抗者のための情報提供

サーピスを行うており,インターネット

のホームページ(http://WWW.aU5W三er

U8es一丑lnt.de)には,ほとんぞすべての

国の「旅行情報」やドイツ人の査証申謂

に必要な事項が掲蝕きれておη,また電

話での問い合わせにも応じている。

他険国については,トラベル・ウオー

ニングを発出しており,シニラレオネ共

和国,コンゴ共和国,アフガニスタン女

ピに発出されている.

、

2001,2 治安フォーラム

力事件・事故及び聚急亭態への対応

1996年のドミニカ共和国i中でのビルゲ

ン航空機墜幣事故(乗客Ⅱ6人のうちの

大半がドイツ人観光客であった),1985

年のイタリア客船「アキレ・ラウロ号」

での人質亭件侶3人の西ドイツ人が乗

船),1997年3月のフルパニフからの国

外退避.1997年9月のエジプト・カイロ

での観光バス奥撃事件(ト'イツ人観光客

9人力巧E亡)や同年11月のルクソールで

の観光客襲撃事件,2000年4月の?レー

シア・シパダン島での観光客抽致事件

(ドイッ人観光客3宅を含む21人が位致

され,フィリピン・ホロ島で監禁)等の

大事件や火亭故は,特に高度女対応を要

求される。

このようむケースでは.外務省,在外

代表部,国内および国外の数多くの機関

が密接に協力し,対応することにをる.

特に,外国の諸機開との協力は非常に重

要であη,このようむ際には,Φ外国の

法知および行政機構に関する知酬,②現

地に閥する知戡,③幅広い人肌.④言語

に関する知識,⑤7νキシピリティーと

相手方の関心事項や考え方を理解する能

カ.⑥忍耐力とタフさ女どが要求され

る。

板橋 功
η.これらの部厘には. FAX,電話.

コンピュータや地図左どはもちろんのこ

と,必要な設備を設置してお0,危桟の

度合いに応じて,閥係者が毒集するよら

にな0ている。特に,常詮の緊急1゛応セ

ンターは24時問対応で,緊急事態や危接

に陥うた自国民に対して情報の提供や助

言を行ウている.

また,在外ドイツ人の退避を要する可

能性があるよう女,政治的危桜が兆生L

た場合には,Φ当舷国を担当するポリ

テ'カル,セクシ,ン,②自国民保鱗

課'③常設の緊急対応センターの三つの

ユニットのスタッワが連やかに集含り,

対応することになる.そして,ドイツ人

が危険地汝から退避する際には,緊急対

応センターのスタ・りワが中'Dと女η,危

険地鱸から確実に脱出できるようサポー

トtる.最近では,ザイール,アルパニ

ア,シエラレオネ,コンゴ女どのケース

がある.

偏者と負優はしτいないものの精神的

ショックを受けた熊行者のケアや襖害者の

家脹への対応を行った。カイロの大使館は,

3日間ほとんど部時問体制で裏件の対応に

当たウた.

87コラム企業の安全対策

ドイツ外務省では,このようを事態に

対応tるため,復歓のクライシス・シ

チュエーション・ルームを用意してお

事例2 アルパニア,ティラナからの国外
退避

ドイツ連邦政府は,1997年ヨ月.社会秩

序が崩堰し、無致府状態となり,空港も開

熟されたアルパニアの首都ティラナから多

数の在留ドイツ人を国外退避させるため,

軍用接を派造する二とを決定い=.救出作

戦に当た7たのは,ポス=ア・ヘルツエゴピ

ナに展開しτいた平和安定化部隊に所偶す

るドイツ連邦軍のへりニプター6機.兵員

25人で,サラエボからティラナに向かい,

ドイツ大使館近くの軍用空港に着隆,ドイ

ツ大使館員を含むゞイツ人21人と非力国90

人の外国人を救出L,モンテネグロで輸送

機2機に乗リ換え.ケルン・ボン空港に全

員無事に到蒼した.へりがテイラナを出発

する際1二は.アルパニア人グループが発砲

L.応戦したドイツ連邦軍と銃撃戦にむっ
た.

事伊」1 テロリストの軽撃

1997年9月18日.エジプトの首都カイロ

の中心部にあるエジプト毒古学伯物館前で.

ドイツ人放行者の乗?た観光パスが,銃や

火炎瓶で武衰したテロリストに襲宰され,

パスは炎上,治安部隊とテロリストが銑撃

戦を展鬪し'ドイツ人簾行者g名が死亡」
た.

発生から徴時問犠には,エジプト詐行者

の安否を気遣う定族から外璃当にひきもき

らず電話が入り,モの上,多数の報道関係

者からの問い合わせも相次いだ.

在カイロの大使館と外務省では.追加の

電話回線を設置L.事情に通じたスタッフ

を配置するとともに、筬行団体の名簿を入

手L,被害者の把握に勢めるとともに,負
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ドイツ連邦軍が,北大西洋条約機構(N

ATO)址外で自国民の敦出作鞍を行った

のは.二れが初めてである.なお、この救
出作戦で.日本人Ⅱ人も脱出している.

今回の敦出作戦にウいて,ヘルツオーク

大統領は.「以前は憲法上の問題もあり,'
邦軍の緊急出動ができず.いうも外国に助

けτもらうぱかりであったが.今回は他国

の国民の敦助に投立うことができ,とτも

喜ばしいことである.」ヒ日本人記考団との

会見で述ぺている。

この救出作戦に隍し.外務当と国防省の

作戦本部およびティラナ大使館では,Φ状

況の分折.②外国領空の飛行許可の取得,

●国外退避者の把握,④へりコブナー活陸

地点までの輪送計画の筑定.●へりコプ

ター七大使館の問の通信の整情なビ.様々

な任務を遂行Lた.

【財公共政策畑査会第一研究室長】
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海外安全対策ビデオ

「人質(hostage)」
毎年,海外安全対策ビデオの企画・製

作を行ウています。今年度も「世界のテ

口惰勢」をテーマに製作'1コであり,4月

には新作を発表する于定です.咋年庶

は'「人質」をテーマに製作を行いまし

光が,これまでホ誌で紹介する桜会が無

か・コたので,本コラムで紹介させてもら

うことにしま,、.

1 製作の趣旨及び目的

近年,キルキス共利国における邦人竝

致事件'ノキシコにおける電槌メーカー

米国邦人杜豊誘拐事付・,フィ1」ビンにお

ける処般会牡邦人亭務所長栃拐*件,そ

してぺルー日ホ大仙公邸占拠・人質事件

むど,白本人や日水の推益を狙0た事件

が統兆Lており,特に,日ホ企業の海外

駐在風の誘拐,柱致事件は,1978年に工

ルサルパドルで日本企業の合弁会牡社長

が誘拐,殺害されて以来,後を,色たオ',

今むお六きむ笥駐と女うています。

このよう女こと力寸力平成9年皮には

誘拐畢件に遉うてしまウた場合の企業の

対応に焦点を当てた「Kid0叩(誘拐)」

を,平成10年度には誘拐を実行中る仙の

テロリストの規点で抽いた「ターゲット

日本企業」をモれぞれアニメーシ"ンで

製作L,海外安全対策,危横管理体制の

整備に取1」組む必要性等の啓象を行ウて

きました.

2001.3 治安フ tーラム

そこで今回の作品'は,誘拐・1立致され

た「人質」モのものに焦点を当てて,

一人質はどんな境遇に凪かれるのか.

一人質に女0た場合に,ピのよ5 女'D理

状態に左るのか。

一甸を食べ'何を考え.何を恕い人質生

活を送0たのか。

ーどのようにして身体的,拙杣的な健威

を緋持したのか.

等をHj」らかにし,万がー,誘揚・t立致さ

nた場合の心構えや干防の重饗性を考え

て頂くことにした.

2 ビデオの内客

ホビデ寸は.実際にテログループに誘

拐され,人質に左った方々の証言や専門

家のインタピューを中.Dにドキュメンタ

リーで製作しています."に, H米の3

名の人質経験者が、当時の人質生活の状

況を生々しく語「ている点が特徴です.

山人質経畦老

①トム,ハーグロープ(THOMAS

R. HARGROVE)氏(米国人)

1994年9月に,南米コロンピフでコロ

ンピア革命軍(Revolutionary Armed

FⅢCe of co】ⅡmbjalFARC〕1こ勝拐され.

Ⅱ力月間に及び山中にて監禁された。

②ジョン・ハイデャ Uohn H

HEIDEMA)氏(米国人)

1996年7月に,エクアドルでコロンピ

板橋 功
ア人武裴グループに誘拐され,訟日間に

及ぴジ十ングル等で監禁された.

③水野文雄氏(口本人)

19卯午 5月に,フィリビン・ネグロス

島で共産ゲリラ新人民軍(New people'6

Army:NPA)に誘拐され,65日問に及

び山中で監禁された。

②専門家等

Φ,゛りト・ムレイニ氏(PATNC J

MULLANY)氏(元F B 1プロファ

イラー)

FB 1で20年以上勤瑞し.退官後は米

国企業のセキュリティー,ディレクター

等を歴任。 FB1在任小は数々の人暫亊

件に1野b り,,D理プロワフイリング'人

盟交沙,ストレス管理等のプログラムを

開発Lた,人質IH件の専門家.

②プライアン・ジェンキンス氏

(BRIAN M.ルNK則S)氏(元ラン

ド,コーポレーション政論科学部艮)

テロリズム研究の世界的を枇戚で,世

界朽数のシンク・タンクである米ラン

ド・コーポレーションの政治科学部長を

永年にわた1)務め,テロ研究の基礎を築

いた。

また,米国挑会公聰会等でも度々証煮

を行い,米国政府におけるテロ対策に助

言を行っている.

(参考)主な海外での邦人誘拐・批致

事件

1970年3月サンパウロ日本国総領事誘

拐那仲(プラジル〕,4H後に無事解放

1978年5月インシンカ牡北人牡長誘

拐・殺響事件(エルサルパドル)。約

'6

5力月後に造咋で発見

19兇年12月インシンカ牡取締役誘刊班

件(エルサルパドル).約 4 力"後に

無琳解波

1982年Ⅱ村松下電特現地法人社長襲

幣,誘拐来遂小件(コスタリカ)。約

1力月後に.米国の病院で死亡

1985年ι" NE C邦人技姉老(2 名)

誘捌Ⅲ件(イラク)。約 5 力村後に無

Ⅲ解放

1即6年Ⅱ打三井物産?ニラ支店長誘拐

都件【フィリピン)。 135晒婁に無叫'鮒

放

19釣ヰ3月三井物」杢ピエンチやンⅢ覇

所長勝揚*件【ラオスータイ).8 [1

後にタイ北部でタイ警巣の救出作職に

より"亭蚊出

1990'F5 "民問援劫団体オイスカ事酪

所長誘拐IN件(フィリピン).約 2 力

月後に無出解敏

1991年8月叫(芝牡員{2 名}誘拐亦利

(コロンピア)。同午12"に 2 ぎ,とも01ι

出觧放

19兜年3"シチズン商ψ邦人社員誘

拐・穀害IH件し(ナ?)。 12日後に迅

体を碓認

1996年8「」三洋世椣米国怯人社喪誘拐

1"件(メキシコ)。 9 口後に#,f事解放

1997年8f1 鍛高肌?ニラ11i務所長誘拐

Ⅲ付イフィリビン)。 4日後に,μ"解放

1999年8月 J ICA資涼間発柵査市画

従事の邦人技師(4 名)位致事什【キ

ルギス)。 63日後に無.亭解放

【側公共政築鯛査会第一研究室長】
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2月22Bにコロンピ丁の首都ポゴタで

矢崎総業の現地法人矢峅シーメルの日木

人副社異村松抽火さんが現地の犯部グ

ループに誘拐きれ.左翼テロ組織コロン

ビフ革命軍(FARC)に転売されると

いう事件が兆生Lた.村松副社長は現在

でも囚bれの身と女ウてお f〕,長朔化の

様相を呈している.

コロンピアでは.こ北までにも]991年

8月27日に京芝の技晰名2名が顧H"され

Ⅱ1日後の蛇月」6日に無事に解放さ紅た

亭件' 1992年3月31H には現地で会牡を

経営する中川浩治さんが誘拐され,21日

後の4月21日に無事に鮒、放されたコ"件,

均兜年9打剖BにはU本人農場主竹*文

四郎さんが誘拐さn,杓日後の11"18日

に無亊に解赦された事件、 1998年9月22

日には日ホ人農場主志村昭郎さんが誘拐

さ九5 力阿後の19卯年2月22日に無叫ιに

飾放された蔀件と,4件の日本人力糊甥

された唄件が明らかに女0ている。

京芝技術者誘拐那付七志村さん誘拐瑚

件は価1れもFARCによる犯行,竹本さ

ん誘拐那件はやはり友翼系テロ紅織国家

解放軍【ELN)の犯行であることが剛

らかに立0ている.また.巾川さん誘拐

事件については,犯行グループが叩らか

に女うてはいないが. FARCの影響力

の弛い地戚で誘揚されていることから,

FARCによる犯行との見方もある。

誘拐されている判松副社長は,コロン

日本人誘拐事件について恕、うこと

71
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ピフには今回が2度目の赴任であり,

1995年12月から赴任Lており,5年以上

駐在するいわゆるぺテランである。

19豹年3月にラオス・ピエンチやンで

誘拐さnた三井物産ピエンチやン事瑞所

長の洩尾さん.1996年8月にメキシコ・

ティファナで誘拐さnた三洋電抽列Ⅲ法

人杜長の金野さん,19"年8月にフィリ

ピン・ヤニラ郊外で誘拐された銑高組マ

ニラ亊務所長の寺田さん,何れの方も在

外経鰻や当技国での駐在経験の長いぺテ

ランであり,馳山の代表やモれに舉ヒる

方々である。

現地で永く生話していると,現地の状

況に埋もれたり,赴住以来火きな事件に

卷き込まれずに無帯であウたことを過信

して,怡安情勢にヌ.1する感覚が麻輝し,

安全に欄する配慮が疎かになりがちであ

る.また,ホ牡サイドが安全対策に開す

る注意喚起を行「てる,「本社が何を

σ●也)の州勢は言0ているのか, ^^

社内でけ(本杜より)自身が一番よく

知「ている」という白負もあ1〕,「自分

だけは火丈夫」という鈷覚があ0てもお

かしく惟女い.

今回の村松副社長の場合には,報道に

よれば,「約 1力月前にも今回と同様の

手口で誘拐未遂に遭うていた」(3月14

日付東京新問)ということであり,安全

対策を講ヒて十分な注意を行っていたと

恩,うのであるが・・・.

板橋 功
ところで,筆者は昨年2月に.中南米

で誘拐された二人の米国人にインタ

ピューを行うた.

一人は,1994年9月に今回と同様にコ

ロンビアでFARCに誘拐さたトム・

ハーグロープさんで.11力月間に及':監

禁の末に無事に解放きれた方であり,現

狂上映中の映画「プルーフ・オプ,ライ

フ」のモデルと女0た方でもある(もち

ろん,奥様と交沙人とが恋に落ちた事実

はないので叩し添えておく).

もう一人は,1996年7月にエクアドル

で,越境してきたコロンピア人武装犯罪

グループに誘揣され,37日後,無事に救

出さILたジョン・ハイデマさんである。

インタピューの内容は.樺外安全対策ピ

デオ「人賀」〔ホ誌3月号で紹介)に収

められ,監禁の状況やテロリスト達の様

子を証喬Lているので,これをご覧項き

たい.

この二二人へのインタピューは.実際に

は10時問に及び,また二人の奥様にもイ

ンタピューを行0ている。ピデオでは紹

介しきれ女か0た貴丘なフドパイスもあ

る.その中のーつを紹介しておく.

インタビューの冒頭,お二人の則繁と

も「い0たいB本人は何を考えているの

か。」と需った.それは,「日本企業1二,

あ佳り交渉もせずに,をぜあれほど早

く,あ富りに非額の身代金を支払うの

か?」ということである.

19蛤年8月にメキシコで発生した三i羊

畦桟卿也法人杜長誘拐串件では,高類の

身代金を支払い9日後に無稟に解放され

た.まさにその時に,ご主人の解放交渉

をされていたハイデ?さんの奥1澄雌,偶

排としたという.誘拐犯述がこの報道を

見て,自分たちの解放交渉に影蝉を与え

る;とを大変愚念されたそうである。

私はこの話を聞いて'非常にC、苦し

かうた。日本企梨の対応が,まさに仙の

誘拐事件にも影専を与えていたのであ

る。ハイデマさんの証言でも,誘拐犯達

はしぱしばラジオを脚いていたという.

当然,仙の誘拐事件のニュースも剛心.を

赫って聞いているはずであるし,多柧の

身代金の支宅、いは,現地や周辺国でも火

きな概いて,机道されるはずで畠る。

宰いなことに,ハイデ?さんの場合に

社,これから問もをく現地警察の救出作

城により無瑪に救出されたが,奥さんは

交沙に影春が"'るのでは女いかと非常に

怖か0たという.

'た,ハーグロープさんの奧様は,

ちょうピその頃にメキシコで誘拐されて

いた方のご家族に,ポランティアでアド

パイスをされて"り,同様の恋念を抱い

たとのことである。

「人命尊重」は非常に董要女ことであ

るが,囚われの身と女うているのは,モ

の人ぱかりでないことを忘れてはむらむ

い。身代金の櫛や支払い来実は,絶対に

公にしてはなら女いし.粘り強い交沙が

必要である。

私は鮮快の方法は身代金の支払いばか

りではむいと"える,彼島の支配地城へ

の医疫援助とか,住民の生活向上に役立

つための援助等を提案tるのもーうの方

怯では女いだろうか。

ホ筆ではありま者が,村舩さんの無IH

解般を'Dからお析りいたしミす。

【財公共政策調査会第一研究室長〕
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コラム企業の安全対策仰

ここ数年.年に一度はニニーヨークに

出張する槌全がある。年訂,マンハッタ

ン島の治安が良くむウていることに鮓か

される.十数年前に.制めてニューヨー

ナに出張Lた時には.夜小じ叩う数急車

とパトカーのサイレンが哩リ堰いてぃた

印凱があり,畳閉で古地下鉄に釆ること

は,命を捨てに行くようをものだと言力

nていた。そ1τが暈近でほ,夜中に女性

が地下鉄に乗ウても問瑚が無い仙ちろ

ん肌線にしょるが)という.

そこで,今午の2月に出張した床に,

突際に地下鉄に乗うてみた.かっては

ニューヨークの地下歓の代名節1となうて

いた,「帯誓き」左ビは金く無く,東両

の巾も外も,駅の改札口やホームもきれ

いであり,怖さを感じるようをことは全

く女「た、 trLろ B木よりも安全とすら

感こら九た。それもそのはずである.各

駅の改札口やホームには制暇の警察官が

配置さnているのに気dいた。

ところで.約2年ほど前であろうか,

取京の地下鉄のある駅で.ホ戸厶に女性

が転落したのを目の当りにしたことが

あ0たが,この11寺.ホームに駅員が一人

もい女か「た事に焼かされた.合理化で

人員が減らされている影響であろう.こ

れに止ぺた島,.=ユーヨータの地下駄

重要な経営資源としての安全対策

2001.8 治安ワ井ーラム

は,駅員どころか筈察官がホームにいる

ので,はるかに安全であると感じたのを

覚えている。今や?ンハウタンの中,D街

で「ネ200-300/ートル歩くと.瞥察官や

パトロールカーに適遇する。巾,じ、街での

銃繋1雌や殺人亭件は火事件であり,

ニュースでも大きく取1)上げら北るほど

治安が良く女ウた.

これは1993年にジュリアーニ氏が市長

と左り,治安対策に力を入れ,安士に対

する投資を行「た成果であ1〕,また好景

気が拍安の改菩を支え,この治安の良さ

がさらにニューヨークに活況をもたらし

てきた.{1ちろん腎察力の強化にういて

は,異論があることも確かであるが,以

前に比ぺて安全にな0たことも確かであ

る。

一方,こ1τまでわが国では,「安全」

は,水や空気のととく当然に享受できる

ものであると思.われてきた.しかL女が

ら,最近,治安が悪化L姑めて.改めて

日本にとウて「安全」というものが,発

晟の礎であり,貴亙女公共財であったこ

とに気0'き始めたのである。これは'企

業活動においても同様であり.これまで

「安全」というものが'丕営上のイシュー

として取りあげられることは,殆ピ無

か0たと言ウても過言ではをい。

板橋 功
ところで,約 1年前の 6"に窄天製藁

の製品に異物が捉入され,脅迫を受ける

という都件が兆生した。伺社では,米国

ジョンソン・ワ'ンド・ジョンソン牡のナ

イレノールⅢ件を害考に.製品の全面回

収を行「た.以降,日清食品,江崎グリ

コ,武田藁品,ロート製鈍女ピで知似の

事件が相次いで発主したが.そ北ぞれの

企業がそ九ぞれの立場,置か札た状況を

熟慮Lて刈応を行0た.

一方,6月下句には曾印食中駈事件が

発生し.この後実に多(の食品会社や飢

制メーカーで興物渓入事案が苑生・兆覚

したり,三斐自動車や三洋電機立どで,

製品欠肌とクレーム隠Lが兆寛した。

こんらの事累は,一見「企業の危機管

理」問題として,ーつに括リがちである

が,根本的に異左る問題であることは言

うまでもむい。すむわち,参天製禦脅迫

事件,武匝熱品脅迫事件等と雪印覗件,

三菱自勧車幕件等とは,本賀的にも異女

るが,企業の対応としても,根ホ的に異

をる点がある.

それは,前者の場合は犯人側の動向や

腎察との閏係もあり,自社では100%コ

ントロールできない事案であるのに対L

て,後老は不祥事であり,白牡が100%

コントロール可能女問則である.ゆえ

に,後舌の場合には、企業仙が誠意を

持0て,しっかりと対応Lさえtれぱ処

理可能を問題であ1〕、ホ来は企案にとぅ

てより対応しやすい問題のはずである.

す女わち,「危機管刑」と言うよりは.

0古 ロラム企業の安全対策

「不井事対応」そのものである。

しかL立がら,これ6に共通する間瑚

もある。モれは,!企梨の信用」という

問胆である.まざに,咋年は企業の「信

用」という古のが問bnた年であうた。

この「信用」は,言葉では冨われていた

ものの,拡大経済の下では経営上そnほ

ピ或要祝さnてこなかウたように悪.δ.

企業の経常資遲は「人」「物」「企」,

そして最近ではこ北らに加えて「情報」

と言われているが'この「信用」古きた

企業の貴垣む経営資源のーつであると私

は考える.「人」「物」「金」は此般的短

捌問に調逓tることが可能(「人」も履

用の流動化により容易に立「ている)を

のに刈して,「情報」は冨利tに時問がか

かる。

さらに「信用」と女ると非常に長い捌

間を要する。モして,こ丸島の羅営資源

を守るのが安全対策であり,コー"レー

ト・セキュリティである.利、は,これも

また貴亙女経営資源であると考える。

ち女みに雪印弔件では,向社の対応も

さること女が島,当時の社長が発生当初

の記者会見で「今向のⅢ件で,赤字に女

ることはない」,「営々として築いてきた

先輩に小し訳ない」旨の信ヒられ女い兆

言を行うており,結牙ι的に偏Ⅱ士は1作年11

月の中問快算で述結ペースで307憶円も

の赤字を計上tることにな「之。このよ

うを企業や経営者のセキュリティ感覚の

無さこそが,企業に危機を招くのである。

【助公共政策鯛査会第一研究室長】

コラム企業の安全対策岫

コラム企梨の安全対縦

NY世界賀易センターピルに熊客機が

衝突する11央1争を見た珊間に. FB !, C

IA,ホワイトハウス等の米当局者やテ

口研究者述は「ウサマ,ピン・ラーディ

ン(U B L)にやら札た」、「こういうこ

とだ勺たのカリと思うたはずである。

91ヨⅡ日の米国同"多発テロ事件につ

いて,基本的に制識して#かむけ九ぱ左

らないのは,例も新しい出米亭では女い

ということである。今回の攻撃を米当局

が阻止することができず,そして破らの

計画どおりに,あるいはそn以上に成功

してしま「たということである.

今回のψ件に0いてぢぇる場合に,ピ

うして右翹「て考え立けれぱならをいの

が,1993年2 同26日に同じNY世界貿易

センタービルで発生Lた爆弾テロψ件で

ある.この事件惟,向ピルの地下駐車場

で大世の爆藁を禎んだ自動中爆弾が爆兆

し,死者 6 人,負傷者1.000人以上を出

した事件で,ヨι犯ラムジ・アフメド・ユ

セフⅡ995年2 村に述11川をはじめとする

イスラム・テロリスト述の犯行であ0た。

彼らの計画では、ツイン・タワ一の片

力のビルの土古を崩してビルを倒し.

力のピルに当てて両方とも倒壇させると

いう計画であ1),また,この時に宵酸化

合物が使用されたとの指摘もある、もし

この計画が成功Lていれぱ,この胖にN

Y世界賀易センターピルは倒壊していた

ことにむ,〕,避SptembeT 11,2001"は

"February 26,1993"であうたのである.

アフガン後に本格化するテロ対策
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以降,フィリビン航空惟内操艸テロ事

件(1094.12),ケニフ'・タンザニア米国

大便館橡破事件 n998.8),米国堪逐艦

コール号爆破帯件(2000.10)をどのU

BLが関与Lたとされる亊件が発生てい

る。特に,村'縄上空で発生Lたフィリビ

ン航空桜内爆弾テロ事件は,19g3年.2月

のNY世界貿易センターピル爆弭テロ事

件の主犯でもあるラムジ・ユセフによる

犯行で,京南アジア苑東南アジフ経由米

国行きの米国航空犠を伺時に12愉爆破す

るという,米国航空機同時爆破計画(ポ

ジンガ計直1}の実験であ0たことが叩ら

かにむ「ている。

含た,クリントン大雑領暗毅計画.

ローマ法王暗穀削画, NY海底トンネル

爆破計画.ニューヨーク国迎ビル爆破令1

画,国述李務総長暗殺計画女どの数々の

テロ引'画が剛らかに女うており,未然に

岨止したとされている。さらに,1999年

12月にはミレニアムテロを計画Lていた

とされるアルジェリフ国特のテロリスト

がカナダから入国をはかろうとして辿姉

されている。これら数々のテロ事件や創

画は. UBLのテロ・ネットワークが1到

わ0ていたことが明らかになウていたの

である。

このよう女ことか島,米国ではテロ対

策を強化し, U BLのテロ・ネットワー

クによるテロを常に署戒してきたのであ

る。すなわち,最近の米国のテロ対策は

UBLのテロ,ネットワークを中心に考

板橋 功
えられてきたと言っても過言ではない

し. UB Lとの闘いは1990年代制販から

姑まっていたのである.ゆえに,今回の

那件もこのようを流nの巾で考tなけれ

ぱ立・ら左・いのである.

今,孜が国ではアフガンでの"叫争J

(箪岩は「軍亭打動」と表現tるのが通

Wであると考えている)がテロ対策であ

り.アワガンでの軍琳行動が井わ北ば.

テロとの削いが斜bると肋述いしている

が,アフガンの箪1"行動は,これから本

揣化する永い.永いテロとの肌いの入リ

Πにしか過ぎむいことを認乱する必要が

ある.

プッシュ火就領に,当制から「New

Wer」という言粂を使「ているが,こ

れは「高度むテロ技術を侍勺たテロリス

トを訓緑・養成し.火批殺戡兵排女どを

用いて一般市民を火母・無誓別に壮致L

たり,世界金伴を況舌υ伏態に怖れるよう

なテロ行為を打'う,あるいは計西するテ

ロ・ネットワークに対する包掘的テロ,」

策」であり,Φ外交,②軍那.●司怯,④挫

査,⑤情机【インテリジェンス),⑥金

融【資金規1,りを含む),⑦緑済.●危機

笹理と結釆管理(雑害管理)立・ど全ての

側面で,米国の赫てるあらゆる力を仙い,

ま之噐外国と1"力して、テロ,ネットワー

クをせん減することを意味Lている。

す毛'わち,「Newwar」は,いわゆる

n呪印」ではをく,単なる「箪碍行動」

を意味するものでもない。寛璃行動を含

も「包括的女テロ対策」と考える必要が

ある.

ゆえに,軍1則内に峅利したとしても,

この「New W祉・」においては勝利した
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ことにはならむいのである。女ぜ立ら.

Ⅲ'界小に散●ぱる「兇えむい敵」,テ

ロ・ネットワークのセルやスリーパーj堂

を1虫L出L,ーつーう凧Lていかなけれ

ぱ左・ら立・いからである。彼島を怯の裁き

にかけ,あるいは完金な監規"ドにおき.

あるいは資全を遣断・剥なし,場合に

よ0ては武力を仙い,封じ込めていかを

ければな6ない.従来のようを陪后排造

の机般ではをく,ネットワークであるが

1山えに,この朧乎が兇え立・いだけに大変

なので高る.これには,イスラム諸田を

含めた世界件田との地道な挫査・司北t驫

カ.倩報協力.資金堪制の仏力,外交而

での恊力を行「ていく以外,仙に道はな

いのである.

6ちろん,内本もこの永いテロとの削1

いから逃れることはできないのであり,

先のΦ一●の全ての仙画で恊力・対応を

求めら札るし,含さに小泉総班の背う

「主体的」に行動し立・けnぱ女らむいの

である。先に成立Lた,いわゆる 1テロ

対策制別措置法」仕,Ⅲをる「倒衛隊に

よる米箪支援法」で南 1)、「テロヌ,覧」

に貢献Lたことには立・ら立・いことが邦分

かリ頂けたであろうか。

「New W急r」に村応するためには,

「包括的テロ対縦法」の制定と惜糾,拾

安・入国管理女どの拙1則を再雜・強化

し, C IAのような情帷機関, FB 1の

よう女国家捜査被関. FEMAのよう左

結果管理磯関,そして空港警備や沿岸箒

備などの国境掛価と重要施設瞥備を行う

パラ・ミリナリー組細を創設することが

不可欠立・のである.

皿●公共政策副査会第一研究室長】

企業の安令対策 0りコラム
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コラム企業の安全対剣刷

北朝鮮の枝閉発・ミサイル問題を中,ひ

とした,いb1Φる 1安全保障」の間題

陞.耽が国ではまるで他人事のよらに紐

hれ,竝致披害考の問題ぱかりがクロー

ズフップされている(筆者は,もちろん

この問距の亙要性け十分に認誰Lてい

る)。ともすれぱ,安全保障の問題は米

国の問題であるとの火きな誤解をしてい

る人もいるが.北朝鮮の拡,ミサイルの

脅液に最もさ6されているのは他左月ぬ

「日*」であり,まさに現在及び将来の

日本国民全ての生命,身体'財産の安全

に関わる皿火を問題である。

他方,イラク問題を考えると,米国は

何故,今イラクを攻撃する必要があるの

であろうか?筆老は,昨年来甚だ朧問

に.冊,つてきた。

そもそも、米国によるイラク攻撃への

言没が活発化し始めたのは,9'n事件

以降である。はたして,9.11事件とイ

ラクは閥係があるのであろうか?オサ

ヤ・ピン・ラディン(UB I)やアル・

カイダとイラク,ワセイン政枇との組織

的を関係を見出すことは非常に困難であ

ると考える.そもそも両者は,「イスラ

ム」,「反米」という点では共通するもの

の.その目指すぺクトルが六きく異女る

ことから,これ弐でに両者の間にf避躍的

な関係があ0たとは考え能く,この点に

ついては多くの欧米のテロ研究者も一致

した見解を示Lている.当然のことをが

巧.9.Ⅱ事件とイラク・フセイン政椥

北朝鮮・イラク問題とテロ対策
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とは闘係が女いと考之るのが自然であ

る.

プッシュ大統甑及ぴライス柚佐官をは

じめとした米国政府高官仕.しぱしぱイ

ラクとUBL及ぴアル・カイダとの関係

を指摘L,明確女証拠が島るとしてぃる

が,来だに何ら具体的む証拠が提示さん

てい女い。 9.11亭件以降,米国のイン

テリジェンス・コミニニティ仕,この両

者の関係に最大の関,L.を払ってきたもの

と考えらんるが,それにもかかわらず,

1年以上が経過した呪在においても何ら

証拠が示され女いことは,その関係の存

在そめものを睡問視せざるを得むい。

さらに,この困難さを米国政府も認識

しているからこモ,「六量破填兵碁の拡

散」→「大量破壊兵等がテロリストの手

に渡り,これを用いて 9.Ⅱと同様に米

国本土を攻撃する可能性がある」→ fゆ

えに,こ札を防ぐためにテロ対策の一環

としてイラクを攻撃する」というかなり

無理のあるロジックを使い,「イラクヘ

の攻撃」と「テカ対策」との関述ヴけを

行ウている.「テロ対策」という側面女

しに,「大量破壊兵累の拡散」というこ

とのみでイラクへの攻撃を容詔する内外

の合意が得られたかぞうかは疑問である

し.最近では米国の正当性を疑問机する

戸す月高ま「てきている.

米国はいわゆる「テロとの城い」の

真0最中であり,このようを状祝下での

2正面作戦(これは「フフガニスナン」

治安ワオーラム2003.3

板橿 功
と「イラク」という意味では女く.1U

B Lテロ・ネットワークとの戰い」と

「サダム・フセイン」)の展開,まして北

朝鮮を含む3正而作戦の展閉は,かをη

の無理があると考える。

またイラク攻撃は,次の本土攻粟の機

会を狙うているUBLとアル・カイダに

対して,「艶好の機会」と「絶好の口実」

を与えかねをい.米国の2正面での吸い

ほ,アル・カイダのテロ攻撃を物理的に

容易にしかね女いし,「米国によるイス

ラム教徒(イラク国民)への攻撃」とい

うことを口実に'「米国及ぴその同盟国

とイスラムとの戰い」に仮装したテロを

行う鞄好のチ十ンスを与えることに女リ

かねない.

北朝鮮やイラクによる「大量破壤兵着

の拡散」仕,米国及び世界にとぅての脅

威であることは明らかであるが,果たし

て今現在の米国にとウて極めて緊要性の

高い問題であるかどうかは疑問である.

米国にとウてのさし迫ウた脅威け, UB

しとアル・カイダによる攻撃であη,

r本土防衛」が最優先課題であると考え

る。何故女ら.米国本土を攻撃対叡と,

る組織は.現状ではUBLとフル.カイ

ダであり,イラク及ぴイラクと闘係する

1且織や北朝鯲が米国本土を攻撃すること

ほ現状では考之難く,米国は「テロとの

戦い」に専念すべきであると考える。

ところで,フランスのタンカー爆破事

件(イエメン沖),パリ島ディスコ爆破

亊件(インドネシフ),モスクワ劇場占

拠人質事件(ロシア)女ど, UB Lテ

ロ・ネットワークに間連するテロ'且織の

関与が疑bれるテロ亭件が続発したが,

70 署ラム企業の安全封笈

折しも設が国では.抽致被筈考の北朝鮮
からの帰国と重むり,報道でもあまり取

η上げられ女かうたため.テロとの般い

が鞍いているとの詔散け極めて薄いのが

現状である。それどころかテロの問踴
1才,ノディアも国民も,もう殆ど関.じ、を

失ウていると言0ても過言ではをい.

咋年のⅡ打12日にカタールの栃星放送

局アルジやジーラが, UBLによるもの

とされる肉殉テープの声明を放映した.

この声明では,パリの爆磁事件,フラン

スのタンカー爆破革件等の亭件にっいて

"れ,アフガニスタンでの軍牢行動に券
加した,米国とその伺盟風である英国.

フランス、イタリフ',ドイツ'カナダ,

オーストラリアを名指しし,笥告を発L
ている。

この中に「日本」は入「てはいない

が,決して安,じしてほいけ女い。仮に.

「日本」が彼らの直接的女ターゲットに

ほ女ら女いとしても.テロⅢ件が溌生L

た場合には,日木人や日村岳益が巻き込

まれたり,重大を影響を受ける可能性は

極めて高いのである.

また.フランスのタンカー爆破事件は.
中東諾属のオイルに依存している勃が国

にとぅて、安全保陣上の大問題であη.

テロリストによるタンカー保破爪件が蒜

兆Lた場合に社,国民の生活や経濱がど

のよう女オ幻兄にをるかは明らかである.

すなわち,日本も U B I,テロ,ネット

ワークによるテロ事件・とは快して無間係

ではいられないことを常に認誠し、テ0

との峨いに主体的に象り組ま女ければ女

ら女いのである。

【助公共政策凱査会第一研究室長】

ユラム企業の安全対策側

コラム企拠の安金対覧

3円20日に開始きれたイラク戦争は熱

粍を迎えうつぁり,1艾が国においてはメ

ディアの報道も縮小しつつあη,モの関

C、も急速に阿れつ0ある.しかしなが

ら,テロの危険性がより高まるのは, tr

しろこれからである。

これらのテロの対叡は.米国,英国,

イスラエルはもとよη,イラク攻撃に反

対したフランス,ドイ,ソをはじめ,サウ

ジアラピア,エジプトをピの梅益にも及

ぷものと考之られる。むぜ左ら,これか

ら起こるであろうテロは,イラク戦争と

直接関連したテロよりはむしろ,この職

争を「口突」として利用して行bれるテ

口の要因の方が大きいと考之るからであ

る.その代表的なものが,「国際的女ジ

ハード」を掲げるU三Lテロ・ネット

ワータやモれに関迎するテロリストによ

るものである。そこで,今後のテロ情勢

について整理しておく二ととする.

イラク1映争後のテロに0いて.大別す

ると次の5うが考えられる.

1)親イラク(旧フセイン政オ往)のテロ

リストによるテロ

2)アラプ/パレスチナ系テロリストに

よるテロ

3) UBLテロ・ネットワークに関迎す

るテロリストによるテロ

4)プル・カイダのテロリストによる大

規摸女テロ{あえて,上記と区別して

イラク戦争後のテロ情勢
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いる)

5)モの他のテロリストによるテロ

1)について椎,フセイン政榔下での

親イラクの主をテロ組織として,ムジャ

ヒデ'ン.ハルク(Mujahed伽.e Khalq

Or宮白nlZ丑tion)とパレスチナ解汝U財帛

【pale5tlTle L北eration Front:PLF〕

フッパス派があるが,ムジャヒディン.

ハルクのこれまでの主女ターゲットはイ

ランであり,19詑年4月には13ケ国のイ

ラン六使館を攻撃Lたこともある。この

ように,海外でのテロ活動の能力を有す

るものの、その攻撃の対叡はイラン柵益

であうた.今回のイラク戦争では,米軍

が彼らの拠点に対Lて大規模女攻宰を

行うたとされて分η,反米攻繁を行う可

能性も否定はできをいものの,一方でそ

の勢力の低下が考えられる。

また、パレスチナ解放戦線は,1970年

代半ぱにPFLP-GCから分虹した親

イラクのグループであうたが.19加,84

年にアプ・フル・丁ツパス派(親PLO

派)と親シリア派,親りピ丁派の3派に

分裂した。アプ・アル・アッパス派は,

1985年にイタリア客船アキレ・ラウロ号

畢件を起こし'この水件以降バグダッド

に本拠を置いていたとされる.同派は

1990年と蛇年にイスラエルに対する攻撃

を行0ているが,それ以降は主だった活

動「二みられず,また米国政府は3月15日

板橋 功
に,パグダッド郊外でアル・アッパスの

身柄を拘束Lたと発表しており,現在で

はテロ進行の能力は殆ど無いものと考ι

られる.

さらに,旧フセイン政オ径下の軍や民兵

組織の残党や工作員女どによるテロが考

之られるが,そのナーゲットはイラク国

内における米英軍をはじめとした米英の

楢益が中'ひにをるものと思bれる.海外

における旧工作員によるテロも考tられ

女くは女い力r,現在でもその能力(ロジ

スティック等を含めた)と忠戚Dを有t

るかどうか疑問である。いずれにして

も,現時点では,日*や日本の権益がこ

れらの直接的女ターゲソトと女る可能性

は低いものと考える。但し,戦後の復具

においてイラク国内で我が国楕益が活動

を行う場合には,直接的女ターゲットと

成り得るのて,,+分な注意を要する。

2)については,ハヤス(Hamas),

ヒズポラ(Hizba11ah),パレスチナ・イ

スラミック・ジハード(The pe1邸dne

Islamlc Jlhad),パンスチナ解放人民戰

線(POPU】ar FtoDt for t11e [iberau0Π

Of pa1舶tine:PFLP)女どによるテロ括

動が,今回のイラク喉争に呼応した形で

活発化する可能性があるが,これらの組

織の主むターゲットはイスラエルであ

り,イスラエル国内及ぴレパノン南都イ

スラエル軍治安警戒地城女どが活動の中

・Dである。また,これ6の組織の中に

は.過去,中東地城における米国糧益,

海外のイスラエル権益をターゲットにし

たテロを行っている組織もあ1).注意を

要tるが.最近ではこれらの粗幟による

テロは,イスラエル国内及ぴレパノン南

部イスラエル軍袷安讐戒地域などが中心

であ 1),これらの'上織が欧米の都市左ど

でテロを行う可能性は低いものと考えら

れる。但し.資金源活動や広報活動等の

国際的女活動は引き続き行bれるものと

'思bナLる。

今後.最も注意を要するのが3)及び

4)であη,特に3)については,今回

の戦争を「口実」にして,「国際的立ジ

ハード」と称するテロを活発化させる可

能性が高い。

3S、)にういては,フ'りビンのアプ.

サ气'フ'グルーフ'【A力U sayyaf Group
AGS),アルジェリアの武装イスラム渠

団(Armed 151amic Gr0廿P:GIA),エジ

プトのイスラム渠団 a51amlc GTOUP
IG)やジハード(al、Jihad),パキスタ

ンのハラカト・ウル・ムジャヒディン

(H且τ日kat.UI.Mujahidin:HMU).イェ

メンのアデン.イスラム軍(151amlc

Army o「 Aden)むどの組織やパ,」島蝶

弾テロ畢件を起こしたとされ,南東アジ

ア全城にセルを有するジェマー,イスラ

ミャ Uemヨ且h 151amiya:JD.さ島に,

世界中に散らばうているフル・カイダの

セルが単杣または単発的に,この機(イ

ラク戦争熱結)に乗じて当該国やその周

辺国における米国とその同盟国の梱益を

ターゲツトにしたテロを行う可能性が高

い。また,当該国政府や周辺の親米政府

もまたターケ',ν卜とをη得る。

1財公共政蹟鯛査会第一研究室長】

コラム企業の安全"策 71
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このように'親米政拙のイスラム諸国

もテロの場になるし,これらの国々の政

府や在夕H岳益もまたターゲットと女り得

るということである.

すなbち,以下のような,米宙とその

同盟国、親米政権のイスラム諸国, UB

Lテロ・ネットワークに間連するグルー

プやセル(アル・カイダや」 1等のネッ

トワーク化Lた1且織の)が括動する国々

及びその周辺国が,テロの娼となる可能

性が高く,

0米 0エジプト

0芙 0クウェート

0ヨルダン0フラ

0ドイツ 0イエメン

0アルジェリア0イタリプ

0カナダ 0パキスタン

0オーストラリア 0インドネシア

0フィリピン0イスラエル

0サウジアラビアをピ

またこれらの国々の政府施設や主要施設

{空港等の声数の外国人が利用tる施

設)'航空機や船舶及び在州缶益左どが,

3)のUBLテロ・ネットワークに関迎

するテ0 りストによるテロのターゲ・ブト

にむる可能性が高い.

現に,5月13日にはサウジアラビアの

首都りヤドの外国人居住区で連続爆弭テ

口帯件が発生し,含た14日にはアル・カ

イダのメンバーとされるテロリストに死

イラク戦争後のテロ情勢(続)

7 治安フォーラム20船

刑判決を言い渡Lたイエノンの裁判所で

乎梱弛を娠覺させるテロ亭件が発生Lて

おり,さらに16ヨに雌モロッコの商業都

市カサブランカで連続爆刺1テロ事件が発

生している。これら相次いで発生した亭

件では,フル・カイダの関与が疑われて

いるが.このよう女UBLテロ・ネット

ワークに関連するテロリストによるテロ

を完全に封じ込めることは困難であ1),

今後も絖発する可能性が高い.

また,4)フル・カイダのテロリスト

による火規模女テロについては,模数の

セルが高度なコーディネートの下に行う

火規槙女テロであり.まさに9.Ⅱ級のテ

口である。米国の主要都市におけるCB

RNテロ(ダーティポムや生物剤,化学

物質を仙ウたテロ攻撃),ポジンガ計画

(米国航空挫を同時に12槻爆破する所画)

のよう女テロ,複数の主要な在外米国椛

益を同時にターゲットとするテロ女どの

大規模女テロである.もし,再びこのよ

う女テロが実行された場合には,多くの

犠牲者が出る可能性が高いことから,米

国政府が最も腎戒し,様力左対策を酵ヒ

て阻止しようとしているのが,このよう

女9.11級のテロである。しかしをがら,

このよう女テロの実行を100%防ぐこと

は極めて雛しい.そのため.米国では万

がー,このよう女テロ亭件が発生してし

ま0た場合に備tて,被害を最小限にく

板橋 功
い止めるための様々女"策を脆じると共

に,削煤を実施している。最近て,も,国

土安全保障省と国務省が中心と女り,5

月12ヨから16日までの5日問にbたり T

O P O F F 2 (TOP OFFICIALS 2)

と称する長期間かつ六規模女訓練が実施

された。この訓諌は,シアトルでダー

テ'ポムを使ったテロが、またシカゴで

はパイオテロが発生Lたという懇定の下

に行われ,連邦,州,群.市の関係機関

及びカナグの関係挫闘女ど約100の提関

が者加した。

5)その他のテロリストによるテロに

ついては.2)のアラプ/パレスチナ系

テロリストによるテロや3)のUBLテ

ロ・ネットワークに開連tるテロリスト

によるテロが活発化することにより.こ

れに触発さ北たテロリストがテロ括動を

活発化させる可能性があることである。

例えぱ,従来から反米を捉げてテロ活

動を行うているコロンピアのコロンビア

革命軍(RevolutionaTy Arnled Force$

Of c010mbie : FARC)や民族解放軍

(Natio"al Lib8ratlon A如y : ELN),

ペルーのセンデロ・ルミノソ(sendefo

LⅡmi口050: SL)女ピの左寓テロ組鞭が

触発され,テロ活動を活発化させる可能

性もある.

また,伺じ国や地域で活動するテロ組

織が触尭さ九る可能性も否定でき女い。

例えば,フ'りピンではフプ・サヤワ・

グループのテロ活動が活発化,ることに

よη,新人民軍〔New P印PI'3 Army

NPA)女どのテロ組織がテロ活動を活

68 企棄の安全対策コラム

発化させることが考t られる。ち女み

に,ツ'りビンでは,2001年6月に政府

と停職合意し,和平交渉を追めてぃたモ

ロ.イスラム弁弔放1皿線(Mor0 1$1amic

Llbe「ヨ廿on Fr0址: MILF)が,最近テ

口恬動を活発化させており.フーリピン

政府はMILFに対して6月1日までに

市民を巻き込む攻撃を停止し女い場合に

は再びテロ組織として扱うとの務告を

行うている。

最後に、 5月玲日に英国国除戦略研究

所が発衷した年挑報告2002/3 (strate.

宮ic suTvey 2002/3)'ユ.アフガニスタ

ンの訓紳キャンプでテロリストとしての

訓糾を受けた約2万人のうち,池姉され

たη死亡した約2.0帥人を除く約 1万

8.0此人のテロリストが現在でも世界帥

力国で活勧を絖けていると指拍してぃ

る。これらのテロリストの多くは,ア

ル・カイダやJ1のセルを栂成Lてぃた

り, UBLテロ・ネットワークに関連t

るテロ組織のメンパーとして活動したり

しているものと考えられることから,今

後も「米国のイラク占領」等を「口実」

にして,「国際的女ジハード」と称する

テロ活動を活発化させるものと思われ

る.

【(財)公共政策既責会鮪一研究室長】
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イラク峨争と時を同じくして.中国,

香継,古湾を中心に猛威をふる0た「重

傷性呼吸器症候群(SARS)」も,取り敢

えず沈静化した。厚生労鋤省のHPによ

れぱ,2003年7月11日現在で世界保健接

間(WHO)には,世界各匡から8,心7件

の可枇性例,そのうちの813人の死亡が

報告されたとのことである.幸いにして

牧が国においては, WH0に報告を要す

る可能性例は,1件も発生し女か0た。

しかL女がらこれは.村策の結果という

よりは,むしろ「幸迎」であったと言う

ても過言では女いかもしれない.

筆者は,我が国における]連のSAR

S対応を籾1Ⅲの段階から非常に関C.を

持うて見ていた.をぜなら,このSAR

S対応こそがまさに我が国におけるパイ

オテロ対応の最も基本であ,),教訓とな

る窪くの事項を提示してくれるものと考

えたからである.吸が国がパイオテロヘ

の対応を迫られるとしたら,最も現実的

で可能性の高い状祝は,弐が国において

パイオテロが発生Lた場合よηもむしろ

海"で,例之ば米国の主要都市左どで発

生した場合であると考える。

一連のSARS対応の中でも,とりわ

け注机したのは, SARSに感染してい

た台湾人医師が観光のために来日し,帰

国後にSARS患者と認定された事案で

SARS問題とバイオテロ対策
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高る.この古湾人医師は,5月5日に関

西国際空捲に到着し,13日に再び閏西国

際空枢か白台湾に帰国L,この問に大

阪,京都,兵庫、徳島,害川の観光地等

を詰れ,黄切パスの他,トロッコ列車や

ケープルカー,遊覧船,フェリーむどの

交通機馴も利用していた。帰国3日後の

16日にSARSの症状を示して入院して

いることが明らかとをη.翌17Bに台湾

衛生雪がSARS忠者と肥定した。

厚生労働省及び関係自治体では.接触

考の追跡柵晝を開始し,18日には厚生労

働省が同医師の日本での詳細を行程表を

公開した。壬Lて,この凹1案に関する事

実上の安全宣言を行0た5月記日までの

問に,同医師と按触Lた可能性のある人

物の蝕康状態の確詔作業は計2.749人に

及んだ.もちろん,関係機闘が行ウた対

応には,追跡鯛査だけでは女く,関連施

設の検査や消毒なビの処賀も含まれる。

たうた1人の感染者の追跡調査だけで約

3,000人に及':接触者の朋査が必要と女

るわけである。しかも今回の場合,団休

披行であうたことから,行動日程の1巴握

が」ヒ較的容勗であ,),また秒動の多くが

貸切パスによるものであうただめに接触

考の数が峅交的少左くて済み,また消世

等の処置も容易であ0たものと考えられ

る。

板橘 功
ところで,米国で1'5月12日から 5日

問にわたウて,シアトルでダーティ・ポ

ムが爆発し,シカゴではパイオテロが発

生し赴とい5想定の下, TOPOFF2

という訓練が実施さんた。もし仮に,シ

カゴの火型ショッピング・モールで空調

等を通じて密かに生物剤が散布された場

合,モの生物剤の潜伏期問にもよるが.

数日後に兆勲,下痢等の同じよ5を症状

の患者多数力喘院に殺到し,この時には

じめてテロ事件が発覚tることにをる。

硫かに、一部では検知暑が設置されてぃ

るところもある力r,バイオテロへの対応

を考える際に仕,このよ3女状況での発

覚を恕定Lておいた方が良いと考之る.

このような前提で考えると、散布された

時にこのショッピング・モールにいた人

物け,事件発覚時に必ずしもシカゴにい

るとは限ら女い.全米はもとより,世界

各地に散らば0ていることも考tられ

る。ゆえに,テロ事件が発党した時点で

は,鯉に感染者が日本に入国してぃる可

能性が高い。す女わち.海外で発生した

パイオテ0事件であウても,直ちに国内

問囲となる可能性が高いのである.

季節や曜日にもよるが,シカゴから成

田・僕空に到倩する佐行便だけでも毎日

約5便あり,いずれも大型機であること

から,搭乗牢を70%と仮定しても,1日

当たり約1'500人がシカゴから到粒する

ことに女る。畜かに生物剤が散布されて

から,事件が苑覚,るまでの問に,シカ

ゴから日本に入国した人物は数千,ある

20叫年5月号71頁右段に1剛直がござ

い佳した。下記のように訂正しお詫び

致し素す。

「5)についτは」ー「3)につぃ

ては」, rA G SJ - rA S GJ

いは1万人以上に及よ可能性もある.も

ちろん金てが感染者では女いが,ピのよ

うに追跡梱査を行うのか?さらにモの

中の感染者が按触Lた人物の鯛査等々,

SARSの際の台湾人医師のケースを当

えると,気の邇くをるよう左作業であ

る。また,シカゴで感染した人物(1次

感染者)が他の都市や国を経由して日本

に入国するケースも考tられるし,2次

感染者が入ウてくる可能性もある.

さらには.酢件が明らかに左ウた直後

に,成田に向かうているシカゴからの便

や米国からの便をそのまま成田空港に着

陸させるのか?あるいは,横田基地等

畍交的管理が容易女(一般の乗客等がい

むいという意味において)別の空港に誘

導するのか?成田等の国陳空港を一畔

的に閉鎖するのか?モの時に空港にい

る人物をビうするのか?モの後の検

疫,入国管理体制をピうtるのか恰A鵬

問題と同様,発症名はチエックできる

が,発症前の感染者は難しい)。

その時には一刻の猶予もなく決断を迫

られることにむる。事前に検討L.準偏

をしておくことが不可欠である.硫か

に,平成13年12月に,厚生科学審犠金感

染症分科会感染症部会に「大規模感染症

連前対応専門委員金」を設け,パイオテ

口発生時の対応についての検討が行われ

てけいるが,今回のSARS対応の教訓

を生かすためにも,改めて政府全体で検

討Lておく必要があると考える。

【(財)公共政策調査会第一研究室長】

コラム企業の安全"策 09

-26-

国
国
スン



56 コラム企業の安全対策

コラム企業の安全対策51}

n月]7日に「自衛隙を脈遣Lたら,稟

京の心臓部をテロ攻撃する」との情報が

日本を駆けめぐ0た.アル・カイダ傘下

のテロ組織と称tる1且1販及びアル・カイ

グ幹部と款する老から,0ンドンで発行

tるサウジアラビア紙・週刊稔に相次い

で電子メールで送ηつけられたとい3。

情報の信愚性を精査しないまま,あい

まい女テロ情報に右往左往する日本,享

さに「テロに弱い B本」を霸呈してし

ま0ている.この声明を発出したとされ

る組拙や人物すら明らかでは女く,仮に

このよら女組織が真在Lたと Lτも,日

本でテロを行う能力がピれ1三どあるの

か,甚だ疑問である,

真鵠の明らかでは立い情報に割艀され

る日本の姿は,再ぴ中禦の衛星放送で伝

えられ,テロリスト達が目にtることと

左る,このよう立日本の反応そのもの

が,テロリストにつけ込まれる要因とを

ることを忘れては立らをい。

硫かに,10月18日にアル・ジ十ジーラ

が赦送LたUBLの声明とされる音声

テープには,英国'スペイン,オースト

ラリア,ポーランド.イタリアと並んで

日本の名前を挙げて腎告を行うている部

分があり,また11月12日にはイラク南部

ナシリヤのイタリア軍誓察現地本部が自

爆攻撃を受け,16日にはトルコ,イスヂ

イラク戦争はテロとの戦いか?

伽04.1 袷安プゞーラム

ンプールの2うのユダヤ教会が自動車爆

弾で同時に爆破される女どの事仲が相次

いで発生Lている.

イラクへの自衛隊の年内派遣へ向けて

の検討を行うていた,まさにモの時に絶

妙のタイミングで入0てきたこのよう女

情報に翻弄されるのも無理も女いが,こ

のよう女時期だからこそ情報に対する桜

査がより一府重要であると考える.

ところで,英国下院外交委員金は7月

31日に,「対テロ戦争の外交的側面

(The Fore1即 Policy AspeC始 of the

War Aga1伽t T如oli8m)」という報告

書を発表した.この中で,「イラク戦争

はテロとの戰いの阻害要因に女っている

可能性がある」との指摘を行っている.

「イラク戦争はテロとの戦いでは?」と

疑問を持つ方も多いと思う.砿かに,米

国政府も日本政府も「テロとの戦い」の

一環であるとの火共を示しているし,最

近,イラク鞍争に関係して,「フル・カ

イダ」及ぴ,「テロ」という舌葉が頻繁

に使われている.武裳勢力による攻繋が

発生すると,何でも「またアルカイダに

よるテロ"'・・・・」と言0ている感力'あ

る.

ここで,ちょ「と考えておか女けれぱ

女6ないの'ネ,「テ目」とほ何女のか?

ということである。米軍に対するワセイ

板橋 功
ン残党勢力の攻撃も「テロ」と呼ぷので

あろうか?「プラック,ホーク」が攻

撃されても「テロ」むのであううか?

かうては,このよ3 女状況を「ゲリラ

職」と呼び,戦闘行揚として位置グけて

いたようむ気もするが,私の勘違いだろ

うか?確かに,日本やヨー0ツパなピ

の米軍基地が攻撃された場合に仕,「テ

ロ」と呼ぷことが妥当であると思.うが,

イラクは来だに戦争状態にある国であ

η,米国はその一方の当事国である。

米国は.イラク戦争もいわゆる「テロ

との戦い」であるので,軍隊加戈繋され

た揚合でも「テロ」と呼は女ければ女ら

をいのであろらが,そもそも,これ自体

に無理があったのでほむいだろうか?

また,同様にイラク戦争に関連して

「アル・カイダ」という言葉が頻繁に使

われているが,い0たいだれをいわゆる

「アル・カイダ」と呼ぷので島ろうか?

これらの言葉を睡綜にしているのけ.

他ならぬ米国政府ではないだろうか。イ

ラク戦争仕,「テロとの戦い」の一環で

あるとの大轆ゆえに,イラクで起こる攻

撃は,誰が行ウてもテロで女くては女ら

左いし,できれば「アル・カイダによる

テロ」としたいのでは女いだろうか。そ

して,国民にあたかもこの戦争が9,11

事件に関係する「テロとの鞍い」の】環

であるとの印象を抱かせたいと考えてい

るのでは女いだろか.

フセイン政横崩填後け,イラク領内に

アル・カイダのメンパーやテロリスト達
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が流入し,結果的にテロの主戦場と化L

ている{則面仕否定できをいが,モれほイ

ラク戦争が始ま0てからのことであるこ

とは明確にしておか女けれぱ女ら女い.

こ札ネでにも本コラムで指摘してきた

とおη,米国がイラク攻撃の大蛙として

きた,イラク・フセイン敢権とUBL'

アル・カイダとの関係については,少女

くとも米国のイラグ攻撃前までは'且織的

む関係はむか0たものと筆者は考えてい

る.現に,ワセイン政権が崩壊してから

半年以上が経過した現時点においても,

米国政府は大量破填兵寺の問題と同様

に,未だにこれらの関係の異体的を証拠

を明確に示してい女い。

テロの主峨場がイラクにシプトしたこ

とにより,一時的には米国本土に対する

テロ攻撃の危険性が若干下がったのかも

知れをいが,イラク戦争がテロとの戦い

を媛昧女ものにし,ますますテロリスト

との戦線を拡大させ,国際的女テロ対策

の地調・協力を困難を状況に追い込んで

いるように思えるのは私だけであろラ

か?

しかしながら,イラク戦争をテロ対策

の側面だけで評価することはでき女いこ

とも確かである.もし,米国がイラクを

玖撃し左かうた場合に韓,フセイン測量

やイラン,北朝鮮左どの,いわゆる悪の枢

軸国が享t.ます0け上が0た可能性もあ

り,国際的女安全保障上の脅威が高ま0

た可能性も否定でき女いからである。

【(財)公共政策調査会第一斯究室長1
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米国では,今年に入ηイラク戦争に係

るプッシュ政掲の内慕を暴需Lたとされ

る3冊の誓籍力井目次いで出版された。

1月にはウォール・ストリート・

ジやーナルの元記老のロン・サスキンド

恨on SⅡSkind)氏が,プッシュ政柚の

前財務長官ポール・オニール氏の証言や

妓が入手した資料を中心、にまとめた

"1he price of l.oya!ty (忠鰄の代償)"

が出版された。また,3月にはプッシュ

則征の元テロ対策担当大統領特別柳佐官

リチやード,クラーク(Richard A.

Claホe)氏の著害"A宮ヨi口St AⅡ

EDemies (すべての敵に向か0て)"が

出版きれた.さらに,4月にはワシント

ン・ポスト 1己者で."BU5h at war

(プッシュの戦争)"の著者であるポプ,

ウッドワード(Bob woodward)氏の

著書"plan of At畑Ck (攻撃計画)"が

出版された。このら3つの著書に共通し

ているのは,「プッシュ政枇は,(9.11

よりはるかに前の)政柵発足直後からイ

ラク暇争を計画していた」という点を指

摘していることである。

もしこれらの妥籍の記述が事実である

とtるならぱ,9.11後のいわゆる「テ

口との戦い」の以前から,イラク職争あ

ηきであ0たことにむ1),この点からも

「テロとの嘱い」の一環としてのイラク

懸念されるイラクのアフガニスタン化
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戦争には疑義が生じることに女る。

米国のイラク戦争の大義は,主とし

て, Q)(9.U亭件を起こした)アル・

カイダとフセイン政枢との関係,佃大量

破填兵闘の拡散防止の2点であるが,何

れも未だに明らかに女0ていない。そも

そも,この2つの大畦ですらかなり無理

があることは明らかであった(本コラム

の2003.3号幸照)。

それピころか,大量破孃兵器のテロリ

ストへの拡散防止のための先制攻撃とい

う論理には,米国政府がこれまで取って

きた対テロ政策から考足ると,火き女矛

盾があることが分かる.プッシュ政権

は,「大量破壌兵審の拡散」→「大量破

壊兵妥がテロリストの手に渡η,再び

9.11と同様に米国本土を攻撃オ'る可能

性がある」→「ゆえに,これを防ぐため

にテロ対策の一環としてイラクを先制攻

李する」というロジックにようて、イラ

クの大量破壊兵譽とテロを結びつけるこ

とによη,国内外に 9、11事件を通恕さ

せ,イラクの脅威と攻邪の正当性を示そ

うとしたものと思われる。

しかしながら,米国では1995年の東京

地下鉄サリン事件当時から「アル・カイ

ダは,すでに大量破壊兵器を入手してい

る可能性が高く,次に大量破壤兵寺を用

いたテロの攻架を受けるのは米国であ

板橋 功
る」と言われており,1995年6月には当

時のクリントン火統領が大統領決定指令

第39号「テロ対策に関する米国の政策」

を発出L,また同年9月には「1996年大
量破壊兵寺防衛法」を成立させるをどし

て,急速に六量破壊兵譽に対するテロ対

策を強化した。す女わち,クリントン政

楢下ではあったが,米国政府は19部年の

時点で,でにアル・カイダが大量破壊兵

器を入手Lている可能性が高いとの認散

の下に対策を行0ていたわけである。

ゆ之に,現在,米国が脅戚にさらされ

ているテ廿攻撃に使われるかもしれ立い

大量破壌兵器は,旧ソ連から流失Lたも

の,あるいは流失した物質や技術によろ

ものと考える方が自然であり.イラクが

閉発Lてテロリストの手に漉るであろう

ものでは女いであろう.よ勺て,この点
からも「火量破壊兵墨のテロリストへの

拡散防止」というイラク攻撃の大戟に馳
較が生じるものと老える.

まさにこの戦争が,アル.カイダに口

実を与え、逆にテロの危険性を増大させ

てしまった戦争であったことは明らかで

あろう,イラク戦争1ネ,「テロとの戦い」

では女く,「テロを招いた戦争」としか

言いようが左いの力覗状である。

著者は,イラク戦争開戦以前から,本
コラム等において,この危険性をしぱし

ぱ指摘L,米国は「テロとの戦い」,す

をわちアル,カイダとの峨いに専念すべ

きであると主張していただけに,このよ

うむ状況に至ったことが残念でをらない

-27ー

が,これが現在の現実である。

最近,イラク戦争のぺトナム戦争化を
懸念tる声があるが,最も懸念されるの

'止,イラクのぺトナム化よりもむしろ,

イラクのアフガニスタン化である.19釣

年の旧ソ連軍の撤退にとる戦争終結以
降,フフガニスタンはテロリスト.ヘプ

ンと化L,アル・カイダの訓純キャンプ

が設けられ,多くのテロリストを世界中

に排出する拠点と化した。この中該を

担ったのが,世界中から集まη,旧ソ迎

軍との戦いに勝利したイスラム諸国の若

者達,いわゆる外国人であるイスラム輕

勇兵【ムジャヒディン)であ0た.

特に大規摸戦開の熱結後は.イラクに

もフル・カイダを仕じめとした事くの外
国人テロリストや武装勢力が築ま。てぃ

るとされている.

特にアル・カイダは,イラクをボス

ト,フワガニスタンとして次の活動拠点

とtぺく,幹部ザルカウィを中,Dにイラ

クを混乱させるためのテロ活動を屡開し

ていると思われる。そして'最近ではそ

の戦線は,ヨルダンやサウジアラピア女

ピの周辺の中東諸国にまで拡火する様相
を呈しτいる.

イラタがアフガニスタンのようにテロ

リストの拠点と女η.イラクから世界中

にテロリストが排出される亊憩だけは何

としても防が女けれぱ女ら女いそのた

めには,早期にイラクを復興させ,安定

化させることが不可欠である。

【【財)公共政策鯛査会第一研究室異】
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プッシュ大栽領が,9.Ⅱ事件直後か

ら.「事件とフセインの関わり」を探t

よう指示Lていたことは,いくつかの証

言から閉らかに女うている.また,プッ

シュ琳苔ほ発足当初からイラク攻撃を検

討していたことも明らかに女うている。

2003年9月6日付のワシントン・;}{ス

ト脹は,1米国民の69%が,世界貿易セ

ンターとぺンタプンに対tる攻撃

(9.Ⅱ亊件)にフセイン元大統領が関与

していたと信じている」との同牡が行っ

た世胎鯛査の繕果を発表した.9,11事

件から約2年,フセイン政権が崩壊して

から約半年後のこの時点でも,奥に米国

民の約?割が' 9,11事件にイラク,と

りわけフセイン政枇が関与していると考

えていたbけである.

この結果について,チェイニー副大統

領は,翌Bの9月7日のNBCテレピで

「人々がそれらを結びつけて考えるのは

驚くべきことではむい」と'この結果を

肯定する, tなわちイラクの関与を示噴

する発言を行うた。また,同副火統領は

この彼の9月14日のNBCテレピでも

「イラクほ米国に対するテロ,とりbけ

同時多発テロの拠点だった」と指摘し

て,9,Ⅱ事件へのイラクの関与を示暖

イラクは9.Ⅱ事件に関係したのか?

治安フォーラム2004.9

する発貫を行っている.

これらを受けて,9月16日にはライス

火統領柿佐官が, A B C テレピで

「9.Ⅱ事件にプセインが関与したとはー

言も言ウたことはない」と主張,また同

日にラムズワエルド国防長官は会見で

「9.Ⅱ事件にイラクが関与したと信じる

に足る情報はをい」とし,さらに,17日

にはプッシニ大統領も会見で「サダム・

フ七インが9.U事件に関与Lたという

証拠は甸も女い」と,相次いで9.11帯

件とイラク・フセイン政楢との関係を否

定する発言を行っている。

実は,ラムズワエルド国防憂官も9,Ⅱ

事件直後の 9月18Hの記者全見では,

「ーつもしくはそれ以上の国が米国への

攻撃を支援した可能性がある」とし.ナ

1」パン測岳だけでなく,イラクなどが関

与した可能性があることを示唆し,モの

証拠については,「司法省やFB 1に委

ねたい」との発言を行った経緯がある.

ち女みに.9.11帯件直後のCNN と

TIMEによる鯛査によれぱ,78%の米

国民が(9.11の)テロ攻撃にプセイン

が関与,あるいは関与していそうだと答

えている。女お, UBLについては,同

畑査で92%が関係があηそうだと答えて

板橋 功
いる。

ごく一部を除けぱ,確かにこhまでに

プッシュ政梅の幹部の今くは'「イラ

ク・フセイン政椒が9.11事件に関与し

ていた」とは言うてい女い。しかし左が

ら,米国民の声くが「プセインが9.11

事件に関与していた」との印鳳を持0て

いること陸.これらの胴査結果から明ら

かであり,イラク戦争を対テロ載動とし

て容甥する方向に作用したことは否定で

き女いものと思われる.

政椎幹部が否定しているにもかかわら

ず.何故多くの米国民が「フセインが関

与Lた」.との認識を持ウているのであろ

うか?プッシ'政権の幹部達が,「フ

ル・カイダとイラクとの闘bη」を強朗

したことにより,声くの国民があたかも

「ツセインが関与Lた」との錯覚をした

のであろうか? 9.11事件以降,我0

が想像サる以上に米国民がテロに対する

恐怖,Dを抱いていることは確かであると

は思うが.それとこれとは別の問題であ

ろう。

ただ,最近のロサンゼルス・タイムズ

紙の世論鯛査の結果(6月Ⅱ日発表)で

は,米国民の郭%が「イラクへの軍事行

動には価値がをい」と答tており,米国

民の詔識が変化しつうある傾向も見られ

るところである。

9.Ⅱ事件を調査している米国独立鯛

査委員全では,6月16B,17日に最熱公

聴会(第12回目の公聴会)が行bれ,こ
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の中で報告されたスナッフ声明(staff

Sta1如en0 において,「(9.11事件に)

イラクが関与したとする信頼できる証拠

は女い」と発表Lた。また,イラクとア

ル・カイダとの関係に0いても否庄的女

見方を示している.これはあくまでも.

スタッフ声明として出されたものである

が,7月中に発表される子定(本鎬が掲

裁された頃にはすでに発表されてぃると

恩.bれるが)の同鯛査委員会の最熱報告

吉でも同様の記述が女されるものと見ら

tLている。

このスタッフ"明を受けて,17日に

プッシニ大統領は,「9,11宗件とウセイ

ンとの関係」に0いては'「一度も言っ

ていない」と改めて否定するーカ,「イ

ラクとアル・カイダとの関係J にウいて

は,改めて弦籾Lた.

イラク戦昂の聞城から1年3か円以上

が経過し,6月28日に捻イラク暫定政如

に主権が委譲されたが.9_Ⅱ事件とイ

ラクの関係はもとより、プッシュ大統領

が改めて主張した,イラク,フセイン政

椅とTル・カイダの開わりを示す明確左

証拠は朱だに示されてい女い。そして,

芙国国際戦略研究所が5月に発疫した年

次報告「戦a茜1瑪況($uat吃ic suTvey)」

でも指摘しているよ5 に,イラク収争が

フル・カイダにテロの口捉や動接付けを

与え,テロの危険性をよη高めてしま0

ている現実を直祝するぺきである.

【(財)公共政策鯛査会第一研究室長】
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「アルカイダ幹部が日米攻撃呼びかけ

ザワヒリ氏」,「日米芙への攻繋呼び掛け

アルカイダのザワヒリ副官」,「ザワヒリ

副官とほほ断定「日本攻撃」声明でC

I AJ,これらはいずれも10月 IU にア

ル・ジャジーラがフル・カイダの幹部で

UBLに次く'N02の地位にあるとさhる

フイマン・ザウヒリの声明を流Lたとき

に,共同通信牡の速報で配信されてきた

,イトルである。

これらのナイトルと記事を見て,日本

はいつの問に米国と並ふ'アル・カイダの

攻撃対象に左ったのか?と驚いた.

急ぎ,アル,りゃジーラの英語サイト

で朗べたところ,この声明の中でザワヒ

りは,「抵抗を開始せよ。米国,英国,

オーストラリア,フランス,ポーラン

ド,ノルウェー.韓国,そして日本があ

らゆる場所に有する揣益に及ぷ。これら

の国々は.アフガニスタン,イラク,

チェチェンの侵略に毒加したか,イスラ

エルの存統を可能にしている」とし,米

国,英国他計8力国を列挙して攻撃を呼

ぴ掛けているもので,この中の一国に

「日ホ」があげられているわけである

(順番は最後〕.

「日米」あるいは「日米英」における

「口本」と 8 力国の中のーつの「日本」

で捻,大きく意味が異をるであろう。

相次ぐアル・カイダ幹部の声明
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昨年の10阿18日には,同巴アル.ジャ

ジーラでUBLの声明が流された。この

声明の中でUB Lは,「我々は,この抑

圧的立戦争に毒加する全ての国々,特に

英国,スペイン,オーストラリア,ポー

ランド, B本,イタリアに対し,適当な

板橋 功

時期と場所において報復する橋剥を有

する」としている.

このメッセージ12,アル,ジやジーラ

の放送を通じて,世界中のイスラム.テ

ロリスト達が耳にしたであろうし,ア

ル.ジ十ジーラのアラビプ語や芙語の

ホームページにも掲鮫されている。

ゆ之に, UBLが「B本」に言及し

た,すなわあUBLが「日本をターゲッ

トのーつとして寺えてよい」と考tてい

るということは,世界中のイスラムテロ

リスト達が認哉していると考える必要が

ある.

フル・カ'ダやアル・カイダと関連す

るテロリスト達はもとより'さらに怖い

のはUBLやアル・カイダにシンパシー

を感じるテロリスト崩れ,あるいは〒備

軍達が,それぞれのエリフやテリトリー

(国や地域)において日本権益をター

ゲヅトにする可能性があるということで

ある。

す女力ち,昨年の10月玲日以来,在外

日村莅益は,いつ狙われてもおかしくは

ない状況に置かれているわけであη,今

回のザワヒリの声明によ0て,この状況

が六きく変化したわけでは女いであろ

つ。

ちをみに,5月にはUBLによるもの

とみられる音声テープがイスラム系の

ウェブサイトに掲赦され.イラクの占領

や復興に協力する国連の閥係老や安全イ呆

障理亭国,あるいはこれらに協力,る国

の国民を殺害した者に報償(金)を与え

る旨の声明が女されており'この中で

も,「日本やイタリフのよう女'国連安

保理の奴隷に女ηイラクにいる国の国民

を殺害した考には.500グラムの金を与

之る」と「日本」に言及した部邪'ある。

ところで,昨年11月のトルコ・イスタ

ンプールでの爆弾テロ事件の後や一昨年

3月のスペイン冽車同時爆破テロ事仲の

後に,アル・カイダ系のテロ組織と称す

る,「アプ・ハワス,アルマスリ訣団」

女る組織が,やはり「白本」なビを名指

しし,同様のテロ事件を起こすとの e・

m3Πでの声明を何度か出しているが,

筆考はこの組織については,か女η懐疑

的に見ている.

恐らくは,実煕の女いまR織である可能

性が高いと考えている。トルコの市件後

の声明から,約1年が経過しているが,

彼らの犯行によると恕、われるテロ亭件は

未だ発生していないし,この組織のメン

パーとされる人物が誰一人として拘束さ

れていない。世界的に展開tる能力があ

る組織のメンパーが,どの国の治安機関

にも誰一人拘束きれてい女いというの

も,実に不思.1義女話である。

しかし女がら.日本のメディアでの,

r日本でもフル・カイダのテロが起こる」

とする記事や報道には,必ずと言0てい

いほどこのアプ・ハワス,アルマスリ旅

団女る組織の声明とされるものがその根

拠とLτ引用されている場合が多い。

このよう女日本に関係する皿要女声明

にも係わらず,声くの場合,外園通信牡

からの配信や外国報道機関の報道からの

キやりーとして報道されている場合が声

いように感ヒる。

今後も,アル・カイダ幹部やアル・カ

イダ系を名染る組織から「日本」に言及

した声明が出されることと恕.わ九るが,

棚弄されることをく,声明の全文の分析

や発出Lた人物・組織の精査を行うこと

によη,惰報の真偽を見極める必要があ

ると考える.
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純特紳后女青年の命が,テロリストの

卑劣む行榔によ0て奪bれた。醒んで哀

悼の意を表Lたい.この亊件を通じて,

いくうか気"ブいた点があるので,整理し

ておきたいと恕、う。

三ず第一に,無車の民間人を人質にと

η,人の自由を奪い,政府に要求を突き

つける行為は,明らかにテロ行舟であ

り'いかなる理由があろうとも,いかな

る者が行おうとも,断じて許,ことので

き女い行搗である.ましてや,モの人質

を殺害する行島仕卑劣極まり立い行為で

あり,強く非難し女けれぱ女ら女い。そ

れは,イラクがいか女る情勢にあろうと

も同様である。一連の評論家の論胡を見

ると,これら凶悪女テロリストに対する

非雛の声は余り閉かれず,米軍の行動や

米国のイラク政策,それを支持する日*

政府の対応が問題であるとの胎調力伎配

的であうたように思う.米国のイラク攻

撃については,それはそれで問燭がある

と私自身も,思うが,今回のテロ行為を米

軍の攻撃問劃と絡めて考えることは,モ

れこそ彼らの思、う壷である.

後述するが,彼らはテロを正当化する

ために米国のイラク攻撃を口実にし,米

軍のイラクからの撤退を要求しているよ

ラに見える力t,筆者は彼らの自的は異女

るものと考えている。

二点目ほ,小泉首粗は「テロリストの

要求に屈し女い」,「テロを許すことはで

イラクの邦人誘拐殺害事件で思うこと

治安ワオーラム20舶.1

き女い」,「敦出に全力を尽くすよう指示

した」の3点を挙げ,その姿勢をいち早

く表明Lたが,このことに対Lて一部の

評論家等から「性急過ぎたのでは女い

か」,「{政府は)賭にでた」との指摘が

あウたが,筆者は今回の小泉首相の発言

を高く評価したいと考之ている。

このよう女テロ事件に隣しての総理の

発言は,牧が国の基本的左大桐・方針,

す女わちポリシーを示すものであη,

ノーロンセッションポリシーを掲げる覗

が国のりーダーとしては,いかなるテロ

リストのテロ行為に対 Lても,これ以

上,こ北以下の発言はないであろう.こ

のよう女方針を早期に明確に示Lたこと

は,むしろ評価するべきであると考之

る.もし,総理があいネい女発言をした

η,明確女姿勢を示さ立か0たをらぱ,

混乱を招いただけであろう。

また,ある評論家は,「仮に日本政府が

ここ数日の米軍の空爆を止めることがで

きれぱ,人質の価値が高いとみ女され,

交渉の余地が生享れたかも知札左い」と

コメントしているが,もL日本政府がそ

のよう女対応をとり,日本人の人質とし

ての価位が高まれば,世界中の日本人が

テロリストのターゲットに女りかね女い

ことを指摘しておか女けれぱ女ら女い.

三点目は,犯人側が「日本政府が身代

金の支払いを提示してきた」旨をウエッ

プ・サイト上での犯行声明の中で触れて

板橋 功
いる件についてである.これはあり得女

い事であろう.左ぜなら,先にも1出商L

たように,もし日本政府が民問人の誘拐

事件に際して身代金を支払うことに女れ

ぱ,日本人は世界中でテロ1且織や犯罪組

織のナーゲットと女η.在外の日本人は

常に誘拐の恐怖にさらさ北ることになる

L,支払bれた身代金が再びテロのため

の資金となη,多くの人命が失われるこ

とにをη,まさにテロリストを支援する

結果をもたらしかねないからである。ち

女みに,政府関係者が誘拐された嶋合に

は,ノーコンセ・りションポリシーによ

り.身代金ほ支払わ女いことに女うてぃ

る。

四点目は、稟件後に情報収集体制の強

化,と0わけ情報挫闘を持つべきだとの

発言が相次いでいるが,筆者もこの件に

ういては基本的には鬢成である。しかし

をがら,このことに関連し,ーつ問題を

提起Lておきたい.Ⅱ月2日付の朝日新

聞判刊に,内本政府が第三国政府を迂

じ,抽歌した犯行グループとの問で解赦

交渉を進めていたことが聾堂虫空堕閏重
者の話で明らかにむ0た.」,「政府関係

老によると第三国の情報機閲がイラク国

76 企業の安全対策コラム

よ3左,あるいは活動の内容や情報が漏

れるよう女国に,ビこの国が仙力するで

あろうか?そのような国に協力するこ

と12,自らの情報員も危険にさらすこと

になるわけである.

第一線で対応Lている我が国の担当者

達は,自らの命をも危険に晒し.ミた当

肢国情報挫関との信頼関係に基・ブいて情

報収集活動や協力要請を行ウてぃるであ

ろうことから、関係者の発君一つで,彼

らの生命を脅か司、ことにう女がるし,信

頼関係を損ないかねない。信頼関係を損

hたら,その機剛仕二虚と牧が国には桃
力し女いであろう.

今後,情報挫閥に開tる議論が活発化

することを期俳したいが,*ずエンド.

ユーザーたる政治家がインテリジェンス

活動の特性を理解L,保秘を含めたイン

テリジェンス情報の取り扱い方は当然の

こと.これら接関を使いこ女せるだけの

自覚と能力を備えることが先決であろう
と毎える。

暈後に,たびたぴこのコラムでも指摘

してきたが,筆宅は彼らの冒的はオラク

からの米軍撤退ということにとどまら

ず,混乱に乗じてイラク国内に披らの支

配地城をうくη,アフガニスタンに変b

る彼らの拠点,す女わちテロリスト.ヘ

プンを詮けることであると考えている.

アワガニスタンの時と同様にイラクのー

部地城でテロリストが養成され.再び世

界に散らぱるよう女事恕だけは,施対に

避け女ければ女ら女い。そのために仕,

一刻も早くイラクを安定化させ左けれぱ

左ら女い。

【助公共政策鯛査会前一研究室長】
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年末から年始にかけてニューヨークに

行。て来た。特に目的があ0たわけでは

女いが,推いて言之ぱ,9.11事件から

4年が経過した年末年飴のNYの姿を観

察Lたかったからである.

恒例のタイムズ・スクエアーでのカウ

ント.ダウンのイベントを控え, Tン

ハッタンの中'D街はまさに人の波,歩く

のも一苦労であ0た.グランド・セント

ラル駅をはじめとした主要駅や主要女施

設の近辺では防毒マスクの入った大きな

丸い袋を下げた警察官や州兵が警戒を

行0てはいたものの,かつてのよう女緊

張感は余η感巴られ女かった。

何亭も女く無事に年が明け,今年,私

が最初におこな0た事は,ワールド・ト

レード・センナー跡地(啓者は,あえて

"Gr0帥d 2ero"という表現'止使b女い

ことにした)の訪問である。 WTC跡地

には'これまでも甸度か足を運んでいる

が,1月1日に行うたのは,9、11直後

の帥叱年1月1日以来2度目のことであ

る。

当時は,ずいぷん手前の地下鉄の駅で

降ηて,跡地*で歩いて行0た記憶があ

る。しかし,今回は地下鉄のワールド・

トレードセンター駅の出口から地上に出

た途端に,青空と共に目の前にWTC跡

地が突然現れた。于胡L女い出来事に,

WTC跡地で思ったこと

内の誘拐グループとの接触に成功L,

・・・」,「この機関は,さらに「誘拐グノレー

プとはロンタクトがとれる」と脱明。」

との記事が掲軸された.この記事の真偽

は明らかでは女いが,もしこのよ5 左情

報が政府関係者からもたらされたとtれ

ば,これこそが大き女問題である。

インテリジニンス活動における情報交

換や惚力は,何よηも信頼関係が基本で

ある.インテリジェンス情報を扱え女い

2005.3 治安7.ーラム

一瞬呆然と女η,牧に返った途端に全身

から血の気が引き,鳥肌が立ち.鼻先が

ツンとな1),目頭が熱くをうた。こオτ起

の重圧を肌で感じたのほ,9.11のまさ

にモの日以来である。

今では,跡地の真ん中に,ハドソン川

を越えてニュージャージーへ向かう嚴道

(PATH: P0比 AUキhority Trans.

Hud30n)の駅が出来ており,フェンス

で囲まれてはいるものの,モの伺囲を 1

周することができるようにむっていた。

はじめてその回ηを約2時問近くかけ

て 1周した.その貯に見た三0のエビ

ソードを紹介したい。

ーつは,周囲のツェンスには9,Ⅱ事

件やWTCにまつわるパネルが貼らhて

いたが,その中の 1枚のハ'ネルが目を引

いた。そのパネルには,"FebNafy 26、

1993"とのナイトルが付けられていたか

らである。 9.11事件の原点.というよ

リアル・カイダによる米国攻撃の原点と

言うべき事件である,19蛤年2打26日に

起こウたWTC地下駐車場での爆弾テロ

事件に関するものであ0たか島である.

ともすれぱ,9.11事件の陰に隠,れ.忘

れられがち女この事件をりマインドする

ことは非常に重要であると筆者はこれま

でも考えてきたからである,

二0目は,イ對夏された直近の治防署で

板橿 功
は,一組の家族が消防隊員達にいろいろ

と尋ねており,おモらくは4年前には*

だ物'Dが付いたぱかりの幼児であ。たで

あろう二人の小さな子供達に聞かせてぃ

たことである。こうして事件が風化され

ないよ5に親から子,次の世代へと受け

継がれていく,モの原点を見たようむ気

がした.

三つ目は, WTC跡地の周囲の道から

ちょ0と献れた,ワールド,フィナン

シャルセンターの裏手の船着き場に行く

途中に,ひ0そりとニューヨーク市蕃の

殉職老慰盆碑が建てられていたことであ

る.何故モの場所に建てら九たかは分か

ら女いが,その謙虚さにとても好感を

持ウた.

今,世界では20万人近い確害者を出L

たとも冨われている津波に関.じ、が行ウて

いるが,1月1日にWTC跡地に立ち,

無享の犠牲老達のその思いを感じ,テロ

問題を研究する者の一人として,このよ

う女テロを再び起こさないために何がで

きるのか,.冊,いを新たにした次第である。

ところで,米国滞在中に火変鷲い捻こ

とがあった.それは,1月3日に突然C

NNの画面にプッシュ元大統領.クリン

トン前火統領,ジョージ・W.プッシュ

現大統領の3代の大純領がそろ0て全見

を行5婆が映し出された時である。

米国でもインド洋での1訓皮への対応の

遅さが批判されて除いたが.党派を超え

た3代の大統領が並び,3憶5,000万ド

ルの玉凝及びプッシュ,クリントンの両

元火統領が中心に募金活動を行うことを

表明し、国民に呼びかけたシーンは,

種の感動を覚えた。

また米国では'連邦政府や市なピの公

の施設はもとよη.駅やホテルに掲げら

れた里条旗は全て半班とな0ていた。当

のアジアの一国である臼ホでほ,このよ

うを対応がとられてはい女かった.誠に

残念である。もちろん,米国のこのよう

な対応には戦略的女意図を感ヒるが,学

ぷべき点も3いと感じた,

ところが日本に帰国後.プッシュ大毓

領が,1月10日に行なうたスピーチの中

で, TSUNAM1被害を祝察したパウエ

ル国務長官から,「パンダアチェは,ま

るでH皿OSHIMAのようだうた」と報

告を受けたと爵0たとのニュースを見た

(住)。国務長官が大統領に報告する際

に,惨状を表t比喩としてピのよ5 女畿

現を使お日ともそれは政楢内部のことで

あるから栂わむいが,それを米国火栽領

が公の場で言うことは,火きく意味が異
女る.

TSUNAM1は白然央害であるが、広

島は9.11事件と同様に人為的に作η出

された儘状である。しかも当の米国に

よ0て。私は,この大統領の発言には強

い嫌孤感を感じさるを得をい.

(注] B山h 5aid tho b地ge6t demand i5 i口
仙e B之nd丑 Aceh reaio", which powe11
Ui$1ted duting hi5 t0Ⅲ of 1Πdonesia.
ThRiland aTld sd LaTlka_"1th三nk colio
Tefared to Banda Aceh aS 50meth1η
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the e ⅡIvale址 of HiT05hlma '.BU血
$aid,(ABCニュース: http:ノノabcnews
宮0.comより)

【【財)公共政策N査会藥一薪究室長】
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政府の国際1且織犯罪等・国際テロ対策

推進本部は,2004年12月10日に「テロの

未然防止に閲する行動計画」を発表し

た。この中には'注目される施策がいく

つかある.-0は,既に米国では「US

・Ⅵ$1Tプログラム」として奥施されて

いるが,日本でも外国人が日本に入国す

る際に指紋採取及び写真撮影を行う,い

わゆる「1APAN一νIS1丁プログラム」を

実施することである.テロリストや,"

国人犯罪考を入国させむいための施策と

して, aE常に有効であり,テロ対策上も

極めて貫要な施策である.二つ目は,乗

員・乗客名簿の亊前提出の義務化である。

これにより要注意人物りストと照合tる

ことが可能とむり,テロリスト等の入国

を阻止するために非常に重要む施筑であ

る。三0目は,スカ寸・ Tーシャルの導

入である.相変わらず航空接がテロ攻撃

に使われる可能性があり,ハイジャック

を未然に防止することは重要である.

また,ホテル等の旅館業者による外国

人宿珀客の本人確詔の強化が盛り込まれ

てはいるものの,欧,ト1諸国の中には宿泊

藁岩に国籍等の確認畦務や警察等への申

告義務を課している国もあη,この施策

は我が国に惜伏Lたテロリスト等を追跡

する等の際には非常に右効であることか

ら,さら女る強化が必要であると考える.

今回の行動計画に盛り込まれている施

策で吐女いが,壮が国においてもパイ
オ,メトリックス情報(生体情ギ田の

外国テロ組織等の指定について

20帖.4 治安フォーラム

入ウたICチップ付きの旅券の導入が,

でに固まうていろ。牧が国の旅券陸Lば

しば倦造され,密入国や犯罪に使わ九る

ことも窪い。また,テロリストが日本の

偶造旅券を利用することも考えられると

ころから,偽造が極めて氣佳しい ICチッ

プ付族券の導入は,テロ対策,1且撤犯罪

対策上も必要不可欠である。

この「テロの朱然防止に関する行動計

画」には,「今後検討を鮭続tぺきテロ

の未然防止封策」として,Φテロの夫然

防止対策に係る基本方針等に関する法

制,②テロリスト及びテロ団体の指定制

度.③テロリスト等の資産凍結の強化の

3点が盛り込まれているが,筆老はいず

れも早期の立法化力哩*しいと考之てい

る。特に,Φに0いては,「テロの未然

防止対策」に限らず,我が国のテロ対策

全般について,牧が国のテロリズムに対

する基本的女姿勢を明確に示すととも

に,テロ対策の重要性に対する国民の認

織や理解を深めるため,閥係桜関や国民

の責務を規定Lた,いわゆる「テロ対策

基本法」の制定が必要であると考える。

さらに,②テロリスト及ぴテロ団体の

指定制度に0いても,米国,英国等で

ほ,9.Ⅱ事件以前からすでに実施さhて

お1),テロ対策として非常に貫要女施策

であることから,壮が国においてもこの

立a総置が強く望まれるところである。

本コラムでも,何度か取り上げてきた

が,米国においては1996年4月に「反テ

板橋 功
口及び効果的死刑法(AN11TERROR.

】SM AND EFFEcrlvE DEATH PEN

AI.TY ACT 1996)」を制定 L,これに

基ヴいて「外国テロ組織(FOTeign Ter・

rodst organ12ati01】S : FTO)」の指定
を行っている。同法により外国テロ'旦織

に指定された場合には,これらの組織に

対して資金,武器,随.れ宗等の物的女支

援やT凹Ourceを提供した老は,刑事和卵

として罰せられる.また.これらの組織

の代表者やメンパーは,米国へのピザの

取鴾は拒否され,退去の対*と左る.さ

らに,金池機関は,これ島の組織や組織

の代理人の口座の報告及ぴ廩結が義務づ

けられてぃる.このように,テロ1且1哉等

に対して様々む規制を課すことができる

制度と女0ている。

この法律に基ヴく最初の指定は,1997

年10月に行われ,当時,世界30のテロ岨

織が指定された(本コラム1997年12月

号,2002年2月号書照).モの後,2年

毎の見直L及び随時追加指定が行われて

おη.ぎ見在では40 (2004.12.29現在)の
t止11

外国テロ●且織が指定されている。

掌た英国においては,2000年7月,風

内外のテロ活動に関与するグループの活

動を禁止L,モのメンパーや支援者に対

する取り締まり権限を強化するために

「2000年テロリズム法」(TerTOTism Act

2000)を制定し,幼01年2月19日に施行

した.同法に基"ブく最初の指定は2001年

2月28日に行われ.21の外国テロ組捻を

指定 L た。この規制組織(prosctibed

Or三且nizatloo)に指定された場合には,
モの組織のメンパーに左ること,これら

の組織に財政的支援を行らこと,'且織の

紋章を表示すること,及び組織のメン
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パーが参加している3人以上による全会

に出席tることなども違法にむる。現在

では,アノと.11カイダを含む25の1旦織●吋丘
定されている。

牧が国においても,これまでに敦が国

国民や権益が被害にあ0た外国テロ組

織,例えぱエジプトのイスラム集団

aG)や中央アジアー帯で活動するウズ

ベキスタン・イスラム運動 CMU),コ

ロンビアのコロンピア革命武装軍

【FARC)や民族解放軍畑LN),ペ

ルーのトゥパク・アマル革命運動

(MRTA),フィリピンの新人民軍

{NPA},スリランカのタミール・イー

ラム解放の虎化TTE)等の組織,ある

いはグローパルに展閉し,世界的に脅威

と女0ているアル・カイダやジュ゛・イ

スラミア UD 等の組織を指定し,同様

の規制を行う必要があると考える。ただ

し,テロリストをこのような組織単位で
捉えることができ女いケースも出てきて

おり,その実態の把握も困難に女りうつ

ある.このような点にういて,工夫が必

要にな0ていることも留意tる必要があ
る.

いずれにしても,「テロ対策基本法」

と「外国テロ組織の指定」は,テロリズム

に対する我が国の姿勢を内外に示すため

にも,必要不可欠であると筆者は考える.
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米国国土安全保障岩は.生物・化学兵

嬰を使用した大堀莫女テロ攻撃を想定L

た訓練を4月4日から8日弐での日程で

開償した。このようを大量破壊兵器テロ

への対応を想定Lた訓練は,2000年5月

のTOPOFF (T叩official$の1寺),2003

年5月のTOPOFF2 に蒜き.3 回目と

女る。

そもそも大量破壊兵器を使用Lたテロ

に備えるこの飢練は,9.U事件の前か

らはヒま0たものである。19蛇年に米国

樵会は,1995年の東京地下鉄サリン事件

を契槻として,このよう女WMD攻撃を

含む複合的女テロ攻撃に対応できるよう

に米国政府高官に訓森を受けさせるべき

であるという結胎を出した。

そして議会は,現実的女WMD攻撃に

対する危桜管理,結果管理を指揮する立

場にある連邦,州,地方の高官を毒加さ

せた口ール・プレイング馴絞のシリーズ

の実施を国務省と司法省に負託Lた。こ

の結果がTOPOFFi寅習であり, WMD

テロに対Lてより有効でグローパル女対

応及びコーディネートができるよう設計

さ北た.国内外における国家的レペルで

の訓練シリーズが作成された,

最初のTOPOFFは、 2000年5月に司

法長官,保能福祉長官. FB1長官,

FEMA長官,2つの州の知事をはじめ,

TOPOFF (火量破壊兵器テロ対応訓練)

抑05.6 治安7=ーラム

-30-

約1.000人の連邦,州.地方の閥係岩が

毒加して実施された。この時のシナリオ

は,コロラド州デンパーで化学物質によ

る攻撃が,同時にニューハンプシキー゛1・1

ポーツマスで生物剤による攻撃が行われ

たというものであ0た。

第 2 回目と女るTOFOFF2 は.創設

されたぱかりの国土安全保障省

(DeP且丘rnent of H0凱01三訂d S此Ⅲjty;

DHS)がはじめて主催し.帥船年5月

12日から16日の5日問にわたって実施さ

れ,?5の連邦機闘をはじめ,州,地方の

桜関.赤十字や病院等の匡閏機開及び力

ナダ政府の閥係桜聞女ビが拳加した。

TOPOFF2では,ワシントン州シアト

ルでダーティ・ポム(放射性物質を含ん

だ爆軌)が燥発し,同時にイリノイ州シ

カゴでパイオテロが発生したとの想定で

実施された.

そして, TOPOFF演習シリーズの 3

回回となる今回のT0ア0FF3 は,米国

国土安全保陣省(迎邦一州政府間朗整,

凖備室:0丘iceo{$tate 皐nd LocalGOV.

elnment coordi力且tion end prepared・

OeS弐 OSLGCP)が主催 L,約275の連

邦.州,地方等の機関及び約150の民問

団体,非政府組織女ピから計約1万人が

参加,これまでで最大規摸の訓練と女0

た。また,この訓練にほ英国,カナダ政

板橋 功

(注1)米国の外国テロ粗織の詳細につい
てけ.下記を毒照.
http:ノ/W艸.5tヨキe.gov/5/ot/r15/f5た0OU
371田,htm

(注2〕英国の規制姐織の詳網については、
下記を参照
http;//W艸.hom此fficee0ν.U吋torror15m/
thre8t/ErouP5/index.htfΠ1
【(財)公共政筑鯛査会第一研究室長】

府も事加し,日本やメキシコ,シンガ

ポール,フランス,オーストラリアをど

玲力国がオプザーパーを派遣した。

今回の飢練のシナリオは,テロリスト

がニューヨークとポストンでのテロを計

画,これを事前に察知Lたところから始

まる。このため,テロリストほ当初の予

定を早め,また目標をニュージャージー

州及びコネチカット州に変吏。 ^ニ、^

ジャージー州では車両を使0て生物剤を

散布L,重症急者が地元の病院に殺到,

一方ポストンで〒定していた化学兵審攻

撃をコネチカット州ニューロンドンで実

行するというものである。

今回の訓練の特微のーつに,英国と力

ナダ両政府や関係機関が直接審加してい

る点が挙げら北る。英国においては

"Atlantic Blue",カナダにおいては

"Trjple play"とモれぞ九名付けられた

訓練がTOPOFF3に趣動する形で行わ

れている。

これは,国際テロが国境を越え,グ

ローバル性を巷っており,これに有劾に

対応するためには,国際的な協力,村応

体制が不可欠であるということから,以

下の4つの共通の目的を持「て行われた

ものである.

@事案管理 a口Cid肌tmanagernent)
テロ亭件における国内での事案管理

に関,る現行の手順の全範囲をテスト

するとともに,「トップ,オワイシャ

ルズ」を通じて関係する国々と協力し

て対応する能力を向上させること。

②インテリジェンス/捜査 ante1Ⅱ.

gence/1nve5tigation)

捜査や危棲時のオンテリPエンス情

報の取扱いや流れをテストすること。

③広報(public i"foTmation)

一連のテロ事件の対応において,メ

ディア対応や広粗活動の峨略的む鯛整

を演習すること.

④評価恒νaluatioo)

学んだ教訓を硫認し,最善の雲践を

促遡tること.

米国政府が莫火左予算をかけてこの様

女訓練を実施する背景には,未だにア

ル・カイダによる大量破壊兵非を使うた

テロの危険性が高いからである。地下鉄

サリン亊件から10年,このように米国に

おいては着実にこの教訓を生かして,テ

口対策を強化し,羊た対応馴練を匝ねて

いる,一方,地下鉄サリン事件を,玉験し

た我が国においては,大量破壌兵闇を用

いたテロのことは,他人事のよ5 に忘れ

去られている感がある.

今回のTOPOFF3 に壯,北が国から

もオプザーパー盡加しているが,もし,

米国でパイオテロが発生Lた場合には,

米国の主要都市と航空便の往来が頻繁女

我が国においては,直ちに国内問題と女

ることを忘れてはならない。ぜひ,次回

のTOPOFF4 においては,我が国もこ

れと連動Lた国家レベルでの演習を計画

し. TOPOFF4 に参加して項きたいと

考える。

【(財)公共政策調宜会第一研究室長】
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5月9 Eに「アンサール・スンナ軍」

を名乗るウェプ・サイト上に日本人を拘

束したとする"明と,英国の民問警備会

社ハート・セキュリティ牡の日本人牡員

斎鳳昭彦きんのパス"ートやID力ード

等が掲敞された。本稿執華の時点で,拘

東の事実は確認されてはい女いが,もし

斉蝉さんの拘束が亭実である女らば.イ

ラクでの口本人人質亦件は約1年の問に
【珪11

4件目と左る。イラクでのこれら琳件を

通ヒて'気に女ることがあるので,整理

しておきたいと思う。

まず,僅か1年の問に苑生Lたこ北ら

の事件は,アル・ジャジーラやインナー

ネット仍ウエップ・サイト上でも(特に

アラピア語のサイトでも)取,)上げら九

ており,中東諸国やイスラム諸国におい

て,確婁に「日本」の霞出度,存在度が

高ま巾ているということである。 tなわ

ちこれ唯,テロリストや犯罪者において

も日本に対する認散が高ま0たη,広

が0たりしているということを意味して

いる.ゆえに,日本の対応次第では,

内本」がテロリストの攻撃の対象と女る

可能性が高まる危険性があるのである。

さらに,これらの人質事件を通じて六

安気がかり左ことは,人質事件の解決策

として,「犯人側への餓歩〔コンセッ

ション)」がオプションのーつであるか

相吹く、イラクでの人質事件で気になること

2005、7 治安ウォーラム

のように,当然のごとく語られる傾向に

あるとい5ことである。一都の評論家等

が, tお金での解決」や「米国への影響
(住21

力の行使」(非現実的でけあるが)をち

らうかせ.人質の価値を高めることによ

り.犯人側と交渉の余地が生まれるので

は女いかという旨の発言を行0ている

が,筆者はこのようむ対応は極めて危険

であると考えろ。その人質事件の解決に

と「て雌有効で南る可官制生もあるが,こ

のよう女モの場しのぎの対応捻.決Lて

「日本」や「B本人」の安全にと0て良

い結果をもたらさ女い.

碇かに人質事件はイラクで多発してい

るが,イラクだけで起こるわけでは左

い。このような人質事件が発生した際

に,短箱的にイラクの机点ぱかりで見す

ぎるのは非常に危険である。日本人は世

界巾で活動していることを忘れてはむ島

ない.テロリストも世界中で活動して"

り,日本人の「人質としての価値」が高

まれぱ.世界中で日本人が狙われること

に女りかh女い。

吸が国ば,日本赤軍による1975年のク

アラルンプールでの米国領亭館・ス

ウェーデン火使館占拠事件や1977年の

ダッカ事件の際に,テロリスト{則の要求

に屈し,超法規的を措置によリ服役囚等

の駅放を行い,特にダ,り力事件では「人

板橋 功
命1止地球よりも貨し」として,16但円に

及ぷ身代金の支払いに応ヒたという苦い

経験がある.ダッカ事件の貴任をとぅて

辞任Lた福田法相に代わうて就任した瀬

戸山法相は就任の会見で,「多くの先人

が血を流して施立した立慰法治国家とい

う制度を少数暴力によウて破壕されるこ

とはきわめて重大なことであり,場合に

よ 0ては血を流してもこ11を守るという

決意を持つことが必要であろう」 097フ

年10月5日付朝日新聞朝刊)と述べ.ま

た同法相は衆設院法務委員全で,「怯治

国家を推持でき女い方策を断じて繰り返

tべきで女い.やむを得女い場合にはー

部の人命が犠牲にさ北ることもあり得

ろ」 a977年1:月2日付朝日新聞朝刊)

との答弁を行ウている。そして,馳が国

はこれらの事件を契機として,「法秩序

の維持のため,犯人の不注を要求に対L

ては断固たる態度を持0て望む」,「テロ

リストに対しては課歩L女い」というテ

口に対する国家としての基本姿勢を明ら

かにし,いわゆる「ノー・コン七ツショ
ι住3}

ン」をテロ対処の基本方針としてきた。

モの後,在ぺルー日本大使公邸占拠・

人質事件やキルキスでの誘拐事件をはじ

めとした相次ぐ日本人誘拐事件等,競事

のテロ事件の苦い経恥を経て,政府にお

いては最近ようやくこの方劃・が確立され

てきた経緯がある。「ノー・コンセッ

ション」という大前提の下で,日本政府

ほ人質の救出に最大肌の努力をするとい

ら大原則を改めて確醜Lておか左け九ぱ
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をらをい.そして'最近の人質事件にお

いては,臼本政府はこの原則に則り.ル

に足の「いたし0かηとしだ対応を行っ

ていることを高く評価し立けれぱ女らを

いと考える.

轟後に女るが,人の自由を奪い,命を

もてあそぷ「人質をとる行搗」は,いか

左る理由があろうとも許される行為では

女い.もし,斉腿昭彦さんの拘東が出実

である女らぱ,犯人グループを強く非則

するとともに,斉藤さんの無事解赦を.0

よりお祈り申 L上げる次第である。

(注1)イラクでの人質事件

0 2004E 4月7日:日本人 3 名が誘拐さ

れ、 9日佳の'月15日に無事に解放。

0 2004年4月14日:日本人 2 名が誘拐さ

札.3白後に無事に解赦.

0 2004年10月26日:ウエプ.サイト上で

日本人 1名の拘束映像を掲戰,10月31日

に迫体で発見される.Ⅱ月2日「ーラク

聖戦アルカイダ組織J がウエプ・サイト

を通じ犯行声明を発表'殺害時のビデオ

映像を公聞した.

(注2)治安フォーラム2005_1号舶頁参照

(注3)「海外において日本人を<質にとり

政府に不法な要求を突きつけるような事

件が発生した場合には、政府と Lτは,

喜件解決に一義的貴任を有する当該国政

府と協力しτ,人質の安全敦出に最大限

の努力を払う二乞は当然であるが,同時

に.国際社会における法秩序を維持」.

舟来同樋の事件を抑止するためにも,累

次のサミツトで確認されたとおり,テロ

リストに対しては譲歩しないという原則

にのつと'」.断固たる態度をもつて対処

ずる必要がある」【平成フ年度版外交青

書)

α財}公共政策胴杢会第一研究室長】
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気がつけぱ,本コラムも60回を超えて

いた。本誌には怖年1月の創刊以来書か

せて頂いているが,最初の本コラム社96

年Ⅱ月号の「メキシコ誘拐事件に学ぷ

Ⅷ」であった.以来,毎号連鮫とはいか

なかウたが,本璃で62回目と女った.最

近,ふと気dいたのは,本コラムの表題

が「コラム企業の安全対策」とな0て

おり,ここ故年のコラムの内容とほいさ

さかかけ肌れていることである.;のよ

うむことは.62回という中途半端む回で

ほ女く,印回の節目で気がつくべきで

あ0たのだが,「企業の安全対策」と言

いをがら,61回の内のかなりをテロ関係

のコラムが占めていることに改めて気d

いた。これはまさに,ここ約10年の間に

薯者の研究において,「テロ問題」の此

丞がいかに増Lているかを如真に表して

いるとも言える。

このような回顧をしむがら,7月4日

の米国の独立記念日も何亭も女く無事に

過ぎたと安諸していた,モん左矢先に再

び大きなテロ事件がロンドンで発生Lて

しま 0た。測也時間7月7日瑚.ロンド

ン中心部を走る地下鉄3力所と2階挫て

パスの計4力所で同時多突テロ事件が発

生した.地下鉄3力所は午前8時50分の

最初の爆発から僅か50秒以内の問に実行

きれ,いずれも宜爆あるいは自爆させら

れたテロであ0た可能性が高いときれ

る.次第に実行犯4人の実像が明らかに

左ウてきているが,4人とも英国籍であ

η,ジやマイカ生三れの 1名を除く 3名

ロンドン同時多発テロと日本
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は,英国で生まれ,英国で育0たパキス

タン系の2世であるとされる。三た,実

行犯のらち 3 人は18歳.19歳,22歳の若

者であうたことは大き女衝撃であ1),こ

のよ3 女新たに生まれるセルやスリー

パーの存在は,◆後もさ島に六き女脅威

となるであろう.このことは,東南アジ

ア系の不法滞在老の多い日本も真剣に考

えておか女ければをら女い問題である。

◆回の事件でも,発生直後から新聞,

テレビ,通信社をど多くのメデオアの取

材を受けたが,いずれも紙面や時問の制

約があり,必ずしも十分に伝えられむ

かウた点が多いので,少しフォローして

おきたいと.思う.メディアの方πから

は,異口同音に「日ホでテロは起こるの

か」,「日本のテロ対策は火北夫か」との

質問を受けたが,モの際にまず考えむけ

ればむらないの林.欧米諸国と違い,幸

い女ことに,日本には「日本人のイスラ

ムテロリストは確認されてい女い」.ま

た「外国から入うてきたイスラムテロ組

織も確認されてい女い」,モして「イス

ラムテロリストを支援するネットワーク

も確認されていない」ということであ

る.よウて,このよう女土壌のない日本

でロンドンやマド1}ードで起こうたよう

女火規模をテロを起こすには,かむり

ハードルが高いという点である。しかし

ながら,単尭で入うてきて起こせるテロ

の手法はあるし,東南TジアにはJ I

(ジュマ,寸スラミア)やフィリビンの

アプサヤフ、 N ILF女どのテロ組織も

板橋 功
存在し,当然,日本でもテロ対策を強化
する必要がある.

また,「何故, e、回ロンドン女のか」,

「そして次は京京?」という質問を受"

た。これは「ニューヨーク→マドリード

→ロンドン,そして次は東京?」という

撲図女のであろうが,今回,ロンドンが

特別に狙bれたわけでは女い.もちろ

ん,時期的女問題ほ,英国でのサミット

の開催に合わせたものであろうが,これ

含でにも英国はイスラムテロリスト達か

ら狙力れ続けてきたのである。 20脇年1

月のりシン事件をはじめ,ヒースロー空

港テロ計画,ロンドンの地下鉄での化学

テロ計画など,いく0ものテロ計画を未

然に防いできた経緯があり,今回は防ぎ

きれ女かうたということである.ロンド

ン蕃視庁のスティープンス前斐規総監は

「英国捜査当局は過去5年問に少をくと

も8件のテロ事件を未然に防いだ」と述

ぺている.また,同総監は現職当時の

2004年3月16日【 3月11日のスペイン,

マドリードでの列車同時爆破牢件直後)

にりピングストーン市畏とモろ0て記者

金見を行い.「これまでテロ攻粟を阻止

してきたが,今後も避けられるとは限ら

女い」旨の誓告を行0ている。このよう

女状祝は,欧米の他の都市でも同様であ

り,ニューヨークやノ゛り,ローマ女どで

も,当局はこれまでにイスラムテロリス

ト達によるいく0かのテロ計西を未然に

防止してきているのである.

日本に闘わるテロ事性やテロ計画が無

いわけでは女い。 1994年12月のフィリピ

ン航空棲内爆弾テロ事件をはじめ,ポジ
ンカ計画,ハリド・ シェイク・モハメド

の証言などがあη, ゆえに.当然,テロ

対策を強化Lて晋戒をする必要はある

が,欧米諸国とはち↓0と班情が鼻女ウ

ていることも碇かであろう.

いずれにしても,キ見状の日本は他の欧

米話国とは與女η,イスラムテロに対L

ては,恵含北た堤境にある.日本で社未

だ日本人のイスラムテロリストや外国か

ら入「てきたテロ組織の拠点,テロリス

トを壁起するネットワークも確認されて

い女いbけであη.「日本にテロリスト

を入れ左い」,「拠点を作らせ女い」こと

が何よりも有効左日本のテロ対策であ

る.そのためにほ,早急に入国管理,外

国人の管理を強化tる左ど,咋年12月に

政府が取りまとめた「テロの未然防止に

関する行動計画」を着実かう早期に実行
に秒すことが軍要である、

(注 1) 2005年7月11日付.毎日新聞オン
ライン版より

〔注?) 1994住12月Ⅱ日に、沖縄雨方公海
上を飛行中の▼ニラ発セプ経由成田行き
のフィリビン航空鵡4便の按内で爆弾が爆
発L.那覇空港に緊急漕陸した事件で,
この纂件は1993年2月26日のニニーヨー
ク世界貿易センタービル爆破事件の犯人

でもあるラムジ・ユセフの犯行であり.
rポジンカ計画」の実験であった二とが明
みかになうτいる.

(注3〕「来圖航空機同時爆破計画」で.
東南アジア発,真南アジア経由米国行き
の米国航空機を同時に詑接塚破するとい
う計画で.二のうちの4磯は日本経由ま
たは日本発の便とされτいる。
【注 4) 2004年2月14日の米国 9 ・11独立
胴査委風会報告においτ、「住0皿年の日
韓サツカーワールドカツプの際に)日本
でのテロを計画したが.実行するための
インフラが臼本になく,具体的な計画.
準備には至らなかつた」とのアル.カイ
ダの最高,宇部の一人であるハリド,シエ

イク・モハメドの供述が明らかになった.

丘財)公共政策調査会第一靭空室長】
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英国識会情報,安全保障委員会と英国

内務省は,20妬年7月7日にロンドンで

発生した同時多発テロ帯件に開する報告

書を 5月」1日にそれぞ九発表した。こ九

らの報告書では,犯行の動機について,

西洋によるイスラム叔徒への不当な扱い

に対する激しい敵意と殉教願望であるこ

とを指摘している.しかし女が4.フル・

カイダとの関係については,実行犯のう

ちの 2 人がパキスタンを劼問しており,

Tル,カイダ〆ンパーとの接触の可能性

については指摘しているものの,京件へ

のアル,カイダの開与については,胸査

中であり,明らかて,はをいとしている。

議会の報告書の記述の中で,特に興味

深い点は,英個当局が7月7日のロンド

ン同時多発テロ亭件以前からアル・カイ

ダとネットワークによる脅威の肝価を行

う際に「3層モデル」を使「て分折を行う

ていた点と,「国産(home,grown)テ
ロ」の脅威を認識していた点である.

「3層モデル」での脅威評価につい

て,同報告害●ば,

① 3層モデルは,アル・カイダのりー

ダーシップと胴査対詠者との関連度合

いを説明すために.'2005年前半から

JTAC O01址 Terrori5m Ana1γ5is

Cente0 の脅威評価に導入された.

②第1層社コアなアル・カイダと直按

リンクしていると考えられる個人や

ネットワークを,第 2 層はアノレ・カイ

「国産テロ」の脅威

2006.3 治安フォーラム

ダとか女り緩やか女嬰がりを持つ個人

やネットワークを,第 3馬1'アノレ・カ

イダとは全く繋がηは女いが,彼らの

イデオロギーにようて感情が掻き立て

ら札る可能性のある老たちを麦Lてい

る。

③」TACほ帥帖年5月には.その閥心

の大部分をアル・カイダとか女り緩や

女累がりを持0だけであるか,あるい

は完全に分駐しているが.イデオロ

ギー的な信念を典有している,第 2

層.第3層の個人やグループに魚点を

合わせる必要があると判断していた.

と指摘し,また,「国産テロ」にういて

'ネ,

Φ英国に対する攻撃を含むテロ活勣に

英国人が関係するように女る可能性を

7月以前に醜識していた.

② 2004年にJIC (10i址 1口teⅡi宮巳nce

Committee)'止,国家保安部{security

SeNice: M15)の劃査対叡妻に英国

人が一定創合(数字は非公開)を占め

ており,英国はこ九からの5年間,外

国人テロリストはもとより,国産のテ

ロリストからの脅威に直面し統けるで

あろうと判断していた.α旦し,テロ

対策に関わる全ての情報桜関が,国産

テロの脅威と英国市民の過激化にうい

て+分に理解Lているbけではむかう

たことも指摘している。)

③芙国で生まれ,育ウた者を含む英国

板橋 功

市民による潜在的を脅威を理朋Lてぃ

た。これ仕.2001年から2005年の問に

増殖レ,表面化した。

④ JICは20伐年の時点では,英国に対

する攻撃は,英国に居住tる英国人よ
りも,国外から入って来るテロリスト

にようて行力れる可能性が高いと判断
していナこが.2004年前半までに,脅嚴

自体が変化Lていることを詔識した。

と指摘Lている,

4月に発表された米国国務省の国別報

告嵩2005年版{C0ⅡΠtTy ReportS 伽 Ter,
ro"sm 2005)においても以下のよう女

指摘が女されている。

Φアル,カイダやその県列との繋がり
が希御で,より小さを独立したセルや

佃人のテロリスト(micro actors)の

鞭やか立ネヴトワークが増殖Lてぃ
る。

②これらの口ーカルむテロリスト途
が,インターネットや衛是通信女どを

利用し,またテロ活動を遂行する目的

で結ぴつくをどの傾向がみられる.

③これらのテロリストの締足や対応が
極めて困難である。

@アル,カイダのりーダーや思想が引
き続きテロ事件やテロリスト,*た潜
在的女テロリスト達に影響を与tてぃ
る.

すをhち,9.11事件以降.最も脅賊と
女っているのは,アル・カイダそのもの
よηも,0しろヤドリードでの列単同時
爆破テロ事件やロンドンでの同時今発テ

口事件を実行したテロリスト達のよう
に,コアなアル・カイダと緩やかを関係

64 コラム制

を持つか,あるいは直按的な閥係を持た
女いが,アル・カイダの思想に触発さ九
たり,共鳴してテロを行う地城性のある
(国産の】テロリスト達(英国儀金の報
告書で言う第2馬,第3 層)であること
が理解できる.これは,アル・カイダに

よるテロ剛画が比収的探知L易く女ウた

(現に,いくうかのテロ所画が未然に防
が九ている)のに対Lて,これらによる
テロ計西が探知Lにくい特住庄持っこと

も一因と考えら丸る。但し,アル.カイ
ダそのものによるテロの舟威が主うたわ

けでは女く.引き絖き警戒が必要むこと

は言うまでも女い.

欧米諸国とは異立り,宰いにモ我が国
においては自国民(日本人)のイスラ
ム.テロリスト古,外国から入「てきむ

テロリストのネットワークも●のところ

破認されてはい女い。すむわち,もL牧

が国においてイスラム・テロリストによ
るテロユ匹件が起こるとした島,いわゆる

「国産テロ」であるよりも,むしろ外国
から入ってきたテロリストによる犯行で

ある可能性が極めて高い.

欧米諸国に比ぺれぱ,忠含れた現境に
ある吸が国に"いては,貌時点て最古有
効かっ緊要性の高いテロ対策は,入国管

理と外国人管理の強化である。日本に入

国する外国人に対して指紋や写奥などの

個人詠別情報の提供を義務dける改正入

管法が5月17日にようやく成立したが,
予算を重点配分する女ゼして,早急に実

施に秒さ九ることが強く望ま丸るところ
である.

α財)公共政策調査会第一研究室長】
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6月2日から 3日にかけてカナダ・オ

ンタリオ州でテロ容疑者の大測莫女摘発

作戦が実施された。この作戦ほ,省庁横

断的なタスク・プオースである統会国宗

安全保障執行チームがコーディネート

し,王立カナダ騎馬斐察,情報部,オン

タリオ州警察女どから約400人を投入 L

て行われ,大測英女テロを計画していた

として,17人を反テロ法違反げ口の謀

戡,準備〕の容疑で遮姉,拘束 Lた.

9.11事イ制妾の帥01年12月に反テロ法が制

定されて以来,同法を使った最大のテロ

防止作戦であウた.

一部の考は,オタワの国会脹事堂や人

口密集地女ピでの大規模む爆破を計画

し,爆弾の材料と女る硝酸アンモニウム

3トンの入手を図0た(警察がおとり捜

査の一環で提供したとされる).また,

カナダ1義全の嬰撃・占拠,首相女ど指導

者の斬首. CBC (カナグ放送)の嬰撃

なども計画され,トロント北部に訓練

キャンプを作η,訓練も行っていたとさ

九る。カナダ当局は帥04年頃から話動を

察知し,監視を龜けていたという.

一方米国では,6月22日に,数力所の

FB 1事務所,ヤイアミの連邦ピル,シ

カコ'のシアーズ・ヂウー女どに対する攻

撃を計画していたとする容疑で,プル.カ

イダと関係するとみられる7名を遮姉し

0 ラム'田

相次ぐテロ計画,
テロは阻止できるのか?

63

2006.9 治安フォーラム

たと,フロリダ州の当局が発表Lている。

また,7月7日にはFB 1が, ^ユ^

ヨークのマンハ・りタン島とニュージーー

ジー州を結ぷ列単の地下トンネルを今年

の10月一11月頃に爆破する予定であ0た

自爆テロ計画の捜査を進めていることを

明らかにしている。この計画には,3大

陸6か国にまたがる8人の外国人が関与

しているときれ,すでに 3人が外国当局

に拘束されており,米当局の要諸により

レパノンで拘東された主犯格のレパノン

人は, UBLに忠誠を至ったアル・カイ

ダのメンパーであると自剰;しているとさ

れる。 FB 1は的1年前にこの計画を察

知し,関係者の監机等を行0ていたとし

ている.このよう女マンハッタン島と

ニュージキージー州を結ぶ地下トンネル

の爆破は,1993年にも過激女盲目のイス

ラム指導者であるオヤル・アプドル・

ラーマンらによ0て計画されたが, FB

1にようて阻止されている。

このように,僅か約1か月の問でもい

くっものテロ計画が阻止きれたη,明ら

かに女ウたηしているが,これはテロ対

策が有効に柚能している証であろうか?

ところで,カナダで途抽,拘束された

17人のうちの5人は18歳未満で,残りの

12人は19歳から43歳であウたが,30歳と

43歳の 2人を除くと,17人のうちの15人

板橋 功

は25歳以下の若考であ0た。また,いず

れもカナダ国籍,あるい捻滞在資格を保

有し,カナダに居住tるイスラム教徒

で,アル・カイダに触発された,いわゆる

カナダ生三れのテログループであるとさ

れる。 1若年層」,「その国で生まれ,

育ったイスラム教徒」,「アル,カイダに

感イヒ」とロンドンでの7.7同時多発テロ

事件の犯<達と類似Lている点も窪く、

弐さに先月号の本コラムで指摘Lた,

「国産テロリスト」で南る.さらに彼ら

壯,米英など計6か国のテロ組織の関係

者とも関係があうたとの報道もあり,他

国の「国産テロリスト」をどとの連携の

可能性が窺之ることも不気味である.

6月に英ナイムズ紙女ピが実施Lた,

フ.7同時声発テロ亭件に閧tる英国のイ

スラム教徒に対する世論鯛査によれぱ,

このよう女テロ行為に対してある一定の

支持層が存在し,今後も伺様の事件が起

こり得ると考えていることが競える。ま

た,フ.7同時多発テロ事件の lj乱年の追

悼式典で,ロンドン哥視庁のプレア警机

総監も「テロは将来また起こり得る」と

国民に注意を呼びかけている.

これから先.テロを阻止できるかどう

かは.この対応の難しい「国産テロ」を

いかに探知し,摘発できるか,あるいは

触発による拡散や増殖をいかに防ぐこと

ができるかがポイントである{但し,米

国については,コア女アル・カイダの脅

威が依然として高いと考えられる)。

ただ一力で,アル・カイダやその幹部

達と一線を画そうとtる流れが拡大して

きている兆候も感じられる.今年の1月

から2月にかけて,ムハンマドの風刺画

問盟に絡む大規槙デモや暴動がせ界各地

で発生した斑に,これに合わせるように

アル・カイグの幹部であるアイマン.ザ

ワヒリによる,(ムハンマドの風刺画問

題で)欧米諸国を非雛し,欧米諸国への

大規模テロを呼びかける声明が3月5日

にアル・ジやジーラやウエップ.サイト

で流されたが.あれだけ過激女県動やデ

モが各地で発生していたにもかかわら

ず,特にこの声明に呼応する火きむテロ

事件は発生しむかった。これが影響力の

低下女のか,あるいはテロリストの裾の

広がりや増殖が止まってきた兆侯立のか

は明らかでは女いが,新た女流れも出て

きているよ5 に感じる。最近, UBLや

アイTン・ザワヒリが頻繁に声明を発し

ているが.このよう女状祝に対する焦り

の表れ女のであろうか?

コラム制 65
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1注)英タイムズ紙と」 T νテレビが6月1日
から16日にかけて,英国に在住オる玲鰻以上
のイスラム數徒1.玲1人を対象に実施Lた世
論調査.

主な窮査結果は下1己の通リ.
O U%が実行犯4人は殉敦者とLτ扱われ
るぺきとしている.
0 16%がテ自行島1才支持Lないが,彼らの
大義は正Lいとしている.
0 796が英国の一鰻人への攻駐は状況*氣
でけ正当北できるとし.軍事目標で罰る場
合に1=16%が正当化できるとしている.
0 49%力喫国での更なる自爆攻單が有ると
答えている.

〔http、ノ/WWW.tlrn050nli"e co. uk/artlcle/
0'.22989-225a764_1.00.ht岬L0 参照

【(財)公共政筑胴査会第一靭究室長】
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転換期を迎えつつあるテロとの戦い

Ⅱ月7日に行わんた米中問選挙の結

果,上院(定数10のは民主党511転席,

共和党●椴席,一方下院(定数453)は

民主党2291薫席,共和党196株席と女り'

上下両院において民主党が過半散を占

め,プッシュ政権は惨敗した.この結果

を受けて,翌8月にはプッシニ火統領は

イラク政策の誤リを朋め.ラムズフェル

ド国防長官を更迭したが,この直後の 9

Ⅱ.10白に爽応された.ニューズウ'ー
〔゛"

ク誌の世論調査では.火統領の支持宰は

粧%に低下,「2008年の大統領逢挙で民

主党の貯利を望む」との声が心%に達L

丈:。

中問迅挙2日前の 5日に社、イラク高

等法廷が,サダム・フセイン元火紙領に

対Lて、死刑の判快を言い渡Lた。この

判決に対してプッシニ火統領は,「サダ

ム・フセインの抽判は,専制君主による

支配から怯による織殆へと転換tるため

のイラク国民の努力の結果であ1),一里

塚である.それは,イラクの民主主纏と

立懲政治にとぅての火き女成果である」

として,イラク城争の成果と正当性を弥

鯛した。

しかし女がら.この判決のナイミング

は,中間逃挙を見据之た政抽的意図を

待0ていたことは,誰の目にも明らかで

治安ラオーラム2007.1

あり,二の判決の映像は米国によ0て検

閲され,一部がカットされる女どした

が.このよ5む努力の印斐も女く,選挙

にはプラスに倒かむかウたようだ.今回

の中閥選挙での主聾な争点ほ.イラク峨

争であ0たことは明らかである. ^^^

ズウ'イーク誌の世諭桐査でも,艮主党勝

利の要因として85%が「イラク職争の刈

応に対tる反対」であるとしている.イ

ラク賊争が争点と女うている中でのこの

ような政始ショーは.むしろフイナスに

作用した司能性が高い。

米回民も' 9.Ⅱ串件から5年が経過

し、ミた開賊以来の米兵の死者数が

2,800人を超えて,ようや(イラク戰争

の誤りに気dき始めたよらである。

米国はイラク戦争を,「テロとの峨い」

の一環として位置ヴけたが,筆者がしぱ

しは';酎商してきたとおη,(フ'フガニス

タンへの軍窃行動は,ネさに「テロとの

帳い」の一環であるが)イラク覗争はそ

もそも「テロとの職い」としての火哉は

存在しない職邸である。

イラク1鴫争閲戦前の米国の大蛙は,①

イラクのフセイン政梅がUBLやアル・

カイダと閖係していること,②火量破壊

兵馨の批數防止,の2点であうた。しか

しながら,ワセイン政柵と UB Lやプ

板橋 功
ル.カイダの関係が無かウたことは,開

職以前から明らかであうた.*た,火量

破孃兵鼎の拡散防止につぃては,「イラ

クは火量破填兵譽を朋兆,所有してぃ

る」→「大量破壊兵器が拡散」ー「六量

破壊兵"がテロリストの手に渡り,これ

を用いて9.Ⅱと同様に米国本土を攻琳

する可能性がある」→「ゆえに,これを

防ぐためにテロ対築の一環としてイラク

を先制攻撃する必要がある」といらか女

り無理のあるロジックを仙い,「イラク

への攻撃」と「テロ対策」との関速グけ

を行0た。当時の情勢で捻,「テロ対策」

という側而むしに,「大量破壊兵柵の拡

散防止」ということのみでイラクへの攻

撃を容認する内外の合意が得ら九たかど

うかは疑問であ0たし,米回の正当性を

耻問机tる声も高ま0ていた。そして,

2003年3月19日のイラク攻撃の直前に

は,③中東の民主化という新たむ大義を

全面に抑L出し始めた.

現在では.Φフセイン政撫とUBLや

アル・カイダとの関係及び②大量破孃兵

審のいずれの大義も存在し女かうたこと

が米政府闘係岩女ピの証昔や机告壱など

で明らかと女弓ているところであり.ま

た.プッシュ大統領が成果を強胡するも

のの,@中東の民主化についても,現実

的には極めて危うい状況にある。

テロ対策の視点で見れぱ,イラク靴争

は9.11を実行したアル・カイダをはじ

めとしたテロ,ネットワークとの峨い

60 0ラム制

(本来の「テロとの峨い」)を歪血させ,

「テロとの職い」に有効であると=之ら

札るイスラム脳国をはじめとしだ田際社

全における法執行やインテリジェンスむ

どの分野での侃力を後退させ.テロリス

ト達にテロの口実を与え,テロの危険性

をより増火させた報争であうたことは,

合や馳の目にも明らかであろう。

米国民の多くは,10.11幕件にサダ

ム・フセインが関自.していた」と信じて
1●●」

いたし,2年前の大統領盤挙において

も,「火碇無きイラク幟皐」を遂打する

プッシュ脚岳を支持していた。しかし立

がら.ようやくその誤りに国民も気プき

始めたようで島り,プッシュ財義はイラ

ク政覧の見直しを迫られている.

プフガニスタンやイラクがテロリス 1.

の拠点と女ることは,艶対に避け女けれ

ぱ女ら女い、ゆえに,テロ対簸における

軍事的左側両を否定するつもりは女い

が,この際,「テロとの職い」そのものも

見直し,モの拙軸を箪事から法執行やイ

ンテリジェンスなどの非軍都的女側面に

シワトtる必要があるのでは立いだろう

か。

{*D ニユーズウィーク誌世論鯛査
2006年11月9 B~10日に.18歳以上の
1'006人を対諏に実施.
(ハttp://WWW.rn5rlbc.rn5n.com/id/
15667'ι2/$it8/neW5Week/】
【翠2)本コラム20叫.3 号「北朝飾・イラ
ク問題とテ0対策」参照.
(*3)本コラム2004_ 9 号「イラクは
g.11冨件に闌保したのか?」番照.

〔(財)公共政策餌査会第一研究室長〕
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6月12日の閣1帳で2008年7月7日か島

9日まで「北海道洞郁糊サミヅト」(G

8 首脳会1揃を開位することが了解さ

n.政府として正式に決定さ九た。ま

た,外相会職は 6月26日,27口に京都市

で,財務相会議は6月13日,14日に火阪

市で,内務・司法相会識は 6 打11臼一13

日に東京で,労勧相会枇は5月Ue一誥

日に新桐市で,理境相会議は5月25日~

部日まで判戸市でモれぞれ開艦される予

定である。

今年の6月6訂から8臼まで朋催され

たドイツ・ハイリゲンダムサミットにお

いては,開催前の 6月2日頃からサミッ

トに反対tる火規模女デモが発生Lてぃ

る。無政府主艘過激派が用動した過澂な

デモでは,投石,放火や店舗の破壌,サ

ソト会場へ向かう道路や鉄道施設の占

蜘などが行われ,誓察部隊と激しく衝突

し,双方て,1.000人以上仍負儁者が出る

むどの奉案も発生している。これらのデ

モには.ドイツ国外からも幸加してお

り,野繁に拘東された外国人の中には日

本人1名も含まれていた.デモに者加し

ていた者の中には,日本のテレピ局のイ

ンタピューで,「来年は日水に行く」と

話していた者もいた.また,2000年の九

州,沖捉サミットの際にも発生したが,

サミット等備で閉鎖されてぃたハイリゲ

北海道洞爺湖サミットに向けて
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ンダムの沖合海上に環境保腔団体グリー

ンビースのポートが慢入する事案も発生

している.

来年の北所道洞新潮サミ・り卜において

も.このよう女過激むデモに対する対策

や警戒も重要と立うてくるが,やはり最

も霊要なのはイスラムテロに対する対策

であろ3。多くの抽安関係老も既に指摘

しているところであるが,まさに2005年

の英国・グレンイーグルズサミット【フ

打 6日から8日に開催)の際のロンドン

における同畔事罪テロ串件の教訓を活か

すことが重要である、スコットランドの

リゾート地グレンイーグルズで首脳全樵

が朋催さ北ていたまきにモの7月7日の

朝に,首都ロンドンにおいて,地下歓3

力所と2階建てパス 1力所の計4 力所で

伺時声発テロが発生Lた,

グレンイーグルズやハイリゲングムも

そうであるが.最近のサミットは首都よ

」)むしろ郊外や地方のりゾート地等で闇

催きれることから,聞位地周辺の晋備と

共に,首都をはじめとした大都市の警備

が危要女ボイントと女0ている。馳が国

においても.2000年にづし州・沖机サミッ

トを経験しているが,これは9,Ⅱ事件や

ロンドンでの同時多発テロ市件以前のこ

とであり,当時とは;弐況がかむη異なう

ている。

板橋 功

これまでにも本コラムにおいτ筆老が

産々指抽してきた通り,幸いにモ現状の

日本においては日本人のイスラムテロリ

スト及び外国から入0てきたテロリスト

のネットワークや組織の存在は今のとこ

ろ確認されてはい女いし,特に欧米諾国

で火き女問瑚と女ウているホーム,グ

ローン・テロリストの存在も硴醜されて

はい女山。このよう女意味では、欧米諸

国に比ぺれば,貌状の日本においては.

イスラムテロの脅威は決して高くはむい

し,立たイスラムテロリストにと0ての

ターゲットとしての日本の位置グけも必

ずしも高くはむいものと考えられる。し

かし女がら,「サミット朋俳国としての

口本J ほ,別問題であり,こiτから来年

のサミットに向けて日本においてテロを

行δ可能性は高まるものと考之た方がよ
、1

このようをことから.来年の北海道洞

斎湖サミット(G8首購会織)や問住地が

分散している各闇僚金誠の閥催に向けて

今からテロ対策や雪備体捌を強化し.告

戒を行わむけれぱなら女いことは言うミ

で力むく,すでに各都道府県腎察におい

てもサミット礬備に備tて,体制の整備

や訓紳を行うむどの準備が始まうている

ところである。しかしをがら,テロは●

や治安当局だけの努力では防ぐことが

出来女いことほ,グレンイーグルズサミッ

トの陳のロンドンでのテロ亦件でも明ら

かである.そこで,とりわけ凪要と立る

のは国民や民問事業老などの理解と博力

である。警察当局においてもすでにその

努力を進めているとこうであり,警視庁

においては6月に交通機闘や重要インフ

ラなどの民問企業閲係老を集めての全合

を開悩した0,大手町のオリイス街で爆

彈テロ,゛応訓紳や地下鉄でNBCテロ対

応訓純を実施しているところである。

このような当局が主体と女り,協力を

求めることも重要であるが,空港や航空

会社,鉄道等の交通禮侠.通信や電力等

の正要インフラ事業者,あるいはTDR

やUSJ等の火規模テーマパーク、六本

木ヒルズや束京ミッドタウン等の有名左

ビル,その他アリーナや球場,デパート

等の大規模築客施設など,テロのター

ゲソトとなり劉●施設は琳欠か女い。こ

hらを全て当局が守ることは不可能であ

り,警戒・等備体制の強化や社員の意誠

向上など,それぞれに携bる亭粲渚内ら

が土体的に取り組んで項くことが求めら

北るところである、

ミた,テロを眺ぐためには,国民一人

一人の意散と目がとりわけ皿要である。

交通機関や大規模集客施設女どに"いて

は,利用者一人一人が不審者や不審物に

注意を払い,啓戒を行うことがテロを防

ぐための大き女力と女るし,モれは冑ら

の安金にも繋がることでもある。

微力ながら,筆者もこれから来年のサ

ミットに向けて,民問企業等に,Jして協

力や主体的取岨を呼びかけてぃきたいと

考えている。

【財公共政策胴査会第一研究室長】
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アフガニスタンでの韓国人人質事件にっいて

2007年7月19日,アフガニスナンでポ

ランティア活動中のキリスト教系の団体

の陣国人23人(男性7人.女性:6人)が

タリバンによって抽致された.タリパン

側は,アフガニスタン政府に拘束されて

いる仲問の釈放やアフガニスタンで復典

支援活動を行うている韓国軍の撤退なぞ

を要求した。

7月25日には団体のりーダーだうた牧

師1名が,享た31日にも男性人質1名が

犯人側にようて殺害された,8月13Eに

け健康状態が悪化したときれる女性人質

2名が無亭に釈放された。 E月28日にな

り,ガザニ州の赤新月社施設内でインド

ネシ外交官の立ち会いの下で行われた韓

国政府とタリバン側の直接交渉の結果,

以下の5項目の亭項で,残りの人質19人

全員の釈放を行うことをタリバン側と合

意したことを韓国政府が発表Lた.

Φ全ての韓国人が今年中にアフガニス

ナンから追去する(駐留韓国軍の撤退

を含むことを意味する)。

②アフガニスタンで活動するNG0の

轉国人職員は今月中に退去tる。

●韓国人のキリスト散宣教師は,今後

アワガニスタンには入国しない。

④轉国人は,アつガニスタンから退去

するミで攻撃されることは女い.

⑤ナリパンは,アフガニスナン政府に

12 治安フォーラム2007

対Lて要求していた,捕虜とな0てい

るタリパンメンパーの駅畝を放棄す

る.

そして,29日に12人(男性 2 人,女性

10人)が,幼日に7人{男性3人,女性

4人)が解魚され,発生から43日自に解

決を冉た。

人質2名を殺害するなどの強硬を婆勢

をとウていたタリパン側が,突然,女ぜ

舛問の駅放を取η下げ,残りの人質坤人

の解放に合意したのか,モの背景にはい

くつかの要因が考tられる。

ーつには,残りの人質の大半が女性

a9人の内の14人が女性)で島η,ナリ

パンとレても基本的には以下の2点で扱

いや対応が難しかったということが指摘

できる.

Φ実質的に拘京する上で,女性人質が

扱いにくか0たこと.特に,ラマダン

を控え,声くの女性人質の根いに苦慮

していたことが背景にあるであろう.

②女性を人質に取ウてぃることで,国

際世論,特にイスラム諸国の世論が気

に女っていたものと考えらhる.

E Lて,女によりも火き女要因として

考えられるのが,この人質事件を通じ

て,輯国政府と交渉を行い,「大き女成

果を栂られた」とタリパン側が考之たこ

とであろう,

板橋 功
2001年の9.11喜件前までの旧ナリパン

政擢は,19即年のアフガニスナン戦邸熱

結以降.フフガニスタンのか立りの都分

を実行支配しており,かって,米国政府

も旧タリパン政権の幹部を米国に招いた

りしていた時期もある。しかしをがら,
ビン,ラディンやアル・カイダの〆ン

パーを客人として庇護してぃたため,

9.Ⅱ事件以降は,国際牡会からもテロリ

スト集団と見女されてぃる。

今回の亭件を通して,一国の政府(韓

国政府)と直接交渉を行い,舎意に王る

ことで.「タリパンは,アル・カイダと

は兵左り,野密女テロリスト集団ではむ

い」ということを国際社会に示し,フ

ビールする狙いがあったのではないかと

考える.そういう意味では,今回の事件

を利用して,件問の釈放以上に彼らが満

足できる成果を得たと考之たということ

であろう.

ところで,折Lも韓国では,危険国や

地域への渡航及び滞在を制限することを

盛り込んだ改正旅券法を20m年7月24日

に発効させた,この改正雄券法は,今回

のアツガニスタンでの人質喜件発生のは

るか以前の2006年12月22日にすでに国会

で成立していたものて,,6月26日の闇議

で施行のための処理を行うτいた。

この改正旅券技では,「旅行禁止国」

を指定し,政府の許可無くこれらの国に

入国した場合には,1年以下の懲'役また

2300万ウ寸ン以下の罰金が科せられる

ことに女「た。「旅行禁止国」の指定は,

外交通商部,法務部,曹療庁や民問女ど

の関係者で欄成される旅券審継委員会で

決定さ九る仕組みで,8月1日に聞縮さ

れだ同審議委員全でイラク,ソマリフ,

アフガニスタンの3力国が指定きれた。

これらの国にピジネスなどで滞在する

場合にも,政府の許可が必要と女η,現

に滞在中の者も,許可が下りなか。た場
舎には,出国の措孟がとられるとのこと

である,

ちなみに我が国では,床券法Ⅱ条1項
7号において,「著しく,かっ,直按に

B本国の剥益又は会安を害tる行島を行

うぉモれがあると認めるに足りる扣当の

理由がある者」にっいての熊券の発給等

を制限しており,このよう女渡航の制限

が慰法には反L女いとの最高裁の判例も
出ている(注).

韓国のような罰則を伴う法的女措伍

が,我が国においても必要かどうかは,

候詮を要tるところであるが,今後,韓
国においてどのような運用が女されてぃ

くかは,典味深いところである。
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(注) 1958作(昭和論年】 9月10白の最高
軸大法狂判決

「憲法詑条2項の「外国に移住する自

由」には外国ヘ一時旅行する自由をも含む

ものと解tぺきであるが,外国柿行の自

由といえビも無制限のままに許されるも

のではなく、公共の福社のために合理的

な制限に服するものと解寸べきである.」
{h廿0:ノ/W冊.C0町t5.且0.」ロハ

【働公共政策胸査会弟一研究室長】
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" ColulnΠ 5-

い
よ
い
よ
7
月
7
日
か
ら
、
北
海
這
洞
爺

湖
サ
ミ
ッ
ト
が
朋
催
さ
れ
る
0
 
9
・
n
事
件

以
降
、
我
が
国
で
は
じ
め
て
開
催
さ
れ
る
サ

ミ
ッ
ト
で
あ
る
0
 
こ
れ
ま
で
の
旧
本
は
、
イ

ス
ラ
ム
系
テ
ロ
リ
ス
ト
に
ょ
る
テ
ロ
の
脅
威

は
、
必
ず
し
も
高
く
は
な
か
っ
た
0
 
し
か
し

立
が
ら
、
サ
ミ
ッ
ト
朋
仙
国
と
し
て
の
「
日

本
」
は
、
別
問
題
で
あ
る
0
 
日
本
を
タ
ー
ゲ

ツ
ト
に
し
た
わ
け
で
は
之
く
、
あ
く
ま
で

も
、
米
国
や
英
国
な
ど
の
先
進
請
国
等
の
首

脳
が
集
ま
る
「
"
ミ
ッ
ト
閉
催
地
と
し
て
の

白
本
」
で
テ
ロ
を
行
う
と
い
う
大
義
が
成
り

立
0
か
ら
で
あ
る
0

思
い
出
さ
れ
る
の
は
、
ち
ょ
、
ワ
ピ
3
年
前

の
2
0
0
5
年
7
月
7
日
、
英
国
グ
レ
ン
イ

ー
グ
ル
ズ
・
サ
ミ
ッ
ト
の
喋
に
首
都
ロ
ン
ド

ン
で
発
生
し
た
同
時
多
発
テ
ロ
事
件
で
あ

る
。
今
回
の
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
も
、
最
も

テ
ロ
を
署
戒
し
な
け
れ
ぱ
な
ら
女
い
の
仕
,

棗
之
ど
の
大
都
市
で
あ
ろ
う
。
大
都
市
に

は
,
政
治
や
経
済
の
中
枢
棲
能
は
も
と
よ

り
、
火
規
模
女
集
客
硫
設
や
地
下
鉄
を
は
じ

め
と
し
た
鉄
道
網
女
と
テ
ロ
リ
ス
ト
の
タ

ー
ゲ
ッ
ト
に
な
り
や
す
い
拡
設
が
多
数
存
在

し
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
、
そ
の
磯
能
が
麻
捧

す
る
と
、
国
民
生
活
や
牡
会
、
軽
済
に
大
き

立
影
響
を
及
ぼ
し
、
ま
た
大
き
女
被
害
が
出

る
可
能
性
玉
あ
り
、
テ
ロ
の
イ
ン
パ
ケ
ト
や

効
果
も
火
き
い
こ
と
か
ら
、
格
好
の
標
的
で

由
る
。
中
で
も
、
複
合
型
の
商
業
拡
詮
を
併

設
L
矣
き
な
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅
や
火
規
模
な

集
客
雄
設
、
地
下
鉄
や
新
幹
線
な
と
の
公
共

交
通
機
閲
な
ど
は
、
不
特
定
多
数
が
利
用

し
、
ま
た
そ
の
利
使
性
〔
誰
で
も
,
い
つ
で

も
利
用
で
き
る
〕
か
ら
、
極
め
て
守
り
難

<
、
一
方
、
テ
ロ
リ
ス
ト
仰
に
と
0
て
ば
攻

撃
L
易
い
と
い
う
特
徴
を
有
し
て
い
る
0

こ
れ
ら
全
て
を
警
察
が
守
る
こ
巴
は
、
不

可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
各
亭
業
者
や
利
用

老
の
警
戒
が
不
可
久
で
あ
"
、
す
で
に
各
畢

業
者
に
お
い
て
も
監
視
カ
メ
ラ
の
増
強
や
利

用
者
へ
の
広
報
な
ど
の
轟
が
進
め
ら
れ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
鉄
道
や
大
規
模
集
客

拡
設
に
お
い
て
は
、
利
用
老
の
手
荷
物
を
全

て
検
査
す
る
こ
と
は
難
し
い
こ
と
か
ら
、
爆

発
物
探
知
犬
の
積
極
的
な
活
用
も
一
つ
の
方

策
で
あ
る
。
但
L
、
新
幹
線
に
つ
い
て
は
、
高

速
で
大
量
の
人
員
を
輸
送
す
る
こ
と
か
ら
、

万
が
一
一
プ
ロ
事
件
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、

被
害
が
芯
大
と
女
る
可
能
性
も
あ
り
、
一
時

酌
女
手
荷
物
検
査
の
器
な
と
、
特
段
の
対

策
を
と
る
必
要
が
あ
る
か
、
し
れ
な
い
。

と
こ
ろ
で
、
重
要
イ
ン
フ
ラ
事
業
者
等
に

お
い
て
は
、
サ
ミ
ッ
ト
に
向
け
て
の
対
策
が

進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
一
般
の
企
業
も
決
し

て
無
緑
で
は
な
い
。
最
近
、
千
建
県
に
あ
る

民
間
企
業
の
事
業
所
か
ら
放
射
性
物
質
の
イ

リ
ジ
ウ
ム
ー
9
2
が
盗
ま
れ
る
と
い
、
畢
件

が
発
生
し
て
い
ろ
。
こ
の
よ
う
を
放
射
性
物

質
や
病
原
体
、
あ
る
い
は
青
醒
等
の
劇
毒

物
、
爆
発
物
や
火
璽
ど
は
テ
ロ
に
使
わ
れ

る
可
能
性
も
あ
る
。
自
杜
の
工
場
や
亭
業

所
研
究
所
な
ど
で
、
こ
の
よ
う
な
物
質
を

扱
っ
て
い
な
い
か
を
全
社
的
に
畦
詔
L
、
管

理
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
こ
の

よ
う
な
物
質
等
壯
,
柚
錠
さ
れ
た
金
応
等
に

保
管
さ
れ
て
い
る
場
合
が
多
く
、
紛
失
や
盗

難
に
気
づ
か
な
い
可
能
性
も
あ
る
こ
と
か

ら
、
サ
ミ
ッ
ト
を
前
に
、
改
め
て
点
検
を
行

0
 
て
お
く
必
要
も
由
る
0

ま
た
、
棗
や
大
阪
な
ど
の
大
都
市
、
サ

ミ
ッ
ト
開
催
地
で
血
る
北
海
道
、
と
り
わ
け

札
幌
や
千
歳
女
ど
に
所
在
す
る
事
業
所
な
と

に
お
い
て
は
、
テ
ロ
等
へ
の
注
意
を
喚
起

L
、
検
問
や
交
通
規
制
、
不
密
者
や
需
物

の
屈
け
出
等
の
サ
ミ
ッ
ト
警
慌
へ
の
協
力
の

周
知
も
必
要
で
あ
る
0
 
さ
ら
に
、
少
な
く
と

も
サ
ミ
ッ
ト
朋
怯
期
問
中
〔
で
き
れ
ぱ
1
週

問
前
頃
か
ら
)
の
北
海
道
や
東
京
等
へ
の
不

要
不
急
の
出
張
を
避
け
る
な
ど
の
措
置
も
検

討
す
る
必
要
が
島
る
。
万
が
一
、
"
ミ
ツ
ト

聞
催
期
問
中
女
ど
に
テ
ロ
が
発
生
L
た
場
合

の
社
員
の
対
応
に
つ
い
て
明
硴
化
L
て
お
く

こ
と
も
必
要
か
も
し
れ
な
い
。
例
え
ば
、
サ

ミ
ッ
ト
聞
催
1
週
問
前
頃
か
ら
開
悩
期
問
中

に
限
り
、
通
勤
時
の
交
通
毅
闘
な
ど
で
テ
ロ

等
の
事
案
が
発
生
し
、
交
通
機
閖
が
停
止
し

た
場
合
に
は
、
自
宅
待
機
と
す
る
な
ど
の
措

置
を
事
前
に
決
め
、
明
確
化
し
て
お
く
こ
と

で
あ
る
.
こ
の
よ
、
つ
立
措
虚
は
、
万
が
一
テ

口
が
発
生
L
た
場
合
に
、
駅
等
で
の
混
乱
を

低
減
す
る
だ
け
で
な
く
、
テ
ロ
で
は
化
学
物

質
や
放
射
性
物
質
等
が
使
わ
れ
る
可
能
性
も

あ
"
、
社
員
の
受
傷
を
防
ぎ
、
社
員
の
安
全

砿
保
に
つ
な
が
る
と
共
に
、
安
否
の
確
認
を

客
易
に
す
る
こ
と
に
立
る
こ
と
か
ら
、
こ
の

よ
、
0
女
措
噴
を
決
め
て
お
く
こ
と
杜
、
企
業

に
と
0
て
も
有
益
で
あ
る
0

あ
る
い
は
,
米
国
之
ど
の
サ
ミ
ッ
ト
鳶

国
の
在
外
権
益
等
が
テ
ロ
の
タ
ー
ゲ
ツ
ト
に

な
る
可
能
性
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
企
業
の
在

外
拠
点
に
お
い
て
も
、
日
本
で
の
サ
ミ
ツ
ト

等
の
開
催
を
周
知
し
、
注
意
窪
を
行
い
、

拠
点
に
ょ
っ
て
は
警
備
強
化
左
ピ
の
措
置
を

講
じ
る
と
共
に
、
発
生
時
の
対
応
措
債
の
検

討
を
行
0
て
お
く
こ
と
も
必
要
で
あ
る
0

今
回
の
サ
ミ
ッ
ト
や
闇
僚
殺
会
挑
が
無
事

に
開
催
で
き
る
か
ど
、
つ
か
の
カ
ギ
は
、
「
国

民
の
意
識
と
協
也
で
あ
る
と
い
っ
て
も
過

言
で
は
な
い
。
万
が
一
、
テ
ロ
が
発
生
し
た

場
合
に
、
冷
静
な
対
毒
を
行
う
た
め
に
も
国

民
の
意
識
は
不
可
欠
で
あ
る
。
サ
ミ
ッ
ト
期

問
中
の
不
要
不
急
の
外
出
を
遊
け
た
り
、
警

備
へ
の
協
力
、
あ
る
い
は
万
が
一
テ
ロ
事
件

が
発
生
L
た
場
合
に
は
外
出
や
交
通
機
関
の

利
用
を
避
け
る
な
ど
の
0
構
え
も
必
要
で
あ

る
0
 
こ
れ
は
、
混
乱
を
防
止
す
る
と
と
も
に

被
害
を
低
誠
す
る
こ
と
に
女
り
、
自
ら
の
{
女

全
を
雅
保
す
る
こ
と
に
も
む
る
0
 
ま
た
、
テ

口
を
朱
然
に
防
ぐ
た
め
に
は
、
市
民
の
目
が

極
め
て
重
要
で
あ
る
.
地
下
鉄
サ
リ
ン
事
件

直
後
を
思
い
起
こ
し
て
ほ
し
い
.
鉄
道
の
利

用
者
の
ほ
と
ん
ど
は
、
「
不
審
物
が
無
い
か
、

不
審
者
が
い
立
い
か
」
と
棚
の
上
や
周
囲
を

見
回
L
て
注
意
を
払
っ
て
い
た
。
公
共
交
通

機
閥
や
大
1
設
な
ど
に
お
い
て
は
、

利
用
者
一
人
一
人
が
雲
者
や
否
物
に
注

意
を
払
い
、
讐
戒
を
行
、
ワ
こ
と
が
テ
ロ
を
防

ぐ
た
め
の
大
き
む
力
と
女
る
と
と
も
に
、
自

ら
の
安
全
を
硫
保
,
る
こ
と
に
も
な
る
。


